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第４回 浦安市障がい者福祉計画策定委員会

議 事 録

１．開催日時 令和２年 11 月 26 日（木）13:30～15：30

２．開催場所 市役所４階Ｓ２～４会議室

３．出席者

委 員 長：和洋女子大学

副委員長：浦安手をつなぐ親の会

委 員： 千葉商科大学、浦安市視覚障害者の会「トパーズクラブ」、浦安市身体障害者

福祉会、千葉県市川健康福祉センター、株式会社オリエンタルランド、基幹相

談支援センター、障がい者就労支援センター、障がい者福祉センター、ＮＰＯ

法人千楽、社会福祉法人なゆた、ＮＰＯ法人発達わんぱく会、一般社団法人こ

ども未来共生会、社会福祉法人佑啓会、介護給付費等の支給に関する審査会、

千葉県立市川特別支援学校、こども発達センター、教育研究センター、福祉部

長

４．議題

（１）障がい者福祉計画（案）について

５．資料

議題１資料 浦安市障がい者福祉計画（案）

議題１資料 浦安市障がい者福祉計画に係る主な意見

６．議事

事務局：ただいまより、第４回浦安市障がい者福祉計画策定委員会を開催します。議事に入

る前に、事務局より委員の皆様にお願いしたい事項がございます。

議事の記録及び会議を円滑に進めるためにも、ご発言の際は、挙手いただき、委員

長の「○○委員お願いします」の発言のあとに、団体名と氏名を述べていただき、そ

の後、発言をお願いいたします。

本日の委員会には、視覚障がいのある方が委員として参加されております。ご発言

の際は、ゆっくりお話しくださるようお願いいたします。

それでは、これからの議事進行は委員長にお任せします。よろしくお願いいたしま

す。

委員長：皆さん、改めましてよろしくお願いします。

それでは早速ですが、議題に沿って進めさせていただきます。議題（１）障がい者

福祉計画（案）について、事務局からご説明をお願いします。なお、分量が多いので、



2

まずは「第１編 障がい者計画」の第１章から第２章の施策の方向「３ 保健・医療の

充実」までの説明をお願いします。

事務局：当日資料「浦安市障がい者福祉計画に係る主な意見」は、第３回目の委員会後に各

委員からメール等でいただいた意見・問い合わせであり、左側にまとめています。右

側は委員の皆さんからいただいた意見をできるだけ計画に反映させる方向で、市の考

えとしてまとめたものです。当日配付になり申し訳ありません。お目通しいただきた

いと思います。

それでは資料「浦安市障がい者福祉計画（案）」の７ページ、「第１章 計画の理念

と施策の方向性」をご覧ください。「１ 計画の基本理念」では、「誰もが共に支え合い、

自分らしく暮らせるまちへ」と掲げています。具体的な内容は「障がいのある方が住

み慣れた地域の中で、自分らしく自立して生活を送ることができるよう、誰もが共に

支え合い、思いやりのあるやさしいまちを目指します」ということで、障がいの有無

に関わらず、支え合うまちというイメージで理念を掲げております。

「２ 基本的視点」です。こちらは基本理念の達成に向けて、３つの視点で施策を推

進していきます。視点１「固有の尊厳の尊重と多様性に満ちた共生社会の実現」とい

うことで、当然障がいのある方への差別や偏見、虐待など、理不尽な困難を当たり前

のようになくしていくこと、それと障がいの有無によって分け隔てられることなく、

障がいのある方も含め、固有の尊厳と権利が守られる共生社会を実現していくことを

最初の視点として掲げています。

視点２「自己決定の尊重、意思決定支援」、当然のことながら、障がいのある方本人

が望む生活を送ることができるように、本人の意思決定に基づいて、環境を整備して

いくことが重要であると考えています。

視点「３ 地域生活を支える総合的、包括的な支援」、今後高齢化の進展、核家族化

が進むとか、引きこもり等社会的な課題が出てくるであろうということで、それに対

応するために障がいのある人やその家族を含め、多様なニーズに対応して、地域での

暮らしを適切に支えられるような総合的、包括的な支援体制を構築していきたいと考

えています。

「３ 施策の方向」、こちらはこれから説明する障がい者福祉計画の体系の部分にな

ります。

まず施策の方向１「理解と交流の促進」は、障がいのある方の理解を深めるための

取り組みを行っていくことが重要であるという内容です。

施策の方向２「地域生活支援の充実」は、例えば「親亡き後」の問題や「８０５０

問題」など、複合的な課題に対応するための体制整備、あとは今年度 11 月にオープン

した東野パティオ内に整備された地域生活支援拠点の機能強化なども今後進めていく

必要があるのではないかといった内容になっています。

施策の方向３「保健・医療の充実」は、国の基本指針の中で、依存症対策にも今後

市町村で取り組む必要があるということで、この取り組みの検討を進めていくという

内容です。それと、市が昨年度策定した「総合計画」にも位置付けたのですが、障が

いのある方が身近な地域で安心して歯科診療等を受けられる体制整備も必要ではない

かということを記載したものです。
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施策の方向６「生活環境の整備」は最近地震であるとか、特に豪雨災害で命を落と

される方もいる中で、さらに今年度に入ってからは新型コロナウイルス感染症の拡大

によって、災害時における避難行動への市民の不安がますます大きくなっている現状

があることから、災害時における要介護者への支援体制の充実や、地域の自主防災組

織等における災害体制の整備、それと防犯の視点もこの施策の方向の中で解決に向け

て施策を打っていきたいと考えております。

13 ページ、「第２章 施策の展開」の施策の方向１「理解と交流の促進」です。

まず、基本施策（１）「相互理解の推進」で、市では平成 28 年度に「障がい者差別

解消推進条例」、加えて平成 30 年度に「手話言語条例」も制定して、市民の聴覚障が

いのある方への理解を深める取り組みも積極的に行っています。そのような中で、差

別の経験があると回答されている方がいまだに 20％以上いるという現状があります。

そのため、こうした状況を解消するための、障がい者差別解消条例や手話言語条例

の普及・啓発活動であるとか、障がいのある方の理解を深めるための効果的な取り組

みが必要であると考えています。実際にその課題を解消するための取り組みとして、

まず「①こころのバリアフリーの推進」ということで、自立支援協議会の権利擁護部

会で「こころのバリアフリーハンドブック」を策定し、これを活用しながら市民への

理解を進めていく取り組みも引き続き必要ではないかと考えています。

「②研修の充実と機会の拡充」は市職員の新規採用職員であるとか、課長級の職員

などに対して、障がいのある方の理解を進めるための研修会の実施、それと当事者か

らもご意見としてよく言われるのが、市職員に限らず、警察や消防への理解を進めて

ほしいということですので、取り組みとして積極的に研修会を行っていきたいと考え

ております。

基本施策（２）「担い手となる市民による支援活動の推進」で、障がいのある方が地

域で生活していくためには、地域住民との相互理解や協力が必要になってきます。そ

のための取り組みを進める必要があるのですが、実際市民アンケートの調査では、市

民活動等に「参加している」との回答者は 25.8％しかおりません。従って、ボランテ

ィアや地域活動への支援活動などを通じ、参加できる取り組みをしていきたいと考え

ています。

具体的な取り組みとしては「①市民による支援活動の推進」で、障がい者団体も含

めて障がいのある人を支援する団体が講演会やイベントなどの活動の情報を発信でき

るような支援であるとか、「③ボランティア活動の推進」ということで、企業や学校に

対し、ボランティア体験への参加を呼びかけたり、市職員に対してもボランティアに

参加した際の休暇制度なども引き続き実施していきたいと考えています。

基本施策（３）「交流機会の推進」です。国では例年、12 月３日から９日を障害者

週間として位置づけ、障がい福祉への関心と理解を深めるための期間として定めてい

ます。市においても毎年、新浦安駅前でイベントなどを実施して、障がいのある方だ

けではなく、市民を巻き込みながら、周知・啓発を行っています。こうした取り組み

を進めているのですが、市民アンケート調査にもありますように、障がいの理解を深

めるために、今後必要なこととしては、「学校での福祉教育を充実する」が 37.8％と

いうことですので、引き続き、障がいのある方への理解を深めるためのイベントを含
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めた取り組みを進めていくとともに、学校現場における福祉教育や共同学習なども取

り入れながら進めていきたいと考えています。

基本施策（４）「差別の解消・権利擁護等の推進」です。ご存知の方もいらっしゃる

と思いますが、市では国の障がい者差別解消法を受けて、平成 28 年に障がい者差別解

消推進条例を制定しています。あわせて障がいの虐待と差別を一体的に受け付ける相

談窓口ということで、「障がい者権利擁護センター」を設置し、縦割りではなく、柔軟

に対応できる相談体制を整備していったということです。こういうものを図っている

のですが、実際、権利擁護センターを知らないとか、アンケート調査の中で、いまだ

に差別を受けた経験が「ある」と回答された方が 20.6％あります。こうした状況を踏

まえ、市民が相互にやさしい取り組みを行うことができる地域社会を実現するため、

市民のみならず企業や教育関係者に対しても周知・啓発を図りながら理解・促進を図

る必要がなかろうかという整理をしています。

取り組みの方向性としては「①差別や偏見のない思いやりのあるまちづくりの推進」

と、「②虐待の未然防止・早期発見」、こちらは「障がい者権利擁護センター」が中心

になって周知・啓発や、虐待の未然防止・早期発見に努めていきます。もちろん虐待

の早期発見は、障がい福祉サービス事業所や基幹相談支援センターとも連携を図りな

がら実施していくということです。

「③権利擁護の推進」は、成年後見制度が昨年度のアンケート調査でもなかなか利

用が進んでいないとか、その制度自体よくわからないという結果もありますので、利

用促進を図るために、周知・啓発を図っていく必要があるだろうと考えています。

24ページ、基本施策（５）「情報アクセシビリティ等の向上と意思疎通支援の充実」

における市の取り組みは、平成30年度に手話言語条例を制定して、手話が言語である

という明確な認識の下で普及・啓発を図ってきたということ、あわせて市の広報では、

音声読み上げに対応するなど、アクセスしやすい環境づくりを推進してきました。こ

ういう体制を図っているのですが、アンケート調査ではサービス利用に関する困りご

ととして、「情報の少なさ」と回答される方が21.8％いらっしゃった。こうした状況も

踏まえ、情報を取得するのが困難な方に対して、ＩＣＴ機器の活用方法も含めて、取

り組みを推進していきたいと考えています。

施策の方向２「地域生活支援の充実」、基本施策（１）「地域の相談支援体制の充実」

は、障がいのある方が住み慣れた地域で生活するためには、身近な地域において相談

や必要なサービスを受けられる環境づくりが必要であるということです。しかし、市

民アンケート調査では、悩みや困ったことを相談する先としては、「家族」と回答され

た方が74.7％、一方で、相談支援事業所をあげる方は少ないという結果があります。

さらに近年、インターネットやＳＮＳが普及してきていますが、情報が簡単に入手で

きるようになった反面、地域社会とのつながりの希薄化なども進んでいるのではない

かということも社会的な課題の１つとして認識しています。それと、浦安市の特徴に

なっているのですが、市内の相談支援事業所が不足している、実際もう受けられない

という事業所もいくつかあるというのが現状です。今後の取り組みとしては、相談支

援事業所の参入や相談支援専門員の確保や質の向上を図る必要があると考えておりま

す。
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取り組みの方向性「①相談支援体制の強化」は、基幹相談支援センターが市の中核

的な相談機関として地域の相談支援事業所をバックアップするなど、地域の相談支援

体制の機能強化を図ることが必要ではないかということ、それと身体障がい者相談員・

知的障がい者相談員の相談件数がなかなか増えないとか、実際どのような活動をして

いるのかわからないということもあり、その方の活用を図りながら、身近な相談窓口

も踏まえて整備を進めていきたいと考えています。

「②福祉に関する包括的な支援体制の充実」は、８０５０問題、引きこもりの問題、

どの制度にも乗らない支援が必要な方も今後支援が必要になってきます。そういう中

で、制度の狭間で支援の届かない課題に対して、的確に対応することができるような

包括的な相談支援体制を充実させていくということで、今、社会福祉課でもその相談

体制の検討を行っているということです。

「③専門的な相談支援体制の充実と連携の強化」は、中核地域支援センター、県の

相談機関などと連携を図りながら、相談支援体制を整備していくとともに、高洲地区

のタムス浦安病院内には高次脳機能障がいの相談窓口を整備していきます。こちらは

脳に障がいのある方が、安心して地域で生活できるための支援を行う体制整備などを

行うとともに、なかなか今、周知されていない現状もありますので、周知・啓発も図

っていきたいと考えています。

31ページ、基本施策（２）「在宅福祉サービスの充実」。市では今年、地域生活支援

拠点の機能のある多機能拠点を整備し、障がいのある方が地域生活を送る上で必要な

サービスを受けるたびに、その方に応じた経済的な負担軽減策を図ってきました。そ

れに加えて、障がい福祉サービスや介護保険制度などの支援の網から落ちてしまうと

いった制度に乗らない方に対し、セルフネグレクト対策の一環なのですが、今年３月

から「高齢者等ごみ出し支援事業」も行っています。こちらは家庭に訪問して、安否

確認をしながらごみ出しをする事業になっています。こうした市の事業をいくつか実

施する中で、市民アンケート調査では、将来の暮らしへの不安なこととして、「緊急時

の対応」と答えられた方が34.2％いらっしゃいます。それと「費用面」と回答をされ

た方が30.5％いらっしゃるということです。こうした状況を踏まえ、障がいの特性に

応じて必要な障がい福祉サービスが受けられるよう、各種サービスの充実を図りなが

ら、サービスにつながらない方への支援に向けた取り組みも進めていく必要があるこ

とを課題として認識しています。

取り組みの方向性「①在宅生活を支えるサービスの充実」は、第２編の数値目標に

も係ってくるのですが、実際、利用人数を把握しながら在宅福祉サービスを計画的に

整備していくということ、それとサービスにつながらない方への支援に向けた取り組

みを進めていくということです。

「②生活安定のための事業の充実」は、今年整備した地域生活支援拠点の面的整備

を図りながら、機能強化を図っていく必要があると捉えています。

「③利用者の経済的負担軽減とサービスの利用促進」はサービスを使うとなると、

例えば１割の利用料であったり、それ相応の経済的な負担が必要になってくるという

こともありますので、引き続き、こうした経済的負担の軽減を図るための手当の支給

や、実際在宅介護を支援する、例えばヘルパーに自費でお願いした場合の費用なども
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助成していくことを考えています。

基本施策（３）「福祉用具利用支援の充実」。現行の計画書では、事業の１つとして

出ていたのですが、今後高齢化の進展で福祉用具や日常生活の重要性もありますので、

今回は施策体系の中に「福祉用具利用支援の充実」ということで補装具と日常生活用

具の給付を掲載しています。市の取り組みとしては、今年４月から知的障がいのある

方などの聴覚過敏の方に対して、個別にイヤーマフを給付するなど、生活の実態に即

した日常生活用具の給付を行ってきました。今後はもちろん利用ニーズに的確に応え

ながら、一人ひとりの日常生活を支えるための福祉用具の充実をきめ細やかに図って

いく必要があると捉えています。

基本施策（４）「日中活動の場の充実」。令和２年度に東野パティオを開設し、その

中に地域生活支援拠点だけではなく、身体障がい者福祉センターや精神障がいのある

方が通う施設であるソーシャルサポートセンター、新たな発達障がいの地域活動支援

センター、生活介護や就労継続支援Ｂ型の事業所などを複合的に整備していきたいと

いうことです。重度の障がいのある方が福祉的就労にしても、日中活動に参加したく

ても、利用控えのようなものが出てしまうということもありますが、それは本来あっ

てはならないことです。重度の障がいのある方も日中活動の場に参加できるよう、市

の方で人件費分の一部を補助して、重度の障がいのある方への支援体制をつくるよう

な補助ということで、環境整備を図ってきたということです。今後の課題としては引

き続き、特に重度の障がいのある方への日中活動の場であるとか、医療的ケアが必要

な方を支援できる事業所がかなり少ないという現状もありますので、拡充していく必

要があるだろうと考えています。

「③創作活動・生産活動の場の充実」では、薬物やアルコール依存症も視野に入れ

た成人期の居場所づくりであるとか、こちらもこれからの話にはなるのですが、自立

支援協議会などを活用しながら、このような方への体制づくりや対応策なども協議し

ていきたいと考えています。

基本施策（５）「地域生活への移行の推進と多様な住まいの場の確保」、市のことは

３段落目になりますが、令和２年11月に東野パティオの中にグループホームを19床整

備しました。あわせて短期入所も整備したということです。それと、市でグループホ

ームを整備する事業者に対して、整備費にかかる費用の一部の補助を図り、計画的に

整備を行っているということです。アンケート調査では、今後希望する暮らしとして

は、知的障がいの方は、グループホームに入居したいと回答した方が36.4％、一方、

精神障がいのある方は、ひとり暮らしをしたいと回答した方が30.7％いらっしゃいま

した。個々とか障がいの特性において、いろいろな考えがあると思われます。従って、

個々に応じた住まいの場の確保が必要ではないかと考えているところです。今後も、

当然グループホームは計画的に整備していくわけですが、重度の障がいのある方も含

めて、障がいの特性に応じたグループホームの整備促進を図る必要がなかろうかとい

うことです。あわせて、精神に障がいのある方も含めて、障がいのある方が希望する

ひとり暮らしを実現するために、居住の安定を確保するための対策ということで、具

体的には住宅セーフティネットなども引き続き検討していきます。

取り組みの方向性としては、「①地域生活支援拠点の充実」とういうことで、新たな
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ものとしては、東野パティオ内に整備したグループホームが19床あるわけですが、体

験入居用に２床ありますので、こういう体験入居の部屋などもフルに使いながら、障

がいのある方の地域移行を推進していきたいと考えています。「②障がい特性を踏ま

えたグループホームの拡充」ということで、こちらも下から２段落目ですが、重度の

障がいのある方など、グループホームへの入居が困難な状況もあることから、障がい

の特性に応じたグループホームの整備促進を図っていきたいということを考えていま

す。

「③入居支援の推進」は、精神障がいのある方のひとり暮らしも含めた住宅セーフ

ティネットの構築に取り組むということとあわせて、基幹相談支援センターが障がい

のある方の入居支援なども引き続き実施して取り組んでいくということです。

44ページ、基本施策（６）「福祉人材の確保・育成支援」、全国的に福祉人材が不足

しており各事業所でもかなり苦労されている現状があります。国では加算制度を設け

るなど、従業者の処遇改善を図っているところです。市でも市単事業ですが、事業所

に対して従業員の住宅手当を支給して、人材確保や離職防止に努めているとともに、

喀痰吸引の研修費用の一部助成なども行い、福祉人材の質の向上ということで取り組

みを進めています。こうした取り組みに対し、障がい福祉サービス事業所に対するア

ンケート調査では、職員が「不足」と回答した事業所が79.5％、約８割という多くの

事業所が困難を強いられている現状が見受けられます。

このような課題を解決するために、「①福祉サービス従業者の処遇改善と離職防止」

では、引き続き住宅手当の一部を補助するなど、市の取り組みとして進めていきたい

ということです。

「②福祉サービス従業者の支援力向上」では、喀痰吸引の研修費の一部を補助や基

幹相談支援センターにおいて、困難ケースの後方支援、研修会、事例検討会などを実

施しながら、地域の支援力の強化を図っていきたいということです。それと、知的に

障がいのある方が外出などをする際の支援である行動援護、視覚に障がいのある方の

支援をするサービスとなる同行援護、これらが市内においてかなり少ない状況にあり

ますので、例えば介護保険サービス事業所等にも働きかけをして、事業参入の促進を

実施していきたいと考えております。

施策の方向３「保健・医療の充実」、基本施策（１）「障がいの原因となる疾病等の

予防・早期発見」では、市の現状をいろいろと書かせていただいているのですが、平

成27年時点での市民の平均寿命は男性81.7歳、女性87.3歳と、10年前と比較して、男

女とも２歳程度伸びています。そこで、健康的な日常生活を送ることができる期間を

長く保つ取り組みが必要ということで、まずは自分の健康は自分で守ることを基本と

しながら、あわせて市民が主体的に健康づくりに取り組むことのできる環境整備の必

要があると考えております。あわせて、障がいの原因となる疾病の予防や早期発見・

早期治療は市の取り組みとして実施しているのですが、各種健康診査や検診が有効で

あることから、このような取り組みをしていきたいということです。また、悪性新生

物には市の独自条例として、平成30年度に「浦安市がん対策の推進に関する条例」を

制定し、今後においても健診の充実やがんの正しい知識の啓発に努める取り組みも行

っていくことを考えております。
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取り組みの方向性「①障がいの原因となる疾病等の予防の促進」は各種健康診断、

診査を実施して、早期発見に努めていくということ、「②障がいの原因となる疾病等の

早期発見・早期治療の促進」は乳幼児健康診査であるとか、１歳６か月児健康診査、

３歳児健康診査において、障がいの原因となる疾病などの早期発見に努めていきたい、

それと新生児の聴覚異常の早期発見と早期療育を行うため、新生児聴覚検査の費用の

一部を助成するもので、今年度から実施している事業になります。来年度以降も引き

続き取り組んでいきたいと考えています。

「③早期療育等の適切な支援」は「こども発達センター」を中心として、地域の療

育支援体制の充実に努めていくといった内容とあわせて、「こども発達センター」のみ

ならず、保育園や幼稚園などの関係機関にも働きかけをしながら、保育所等訪問支援

なども行っていくという内容です。

基本施策（２）「医療・保健・福祉の充実と連携強化」、市の関連は３段落目ですが

医療費の負担軽減や受診機会の拡充を図るため、医療費の助成を障がい福祉課で行っ

ています。あわせて、高洲地区にタムス浦安病院を開院し、市で一部補助を出して、

高次脳機能障がいの相談窓口を設定し、その中で臨床心理士等の専門職も相談に応じ

ています。このような中、アンケート調査では「健康・病気・治療のこと」を心配さ

れている方が36.7％いらっしゃるということです。こうした現状を踏まえ、地域の医

療体制の充実に努めていくとともに、地域包括ケアシステムの構築なども今後図って

いく必要があるだろうと考えております。

取り組みの方向性「①地域医療体制の充実」、地域医療の充実を図る旨を記載してお

りますが、障がいのある方が身近な地域で安心して歯科治療を受けることができるよ

う、歯科診療所の整備促進を市の事業として図っていきたいと考えております。

「②医療・保健・福祉の連携体制の強化」は１行目のとおり、「『市民の健康』『都市

の健康』に寄与する地域活動を推進するため、高洲地区に集積する健康（スポーツ）

や医療、福祉などの機能の連携を図ります。」ということで、高洲南地区はラグビー場

やタムス浦安病院、それと特別養護老人ホーム、海浜公園、高等学校等、さまざまな

機能が集積した地域になっています。そこが各々連携し合いながら、市民の健康に対

する取り組みを進める、要は発信できるような地域にしていきたいと考えております。

「③精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築」は、国の基本指針に基

づき引き続き構築に向けて協議を進めていくということです。あわせて、自立支援協

議会の活用を図りながら、ご意見をいただき、浦安市独自のものをつくっていきたい

と考えております。

「④医療費の負担軽減と受診機会の拡充」は、重度の障がいのある方に対して、医

療給付金を引き続き支給していきたいというものです。

委員長：ありがとうございます。ボリュームがありましたが、質問や意見等がありましたら、

お願いします。

千葉商科大学：１つだけ確認です。51 ページの「③精神障がいにも対応した地域包括ケアシ

ステムの構築」は「検討を進めます。」となっています。これは本当に大事なことだと

思います。都内であった話ですが、精神科で新型コロナウイルス感染症のクラスター

が発生し、病院職員をはじめ患者さんや地域の方の対応で大変苦労されたという事例
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がありました。現在、浦安市内における精神障がいの方の、例えば急性期等の受け入

れ態勢は市内だけでというわけにはいかないので、周辺自治体との協定といったもの

があるのかないのか、それも含めてこれから検討を進めていくのか、現時点での説明

をいただけますでしょうか。

事務局：浦安市内には精神科の病院の入院病棟が現状ないこともあって、市と病院側との締

結はありません。従って、精神障がいのある方が地域で生活するためには、今、千葉

商科大学のご指摘のとおり、医療と福祉、そして地域との連携がとても重要であると

考えております。今後は浦安市の地域特性にあわせた地域包括ケアシステムというも

のを考えていく必要があると考えています。

委員長：ここには「協議の場を設置し」と記載されていますが、現在は未設置という理解で

よろしいですか。

事務局：53 ページの主な事業の表にある「精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの

構築」ですが、そもそも地域包括ケアシステム自体は多世代、児童や高齢者、障がい

をお持ちの方等広く対象とした地域の生活を支えるシステムであり、まずは先駆的に

高齢者の方から充実を始めているところです。精神障がいの方も含んだ地域包括ケア

システムを構築するにあたり、国では、まずどのようにそれぞれの地域の特性にあわ

せてつくっていくかということで、その特性にあわせた協議の場を持つよう、方向性

が出されています。浦安市では精神病棟、入院病床がなく、限られた社会資源の特性

がありますので、現在、県で行われている「地域包括ケアシステム構築推進事業」に

市の職員も参画しています。こちらと、現在行われている自立支援協議会を両輪とし

て今後どのようにしていくかというところを協議の場にしようということで、今捉え

ています。

委員長：要するに未設置ということですね。これからということで、自立支援協議会の部会

的な立場というところもあり得るのかもしれないのですが、今後これをどのように進

めていくかというのは非常に大きなところであると思います。

その他にありますか。

（特になし）

私の方から 1 点、施策分野ごとの細かな内容で、それぞれ見ていくと、確かにこの

とおりかと思いますが、全体像と言うか、計画の全体を示すものはありますか。12 ペ

ージに施策体系図がありますが、これだと浦安市の地域性や抱えている課題が見えに

くい。個々に見ていけば、理解できるのでしょうが、市として抱えている問題がわか

るようなもの、図があって、説明があってと２ページ程度で収まるものでよいのです

が、そのような総論的なものが１つ欲しいと思います。浦安市がどのような課題を抱

えて、それにどう対応しようとしているかという全体像が見えない中で、各論に進ん

でいくと益々見えにくくなってしまうように感じています。これは計画の策定の話を

するたびに出てくる話ですが、難しいのか、いつも立ち消えてしまいます。もっとチ

ャレンジしてみてもよいのではないかと感じています。

事務局：浦安市の地域特性、と言ってもまだ他市町村と比較して若いまちですが、核家族が

より進み、高齢化の急激な進展、特に仲町周辺、新浦安駅周辺などではかなり高齢化

が進むというように、浦安でも今後、エリアごとの特性が出てくると思います。そこ
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も踏まえながら計画をつくらないといけないという認識です。本日は後ろの方に障が

い者の推計を簡単につけているのですが、今後の人口推計や核家族化の状況、各エリ

アの高齢化率等、そうしたものの分析も入れながら、また微修正していきたいと思い

ます。

委員長：人口の背景的な部分の分析は当然大事だと思うのですが、これは今、説明をいたた

だいたところを私なりに全体像としてあらわすのであれば、まず法定化された障がい

福祉サービスがメインストリームとしてあって、着実に実施していかなければならな

いと思うのですが、その中でも相談や同行援護、行動援護等の人材が不足していると

いった問題があります。これは法定化されているサービスでありながら、医療的ケア

や行動障がいに個別に対応するようなところは弱い。それに加えて、引きこもりやグ

レーゾーンといった制度の狭間的な部分で手の届かないところもある。こういったこ

とをまとめていただくと、市としてもそうですし、事業所としても、あるいは市民と

しても、どのようにそこの手当てをしていくかというところがわかりやすいので、そ

うしたまとめを示すことが必要ではないかということです。ぜひご検討いただきたい

と思いますし、私もお手伝いできればしたいと思います。

その他には、何かありますか。

（特になし）

それでは時間も押していますので、施策の方向４「子どもへの支援の充実」から施

策の方向７「自立と社会参加の促進」までの説明をお願いします。

事務局：引き続きご説明します。55 ページの施策の方向４「子どもへの支援の充実」、基本

施策（１）「就学前療育・教育の充実」です。市の取り組みとしては、本市の就学前療

育は「こども発達センター」を中心に、個別の療育や集団の療育、保育所等訪問支援

などを総合的に行って、特に民間事業所との連携を図りながら、地域の療育支援体制

の充実に努めている現状があります。浦安市独自のものとしては、各ライフステージ

にスムーズに移行するよう、サポートファイルをつくっていまして、その活用などを

図りながら実施しています。また、医療的ケアが必要な子どもが通園する保育園や、

認定こども園・幼稚園などに医療的ケアの必要な子どもがいる園では、看護師を巡回

によって派遣して、その子どもに必要な医療的ケアを行っております。そのような状

況の中で、市民アンケート調査では、「能力や障がいの状況にあった支援が十分でない」

と回答した方が 21.5％でした。今後は引き続き、児童発達支援センターが地域の療育

支援機関の中心的な役割として取り組んでいくこととあわせて、ライフステージの移

行がスムーズに行えるよう、教育研究センターとも連携を図りながら、充実に努めて

いきたいと考えています。

取り組みの方向性は 56 ページになります。「①療育支援体制の充実」ということで、

こども発達センターが中心になって、地域の療育支援体制の充実に努めるということ

とあわせて、重度の障がいや医療的ケアを必要とする子どもに対しては、例えば民間

の児童発達支援事業所も複数ありますので、人件費の一部の補助などを行いながら、

療育環境の拡充を図っていきたいと思っています。

「②福祉と教育の連携の強化」は、医療的ケアの必要な子どもが適切な支援を受け

ることができるよう、医療、保健、福祉、教育などの関係機関による連携を図るため
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の協議の場を設置するということで、令和元年度から設置しています。そこが 57 ペー

ジの表、「医療的ケア児支援協議会の開催【再掲】」ということで、具体的には市内の

病院の医師や訪問看護ステーション、また行政職員などが定期的に集まり、医療的ケ

アの必要な児童生徒をどのように地域で支援していくかといった体制づくりの協議を、

令和元年度から進め始めているところです。

基本施策（２）「就学後療育・教育の充実」です。市の取り組みとしては、聴覚障が

いのある児童の指導・支援の場所として、「ことばときこえの教室」を設置して、その

中でさまざまな障がいに応じた指導ができるよう体制整備を行っています。あとは令

和２年度に「浦安市教育振興基本計画」や「浦安市学校教育推進計画」の中で、一人

ひとりの能力に応じたきめ細やかな学習指導を推進して、互いの個性を尊重しながら、

多様性を認め合う教育の推進を目指して取り組んでいるところです。あわせて、福祉

事業ではあるのですが、市川特別支援学校に通学する高校１年生で、自力で通学する

のが心配という方もいらっしゃることから、１学期限定で、ボランティアについてい

ただき、一緒に通学するという取り組みも行っているところです。このような中、市

民アンケート調査では「障がいの特性に応じた療育支援や課題に応じた学習支援」が

必要と回答した方は 62.7％いらっしゃるということで、引き続きニーズに応えるため

に、一人ひとりの教育的ニーズを把握しながら、その児童生徒の能力や可能性を最大

限に伸ばせるよう努めるということ、それと将来的な就労を見据えた発達段階に応じ

た支援の充実も必要ということから、その取り組みとして、いくつかあげております。

取り組みの方向性「①個に応じた適切で多様な学びの場の充実」は、現行計画にも

記載がありますが、特別な教育的支援を必要とする子ども一人ひとりの教育的ニーズ

を把握しながら、本人や家族の希望を尊重した個別の教育支援計画、個別の教育指導

計画の作成および活用に関する助言を行いながら、児童生徒個々に応じたきめ細かな

指導や支援が行えることができるよう努めていきたいと考えています。

「②特別支援教育の充実」は実施計画にも確認させていただいている内容ですが、

知的障がいのある児童生徒の教育的ニーズに対応するために、全小・中学校に特別支

援学級の設置を計画的に進めていくということもあります。下の段、浦安市内に特別

支援学校が１校もないということで、特に身体に障がいのある方は、船橋市まで片道

約１時間かけて通学している現状があります。そういうお身体の大変さなどに当然配

慮しながら、身近な地域で特別支援教育が受けられるように、県立特別支援学校の誘

致に向けて引き続き協議を進めていきたいと考えています。

「④学校教育の中での理解の促進」です。特別支援学級と通常学級の児童生徒の日

常的な交流を基盤としながら、一人ひとりの教育的ニーズに応じた教科学習等の交流

及び共同学習を推進していくということで、障がいのある方の理解を深めるための取

り組みを実施していきたいと考えています。

「⑨発達が気になる児童等の支援」は発達障がいやその心配のある青少年が、日常

生活を円滑に送ることができるよう、入船にある「まちづくり活動プラザ」の中の「青

少年発達サポートセンター」で、発達に障がいのある方への支援を行うということで、

相談や療育支援などを積極的に行っていきたいと考えています。

64 ページ、基本施策（３）「就学・進学相談の充実」、市では教育研究センターのま
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なびサポート事業において、特別な教育的支援を必要とする子ども一人ひとりの教育

的ニーズに応じた就学に関する相談を行っています。アンケート調査の中では、「就学

後療育・教育の充実」や「就学・進路指導の充実」といった就学や進路に関する内容

が上位に挙げられているということがあります。こういうものを今後も引き続き応じ

ていくための取り組みとして、子どもの持てる力を最大限に伸ばすことができるよう

な学習環境づくりや、子どもやその保護者がよりよい学校を選択できるような情報を

提供していくことが重要ではないかということがあります。

その取り組みとしては 65 ページ、「①就学相談体制の充実」で、子どもにとってよ

りよい進路選択ができるよう、引き続き就学相談に努めていくということ、あわせて

「②進路選択の支援」ということで、より良い進路選択ができるように、教育的ニー

ズや必要な支援の合意形成を図りながら取り組んでいくことも考えています。

基本施策（４）「ライフステージに応じた切れ目のない支援体制の充実」の市の取り

組みとしては、「サポートファイル」の活用を図りながら、それぞれのライフステージ

が円滑に行えるようにしていくということです。また、「青少年発達サポートセンター」

でも就学後から 25 歳まで切れ目のない支援を行っていくということです。また、各関

係機関が連携を図って、医療的ケアが必要な児童への支援体制の強化を図るための取

り組みの協議を行っていくということがあります。

施策の方向「５ 雇用・就労支援の推進」。例えば障害者雇用促進法では、国や地方

公共団体では法定雇用率が 2.5％、民間企業が 2.2％となっており、令和３年度からは

それぞれ１％ずつ引き上げられる予定です。市では千鳥地区ワークステーションを設

置しており、その中で福祉的就労の場、福祉的就労、就労相談、その他、特例子会社

なども誘致して、そこで障がいのある方の就労支援を行っています。特に就労支援セ

ンター、就労相談の部門は、障がいのある人と企業の架け橋になり、障がいのある方

が安心して仕事ができる体制や企業側も安心して障がいのある方を雇用できる体制の

支援を行っております。このような中、市民アンケート調査では今後、就労の希望と

して「働きたい」と回答された方が 36.4％、特に知的障がいが 51.0％、精神障がいが

56.4％ということで比較的割合が高くなっています。今後の取り組みとしては、就労

支援センターが中心となって、地域の就労支援事業所と連携を図りながら、障がい者

の就労促進を図るということ、あわせて、一般就労も含めて新たな雇用創出に向けた

取り組みを進める必要があると考えております。

取り組みの方向性「①就労支援体制の充実と関係機関との連携強化」は、就労支援

センターにおいて雇用できる就労支援の体制整備を図っていくこととあわせて、市や

就労支援センター、市内の就労支援事業所、それから特別支援学校やハローワークな

ど関係機関が集まって、就労支援ネットワーク会議を定期的に実施し、浦安市におけ

る就労支援の実情や課題点を洗い出しながら、今後どのようにして効果的な取り組み

を進めていくかといった協議の場を設置して進めていきたいと考えています。

「②障がい者雇用の促進」は商工観光課で、奨励金ということで、障がいのある方

の実習の受け入れや雇用をした場合、最大月あたり２万円程度、奨励金をお出しして

いるところなので、引き続き、障がいのある方の雇用を拡大するための取り組みの１

つとして継続していきたいと考えています。
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あとは、市役所内に設置したワークステーションにおいて、障がいのある方を雇用

して、今、市役所内の封入作業、押印作業、ラベル貼りなどの簡単な作業、私たち職

員が行っている仕事を切り出して、障がいのある方に業務をお願いしております。こ

うした事業も今後引き続き進めていきたいと考えております。

それと権利擁護センター、差別の解消と虐待の防止の取り組みを行うための機関と

いうことで先ほど説明したのですが、権利擁護センターが中心となって、企業側に対

し合理的な配慮といった視点を引き続き持っていただけるような働きかけを行い、あ

わせて周知啓発活動も図っていくことが必要であろうと考えています。

また、例えば障がいのある方がお仕事をしたいと言っても、なかなか周りのサポー

トがなく、仕事に結びつかない、仕事をしたくてもできないという環境があります。

そこで今後はこうした福祉サービスの活用を検討しながら、例えば障がいのある方が

お仕事をするための個別給付も含めて利用できないかという検討も進めていきたいと

考えています。

基本施策（２）「福祉的就労の促進」になります。市の取り組みですが、国の「障が

い者優先調達法」に基づき、３年に１度、市において、「障がい者就労施設等からの物

品等調達推進方針」をつくっております。これは具体的な目標値がないと、なかなか

進まないということで、計画を策定する時期にあわせて、市役所が民間の福祉事業所

に対して、どの程度作業、業務を切り出しできるかということを目標値として金額を

設定して取り組みを進めているものです。こちらも引き続き、目標値を持ちながら進

めていくということと、あわせて今までの市の取り組みとしては、共同受注、共同販

売ということで、例えば市内の一福祉事業所がなかなか業務を受けるとなると業務量

や作業内容の問題が発生するといったこともありますので、市内の就労支援事業所が

グループになって、そして福祉事業体というグループをつくってその中で業務を受注

することになります。その中で業務を分配していくという仕組みを、引き続き進めて

いきたいと考えています。

施策の方向６「生活環境の整備」は、近年、台風の大型化や大規模な地震など自然

災害のリスクがメディア等でも報道されているわけですが、市の取り組みとしては、

平成 26 年度に策定した「福祉避難所設置・運営に関するマニュアル」を基にして、市

内の福祉サービス事業所と、福祉避難所の協定などを締結して、災害における要配慮

者の支援体制の整備を行っています。福祉避難所では、福祉避難所の物品ということ

で市側が一部補助を出して、福祉避難所における必要備品を計画的に整備しています。

このような中、市民アンケート調査では、さまざまな不安が結果から見えてきまして、

災害時に「何を準備すればいいか分からない」と回答している方が 60.1％、災害発生

時に困ることや不安なこととして、「自宅で避難していたいが水や食料が入手できる

か不安」といった懸念を持つ方も４割という現状があります。また、最近は新型コロ

ナウイルス感染症のこともあり、在宅避難のニーズも今後高まってくるだろうと予想

されます。

障がいのある方が地域で安心して暮らしていくためには、もちろん防災意識の向上

と知識の普及・啓発を図るとともに、要配慮者が避難を行う、特に福祉避難所等では

福祉サービス事業所と綿密に事前に連携を図りながら、場合によっては避難訓練など
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も実施し、今年度取り組んでいきますが、そういうものも実施して、あと医療的ケア

の必要な方への対応ということで、発電機や蓄電池など、障がいの特性に対応できる

物資の備蓄なども早急に進めていく必要があると考えております。

それと取り組みの方向性の中で、「②自主防災組織との連携強化」では、福祉避難所

などは福祉サービス事業所と連携を図っていきますが、共助という点で、地域におけ

る防災体制が非常に重要であろうと考えております。従って、こういう自主防災組織、

民生委員、消防団などによって、災害発生時の安否確認や救助などの体制を整えるた

めの、災害時要配慮者名簿への登録・更新を行うとともに、災害が起こった際の避難

体制も今後協議を進めていく必要があるだろうと考えているところです。

「④防災意識の向上の推進」、団体のヒアリングでもご意見として出たところです

が、実際災害が起こったときに、どこに避難すればよいのかわからない、一般避難所

と福祉避難所の違いがわからない、福祉避難所にどのような災害用の備品が設置され

ているかもわからないということで、かなり複数の団体から意見をいただいておりま

す。災害時において、具体的で迅速な避難行動が取れるように、福祉避難所の役割や、

どこにどのような形で設置されるのかということを、市民に対し、より幅広く周知・

啓発を行う必要があるのではないかと考えております。

78 ページ、基本施策（２）「安全・安心に暮らすことができる防犯体制の強化」と

いうことで、市では平成 17 年に「安全で安心なまちづくりの推進に関する条例」を制

定して、地域住民と連携を図りながら、防犯意識や地域の防犯力の向上を図る取り組

みなどを行ってきた経緯があります。今後はさまざまな消費者トラブルも含めて、犯

罪リスクがあるということもあります。現行計画にはこの内容の記載はなく、今回新

たに書いたものではありますが、警察や自治会、関係機関との連携を図りながら、地

域の防犯力、これは障がいのある方も犯罪に巻き込まれないようにということでの強

化が必要であると考えています。

取り組みの方向性「①関係機関との連携・協力による防犯力の強化」や「②安全で

安心できる消費生活の実現」は、消費生活の相談とか周知・啓発を行うといったとこ

ろとあわせて、福祉の方では主な事業の中に障がい福祉サービス事業所防犯対策強化

整備費補助金を出して、市内の福祉サービス事業所に対し、防犯カメラやそれ以外の

防犯に関する備品の一部補助を行っています。これは相模原市の障がい者施設での凄

惨な事件を受けて、市独自の取り組みとして行っている事業になります。引き続き、

令和３年度以降も取り組んでいきたいと考えています。

基本施策（３）「歩行空間・公共施設等のバリアフリーの推進」。市では「都市計画

マスタープラン」を策定し、災害時に強いまちづくりなどに対応できるようなまちづ

くりを進めるための取り組みを書いたものです。同プランでは、市民一人ひとりの人

権が保障され、お互いの価値観などを尊重しながら生活を営み、「人権尊重のまちづく

り」を基本理念として掲げて取り組みを進めているということです。こうした取り組

みを踏まえて、今後も引き続き、障がいのある方も含めて、誰もが暮らしやすい生活

環境の実現に向けて、安全な歩行空間や公共施設などのバリアフリー化を推進してい

くことがさらに必要ということで課題として捉えています。

取り組みの方向性としては、「①安全で快適な道路環境の整備」ということで、バリ
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アフリー法や千葉県のまちづくり条例などもあるわけですが、道路のバリアフリー化

を推進していくことや、放置自転車対策、駐輪場対策なども引き続き実施していきま

す。それと公共施設はユニバーサルデザインに配慮したもので整備していくというこ

とです。

「③誰にもやさしい公共交通の充実」は、駅利用者の安全性の向上を図るため、鉄

道事業者の関係機関との連携・協力により、市内３駅におけるホームドアの設置を促

進するということです。市が主体で行う事業ではないのですが、市内の３駅には舞浜

駅、新浦安駅、それと浦安駅とあるわけですが、こちらはそれぞれ東京メトロとＪＲ

側に働きかけを行い、ホームドアを設置していくといった取り組みとなります。

83 ページ、施策の方向７「自立と社会参加の促進」、基本施策（１）「こころ豊かに

過ごすことのできる余暇活動の推進」。市の取り組みとしては、平成 22 年度に「生涯

スポーツ健康都市」を宣言して、身近なところで自分にあったスポーツが生涯にわた

って楽しめるような取り組みを行ってきました。平成 30 年度には「浦安市文化政策基

本方針」を策定し、地域に根差した文化のさらなる振興と活用を目指していくといっ

た取り組みを進めているところです。こうした状況の中、市民アンケート調査では「ど

んな行事や活動があるかわからない」と回答した方が 19.5％もいらっしゃるというこ

と、「興味のある活動がない」と回答された方が 17.9％いらっしゃいます。引き続き、

障がいのある方がスポーツや文化・芸術活動など、さまざまな活動がありますが、こ

れらの活動を通じ、社会参加を図るためには、まだ障がいのある方ご本人に情報が届

いていないということが課題の１つではないかと考えています。また、障がいのある

方もない方も、こうした活動を通じて相互の理解が深められるよう、参加しやすい活

動を整備していくことも重要であると考えたところです。

そうした状況を踏まえ、取り組みの方向性では、「①身近な地域における余暇活動の

推進」ということで、地域活動支援センターを設置して、障がいのある方への生産活

動や創作活動の機会の提供を行っていくということです。それと、なかなかこのよう

な活動に参加しにくい要因として、参加場所に行くのが大変ということも１つありま

すので、タクシーやバス運賃の助成を市独自で行うとともに、移動支援事業も障がい

のある方の個々に応じた柔軟な対応ができるよう、充実を図っていきたいと考えてお

ります。

基本施策（２）「自主的活動の促進」は、当然障がいのある方が自立と社会参加を支

援する施策を推進していくためには、障がいのある方の意見が反映できるような環境

を整えることが重要であると考えています。そういう状況の中、当事者団体のヒアリ

ングでは、団体によっては会員が減少し、高齢化が進んでいるなど、新規加入の促進

が難しいという意見が出ています。そういう状況もあって、今後、障がいのある方の

自主的な活動を活性化していくことが、市の障がい者施策を進めていく上で必要なも

のであると考えております。

そのような自主的活動を行える環境整備が必要ではないかと考え、87 ページの取り

組みの方向性になります。「①障がい者団体の支援・育成」は、障がい者団体の側面的

な支援や活動に関する金銭的な支援などを引き続き行っていく内容になります。

「②意見を発信できる機会の確保」ということで、これは自立支援協議会の例示と
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して挙げているのですが、これだけではなく、障がいのある方が意見をきちんと発信

できる場を地域にそれぞれ確保して、その中で障がいのある方もない方もともに支え

合って生活できる地域づくりを進めていきたいと考えています。

委員長：ありがとうございます。前半に続いてこちらもなかなかボリュームでしたが、今の

説明について質問、意見があればお願いしたいと思います。

浦安市視覚障害者の会「トパーズクラブ」：かなり細かいところまで資料を用意していただ

いて、最近の市長の方針もあって、情報公開していくことは非常に結構なことですが、

いかんせん、資料をもらったのは昨日今日で、まだすべてに目を通せておりません。

もちろん意見がある方は積極的に出してほしいのですが、全体的な方向としては、委

員長がおっしゃられた委員個々にメールや電話などで意見を出すようにしてもらうの

が適当であると思います。そうでないと、とてもこの時間では消化しきれないと思う

ので、ぜひ個別連絡による対応をお願いしたいです。

委員長：前回も非常に量が多く、第３回の委員会が終わった後、メール等でも意見を受け付

けましたが、今回も同様にしたいと思いますので、ぜひ読みこんでいただき、意見、

質問等を事務局までご連絡いただきたいと思います。よろしくお願いします。

千葉商科大学：２点、意見としてお聞きいただきたいと思います。56 ページ、「③保育園・

幼稚園における支援体制の充実」は医療的ケアを必要とする子どもたちに対してとい

うところですが、「充実」とするのであれば、計画である以上、現状よりもさらに目指

すべき目標を入れていただきたいと思います。ここに書かれていることは現状です。

前回お聞きしたときに、本来は、保育園すべてではなくても、１、２施設には常時看

護師がいる環境があってこそ、親は安心して預けられる、あるいは受け入れる側も安

心して受け入れられる、それがなかなか進まないので訪問で実施しているという回答

がありました。それが現状であるため、その先に向けてはどうなのかということです。

これを見ると、「医療的ケアを必要とする子どもが在席する」とあります。在席する保

育園児には巡回看護師でもよいのでしょうが、今、入園したくても、受け入れる側も

常勤がいないことから、受け入れたいが受け入れられないという現状に対して、市と

してはどう対応していけるのか、例えば世田谷区ではすべての保育園に看護師が常時

いるという体制をとっています。浦安市でもいきなりそこまではいかなくてもよいの

で、計画の中でどこまでそれを文言として出せるのかということをご検討いただきた

いと感じました。

それと 76 ページ、再三議論になっている「災害時要配慮者支援事業」ですが、記載

されている内容はそのとおりだと思います。ただ、このままだと私は進められないと

思います。自主防災組織への働きかけは確かに必要ですが、ただそれだけを文章にし

たとしても、避難訓練、防災訓練に障がいのある方々が実際に参加しなければ、改善

にはつながらないだろう、もっと言えば要支援配慮者名簿を活用できている防災組織

は、おそらくほとんどないのが現状だと思います。自主防災組織が地域の中で防災訓

練をする際には、浦安市の防災課などがサンプル物資の提供など、さまざまな形で関

わることがあると思いますので、すべて一度にではなく、どうかモデルとなるような

ところを設定していただき、お互いに名簿を活用し、そして避難誘導や障がいのある

方は訓練への参加といった成功事例を１つつくっていただき、その事例を計画へ記載



17

いただけるようご検討願いたいと思います。

委員長：医療的ケア児と防災のところで、現状の施策はわかるが、計画と言うからには、一

歩突っ込んだものの方が良いのではないかという意見だと思います。何か事務局から

コメントはありますか。

事務局：千葉商科大学がおっしゃられたように、「災害時要配慮者事支援事業」は、名簿をつ

くっても受け取らないといった状況もあり、進んでいかないというのも私たちは課題

として捉えているところです。今のご指摘は持ち帰らせていただき、担当の社会福祉

課や障がい福祉課に相談・検討しながら令和３年度以降の取り組みについてご報告で

きるとよいと思います。

委員長：防災訓練などの際に、障がい者団体が協力して、一緒に避難行動をして、反省点や

よかった点を含めてレポートにしてまとめているという話を聞いています。そうした

ことを目指すのも１つあるだろうし、医療的ケアではさまざまな施策を打っていると

いうのはわかりますが、いかんせん、人材不足という点が悩ましいところなのだろう

と思いながら聞いていました。そこへの対応は考えても、すぐにベストアンサーが出

るものではないだろうと思いますが、どう書き込むかご検討いただきたいと思います。

その他にはありますか。

基幹相談支援センター：就学後の子どもたちの中で、学校に行けない子どもたち、小学校４

年生、５年生ぐらいから相談が多くなり始めるのですが、状態としてはグレーゾーン

や何かしらの心的なトラウマを抱えている子どもたちについてです。青少年サポート

事業「そらいろ」があってもそこに本人たちが行くことができないため、支援の手が

入りません。親御さんがお子さんとの関わり方だとか、将来への希望を持つことがで

きなくてやがて疲弊してしまう、そういう相談がかなり増えてきています。また、子

どもたちがノートに書いていることを読むと、とても痛ましく、ＳОＳを出しても、

なかなかそれが届かないといった声なき声が数多く寄せられていることから、子ども

たちへのアウトリーチ支援と言うか、玉ねぎの薄皮を少しずつ剥ぐような、地道な支

援を丁寧に入れていく必要性が増しているのではないかと思います。どこかこの計画

に、学校に行けない、社会とつながれない、何かしらの理由を持ってＳОＳを出して

いるけれども、なかなか周りの大人に届かないという子どもたちへの存在と、そこに

対するアウトリーチ支援の必要性も記載していただけるとよいと思います。

委員長：このアウトリーチ支援はどこが担うことになるのでしょうか。

基幹相談支援センター：我々や中核地域支援センター「がじゅまる」、浦安市のこども家庭

支援センターや引きこもり相談の窓口の方たちもご訪問されているので、今、皆で連

携して行っているのですが、そういう子どもたちへの支援の必要性を皆で確認して、

社会につなげていけるとよいと思いました。

委員長：その辺りが書き込まれていないので、書き込んでほしいということですね。

株式会社オリエンタルランド：計画書策定という全体的な視点で意見を述べさせていただき

ます。浦安市には大きな「基本理念」があり、理念に基づき３つの大きな視点と言う

か、「施策の方向」へと枝分かれしていきます。55 ページを例に話をさせていただき

ます。まず、「基本施策」があります。「基本施策」を受けて、「取り組みの方向性」が

あり、これはどのページも同様の構成で、その前に「現状と課題」があって、今回の



18

場合、市で実施した市民アンケート調査、あるいはヒアリング調査の結果、も引用し

ています。それらは期待値も記載しているところもあれば、やや不満と言うか、ネガ

ティブな面も挙げられています。一般の方が浦安市の「現状と課題」を見たときに、

どのようなところに課題があるのかということを、市民アンケート、あるいはヒアリ

ング調査の声に寄り添い、少なくともこれらの不満点を解消していくことが、浦安市

の理念に一歩ずつ近づくことになると思います。ただ、掲げた課題に対応する事業は

当然リンクしていると思いますが、事務局の説明を聞くと意外と、「引き続き」、「既に

実施している」、それから「再掲」、「事業を引き続き継続していく」というものが見ら

れます。それではなかなかギャップたるものが埋まられないのではないかといった印

象を持ちました。市民の皆さんからいただいた声を反映させるのであれば、もう少し

違った取り組み姿勢が見られるような事業内容になっているとよいと思います。論点

として、先ほども個別の鉄道事業社のホームドア、３つの駅という中で実際にはＪＲ

の２つの駅に働きかけを行っていくというところの、３つのうち２つでは東京メトロ

に働きかけを行わない理由は何なのか、すでに東京メトロでは設置済ということでし

ょうか。３つと２つがイコールになっていなかったという気がいたしました。

事務局：説明不足で申し訳ありません。市内の３駅なので、東西線の浦安駅も含まれていま

す。それとＪＲ京葉線の新浦安と舞浜の２駅なので、その計３駅ということです。

委員長：それでは、そこがもし漏れているようでしたらお願いします。

事務局：今、株式会社オリエンタルランドがおっしゃられたように、確かに 82 ページの主

な事業の表、「鉄道駅へのホームドア設置の促進」では、ＪＲ京葉線のことだけになっ

ています。ここはあくまでも３駅の整備に向けていますので、担当課にも表現を確認

して、次回またご説明いたします。

委員長：他課にもまたがっていることなので、とりまとめも大変だと思いますが、よろしく

お願いします。

また、前段で株式会社オリエンタルランドが言われていたのは、端的に言うとＰＤ

ＣＡになっていないのではないかといった厳しいご指摘かと思っており、民間企業か

らするとなかなかじれったいという感じがあるのだろうと思って聞いていました。行

政の計画なので限りある財源の中で、すでに手当している部分があるのだけれど、う

まくいっていないというところの書きぶりとしては、次期計画に向けて前向きな表現

が望ましいのだろうと思いながら聞いていました。私も以前、行政にいたので、非常

に悩ましいところだと思います。

事務局：株式会社オリエンタルランドが言われたように、課題があって、その取り組みをし

たところ、このようなニーズがあります、それではそのために何をしていくのかとい

うことが書けていない、だから事業につながっていないのかと私も今、ご指摘を受け

て感じました。この計画書はぜひ一般の市民に読んでもらいたいものだと思っていま

すので、きちんと事業につながるような取り組みということで、「現状と課題」の後段

部分はもう少し具体的に書きこんでいきたいと考えております。

介護給付費等の支給に関する審査会：先ほど千葉商科大学がおっしゃっていた自主防災組織

の連携強化のことで、言いそびれましたので、ここで意見を申し上げたいと思います。

ここには「災害時要配慮者名簿の登録・更新を行いながら」と書いてありますが、実
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際に私の住んでいる自治会でもこのような名簿作成をしていますが、それがどのよう

にして具体的にリンクしていくのかということがよくわかりません。そもそも自治会

や何かでつくっているそうした名簿には障がい者という視点は入っていないのです。

自主防災組織というのは、多くの自治体では自治会の活動の１つであるかと思うので

すが、そこのところで、障がい者のある方たちへの対応に関する考えが起こってくる

のを待つのは、かなり時間がかかることだと思います。こちらから働きかけるという

具体的な施策がなければ、連携と強化があったとしても、なかなか難しいのではない

かと思われます。東日本大震災後にも多くの災害等に遭ってきたのに、いまだに多く

の人が福祉避難所というものを知らない。実際、浦安市の防災組織の方でも知らない

人が多いのではないかと思うのです。従ってこの周知を然るべきところにして、かつ

連携の仕方や具体的な方策が見えると、もっとこの部分は先へ進めることができるの

ではないかと考えました。

それと、各自治会の連絡協議会が月に１回ぐらいありますが、そこでは全体の自治

会が集まっています。そういう場所で何か働きかけをしたり、連携を図っていくこと

によって、もう少し具体的なものが見えてきてほしいと思いました。

委員長：他市では、災害対策は自立支援協議会の一部会として立ち上げているところもあり

ます。その際には、今おっしゃっていただいたように、地域の方々とも連携してとい

うところが習慣になっておりますので、確かにそこは災害対策で必要なところになる

のだろうと思っています。

時間が押しておりまして、「第２編」のところ、手短にお願いします。

事務局：すみません、お時間が押しております。最後、「第２編」は、前回お示しした部分の

変更部分になりますので、変更部分のみご説明します。

91 ページ、項目１「施設入所者の地域生活への移行」の真ん中の表、「施設入所者

数の削減」をご覧ください。令和元年度末時点の施設入所者数が 54 人いらっしゃった

わけですが、緊急に対応せざるを得ない方の入所先ということで、今年度、市外に６

床分整理する予定です。その６を足して、60 名のうち、1.6％以上削減という国の目

標値であったのですが、市では 1.6％で１人ということで前回お話しいたしましたが、

この 1.6％の目標値ではなく、５％ということで、３人の方を地域移行、施設入所者

を減らしていきたいということで、1.6％の１人から 5.6％の３人ということで変更し

ています。

94 ページは、精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築ということで、

表を見ていただきたいのですが、「地域包括ケアシステムを構築するための協議の場

の開催回数」と「地域包括ケアシステムを構築するための協議の場における目標設定

と検証実施」ですが、前回では年１回以上ということでしたが、１回では具体的な協

議も進まないであろうということで、自立支援協議会の開催回数、１つの部会で年４、

５回開催させていただいているのですが、少なくともそれ以上、関係機関が集まって

課題点の整理や浦安市版の地域包括ケアシステムの構築を検討していく必要があると

いうことで、この数は増やさせていただいています。

104 ページ、「同行援護」と「行動援護」のサービス見込量（１月あたり）をご覧い

ただきたいのですが、前回、「同行援護」は令和元年度実績が実人数 17 人、令和３年
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度以降も一応 17 人、その推計値は実際の障がいのある方の利用率から立てたもので

す。事務局としては、今、社会資源として存在していないから、使いたくも使えてい

ないのではないかといった考えに立ち返り、その使えていない方のニーズも取り入れ

るようにするということで、「同行援護」では 17 名から 25 名の方が、「行動援護」は

７名から 15 名が利用できるようにして、少しずつ介護保険事業者や市外のそういう

事業所なのか、そうした事業参入を積極的に図りながら、取り組んでいかなくてはな

らないだろうということで、数値目標を挙げています。大きなところは以上となりま

す。

委員長：基本的に前向きな改善点ということだったと思うので、よいと思うのですが、いか

がでしょうか。ご意見、ご質問あればお願いします。

（特になし）

それでは「第２編」も後日、ご意見、ご質問があればお寄せいただきたいと思いま

す。

それでは、事務局から報告事項があればお願いします。

事務局：今後のスケジュールですが、まずは皆さんからの意見を本日から１週間程度を目安

として、事務局へ個別にご連絡いただきたいと思います。修正した案を公表し、12 月

の中旬をめどにパブリックコメントをかけて、意見を伺う予定にしております。それ

をもって計画に反映させていこうと予定しております。

次回の委員会の開催はおそらくパブリックコメントをかけている最中になるかと

思いますが、年明け１月 14 日（水）を予定しています。場所は東野パティオの１階会

議室ですので、お間違いのないようお願いいたします。詳しくは追ってご連絡させて

いいただきます。

事務局：本日、配付した資料では、メール等でいただいたものをこういう形で計画に反映さ

せましたとか、市の考え方を整理したのですが、もしかすると聞きたかったことに対

して、反映してもらったことに対して反映できていないとか、それは意図と違うとい

う考えもおそらくあるかもしれないので、これについては次回の会議でも結構ですし、

メール等でもまた引き続きいただければ、うちの方は盛り込める部分は計画に盛り込

んでいきたいと考えています。

委員長：この会議の時間内だけでは議論も尽くせないところもあって、後日対応というとこ

ろもあります。大変申し訳ありませんが、よろしくご協力のほどお願いします。それ

では、これをもちまして策定委員会を終了します。
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第１編

障がい者計画
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１ 計画の基本理念

誰もが共に支え合い、

自分らしく暮らせるまちへ

障がいのある方が住み慣れた地域の中で、

自分らしく自立して生活を送ることができるよう、

誰もが共に支え合い、思いやりのあるやさしいまちを目指します

本市の総合計画（基本構想・基本計画）では、活力ある地域社会を形

成し、誰もが幸せを実感できる、次なる浦安をつくっていくため、将来

都市像として「人が輝き躍動するまち・浦安～すべての市民の幸せのた

めに～」を掲げています。

また、浦安市障がいを理由とする差別の解消の推進に関する条例（以

下「障がい者差別解消推進条例」という）では、その目標として「すべ

ての市民が障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格

と個性を尊重し合いながら共生するやさしい社会の実現」を掲げていま

す。

この計画は、将来都市像を実現するため、障がいのあるなしにかかわ

らず、偏見や差別のない共生社会の実現に向け、その基本理念を「誰も

が共に支え合い、自分らしく暮らせるまちへ」と定め、施策を推進して

いきます。

計画の理念と施策の方向性第１章
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２ 基本的視点

基本理念の達成に向け、次の 3 つの視点に立ち施策を推進します。

視点１ 固有の尊厳の尊重と多様性に満ちた共生社会の実現

誰もがお互いの存在を認め合い、安心して住み慣れた地域で暮らしていく

ために、差別及び偏見、虐待など、障がいのある人の理不尽な困難を強いて

いる要因を無くすとともに、すべての市民が、障がいの有無によって分け隔

てられることなく、固有の尊厳と権利が守られる共生社会を実現します。

視点２ 自己決定の尊重、意思決定支援

障がいのある人の望む生活を送ることができるよう、本人の意思に基づき

自己決定ができる環境を整備します。

また障がいのある人の意思の表明が困難な場合であっても、意思決定を支

援するとともに、意思疎通のための手段を選択する機会の提供を促進します。

視点３ 地域生活を支える総合的、包括的な支援

障がいのある人一人ひとりの性別、年齢、障がいの種類や状態、生活の状

況等に応じた個別的な支援の必要性を踏まえて、施策を展開します。

障がいのある人やその家族を含めた多様なニーズに対応し、地域での暮ら

しを適切に支えられるよう、保健・医療・福祉にとどまらず、生活を支える

様々な分野との連携を図りながら、総合的、包括的な支援体制を構築します。
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３ 施策の方向

以下の 7 つの柱の下に、計画的に施策を展開します。

施策の方向１ 理解と交流の促進

障がいのある人の固有の尊厳を尊重し、多様性に満ちた共生社会を実現す

るためには、差別や偏見、虐待など、障がいのある人に理不尽な困難を強い

ている要因を除去することが必要です。

また障がいのある人が、自己決定や意思表示が困難な場合であっても、自

らの意思が反映された生活を送ることができるよう支援する必要があります。

そのためには、障がいのある人への差別の解消や合理的配慮の取り組みを

推進するとともに、虐待の未然防止や早期発見・早期対応、意思決定支援な

ど、障がいのある人の権利を守るために、総合的に取り組みを進めます。

また、障がいや障がいのある人への理解を促進し、あらゆる機会を通じて、

交流機会の充実を図ります。

施策の方向２ 地域生活支援の充実

障がいのある人が希望する地域生活を送るためには、一人ひとりのニーズ

に対応した、多様なサービスが提供されるとともに、それらのサービスが必

要な人に適切に提供される必要があります。

近年では、高齢化や核家族化の進展等を一つの要因として、障がいのある

人やその家族が「親亡き後」の不安を抱えたり、引きこもりの長期化や「8050

問題」など、複合的な課題を抱える人が多くなっています。

これらの問題の解消に向けて、市や福祉サービス事業者などの関係機関が

連携を図りながら、包括的な支援体制を整備する必要があります。

また令和 2 年度（2020 年度）に東野地区複合福祉施設（以下「東野パテ

ィオ」という。）内に地域生活支援拠点の機能を有する多機能拠点を整備し

ました。

今後は、この多機能拠点の周知に努めるとともに、地域において求められ

る社会資源について、当事者の意見を十分に聴きながら、地域生活支援拠点

の機能強化を図ります。
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施策の方向３ 保健・医療の充実

生涯にわたり健康で安心した生活を送るためには、一人ひとりが健康への

意識を高め、主体的に健康づくりに取り組むことが重要です。

近年では、保健や医療的ニーズは多岐にわたるものとなっており、精神に

障がいのある人が地域生活を送るための体制の整備や、薬物・アルコールな

どの依存症対策などにも取り組んでいく必要があります。

障がいの要因のひとつでもある疾病を予防するとともに、疾病の早期発

見・早期治療をするためには、予防接種や各種健康診査、検診の受診が有効

であることから、これらを効果的に提供するとともに、周知・啓発に努めま

す。

また障がいのある人が身近な地域で安心して歯科診療を受けることができる

よう、歯科診療所の整備促進を図ります。

施策の方向４ 子どもへの支援の充実

子どもへの支援においては、就学前の療育（教育）から就学後の療育（教

育）へのスムーズな移行や、教育的ニーズに対応したきめ細やかな支援、学

校卒業後の生活も視野に入れた切れ目のない支援などが求められています。

また、医療的ケアを必要とする児童の支援や、放課後・休日支援などのニ

ーズにも対応しながら、子どもを健やかに育むことができる環境づくりも必

要です。

地域における療育支援体制の充実に努めるとともに、子ども一人ひとりの

個に応じた適切で多様な学びの場の提供や、また切れ目のない支援が行える

環境の整備を図ります。

施策の方向５ 雇用・就労支援の推進

障がいのある人が、住み慣れた地域で自立した生活を送るためには、総合

的な雇用対策と、就労に係るきめ細やかな支援を行うことが必要です。

官民を問わず、障がいのある人を含む、すべての労働者にとって働きやす

い環境を整備するため、令和元年度（2019 年度）に、障害者の雇用の促進

等に関する法律（以下「障がい者雇用促進法」という）が一部改正されまし

た。
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このことから、障がいのある人の希望と適性に応じた就労ができるよう、

企業等へ働きかけを行いながら雇用を促進するとともに、就労相談や就労訓

練、就労定着などの地域の就労支援体制の充実を図ります。

また障がいのある人が継続的に就労できる職場環境を推進するため、雇用

主に対し、障がいや障がいのある人への理解を深めることができる取り組み

を推進します。

施策の方向６ 生活環境の整備

障がいのある人が住み慣れた地域で安心して生活を送るためには、地域の

防災・防犯力の向上と、障がいのある人に配慮した活動空間をつくることが

必要です。

近年においては、地震や豪雨災害、さらには新型コロナウィルス感染症の

拡大などにより、災害時の避難行動への不安が大きくなっています。

障がいのある人が安心して生活できるよう、災害時における要配慮者の支

援体制の充実に努めるとともに、自主防犯活動による地域防犯体制の強化や、

公共空間・公共施設等のバリアフリーを推進するなどして、生活環境の向上

を図ります。

施策の方向７ ⾃⽴と社会参加の促進

障がいのある人が、こころ豊かに過ごすためには、スポーツや文化・芸術

活動などを通じて、社会参加を促進することが必要です。

またこれらの活動を通じて、市民が障がいや障がいのある人の理解促進を

図ることもできます。

そのためには、障がいのある人が身近な地域で、スポーツや文化・芸術活

動、余暇活動に参加できるよう、活動内容の周知・啓発を行うとともに、活

動に参加しやすい環境づくりに取り組みます。

また障がいのある人自らが、希望する活動に参加できるよう、意思疎通支

援や外出支援等を行うなどして、社会参加の促進を図ります。
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４ 施策の体系

（１）相互理解の推進

（２）担い手となる市民による支援活動の推進

（３）交流機会の推進

（４）差別の解消・権利擁護の推進

（５）情報アクセシビリティ等の向上と意思疎通支援の充実

（１）地域の相談支援体制の充実

（２）在宅福祉サービスの充実

（３）福祉用具利用支援の充実

（４）日中活動の場の充実

（５）地域生活への移行の推進と多様な住まいの場の確保

（６）福祉人材の確保・育成支援

（１）障がいの原因となる疾病等の予防・障がいの早期発見

（２）医療・保健・福祉の充実と連携強化

（１）就学前療育・教育の充実

（２）就学後療育・教育の充実

（３）就学・進学相談の充実

（４）ライフステージに応じた切れ目のない支援体制の充実

（１）就労支援体制の充実と障がい者雇用の促進

（２）福祉的就労の促進

（１）安全・安心に暮らすことができる防災体制の強化

（２）安全・安心に暮らすことができる防犯体制の強化

（３）歩行空間・公共施設等のバリアフリーの推進

（１）こころ豊かに過ごすことのできる余暇活動の推進

（２）自主的活動の促進

1．理解と交流の促進

2．福祉・生活支援の充実

3．保健・医療の充実

4．子どもへの支援の充実

5．雇用・就労支援の充実

7．自立と社会参加の促進

施策の方向性 基本施策

6．生活環境の整備
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施策の方向

基本施策（１）相互理解の推進

【現状と課題】

すべての国民が、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人

格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向けて、平成 25 年（2013

年）６月に「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（以下「障害者

差別解消法」という）が制定され、平成 28 年（2016 年）４月に施行されま

した。

千葉県では、障がいのある人への差別をなくし、誰もが暮らしやすい社会づ

くりを進めることを目的として、平成 19 年（2007 年）７月に「障害のある

人もない人も共に暮らしやすい千葉県づくり条例」が施行されました。

市では、障がいを理由とする差別の解消について、基本理念を定め、市の責

務並びに市民及び事業者の役割を明らかにするとともに、障がいを理由とする

差別の解消を推進するため、平成 28 年（2016 年）4 月に「障がい者差別解

消推進条例」を制定しました。また障がいを理由とする差別の解消の推進に関

する施策を総合的かつ計画的に実施するため、「浦安市障がい者差別解消推進

計画（以下「障がい者差別解消推進計画」という）を策定したところです。

平成 30 年（2018 年）には、「手話言語条例」を制定し、市民が共に支え

合う地域社会を実現するため、手話は言語であるとの認識に立ちながら、市民

が聴覚障がいのある人等への理解を深めることができるよう、手話等の普及・

啓発を図っています。

このような中で、「浦安市障がい福祉に関するアンケート調査結果（以下「市

民アンケート調査」という）では、過去３年間に差別等の経験が「ある」と回

答した人が 20.6％、差別されていると感じるときは「公共施設や交通機関を利

用するとき」と回答した人が 43.3％となっております。また障がいの理解を深

めるために必要なこととしては、「学校での福祉人権教育を充実する」と回答

した人が 37.8％となっています。

施策の展開

理解と交流の促進

第２章

１
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そのため、障がい者差別解消推進条例や手話言語条例などの普及・啓発を図

りながら、障がいのある人への差別を解消し、理解を深めるための効果的な取

り組みが必要です。

【取り組みの方向性】

① こころのバリアフリーの推進

障がいの特性や障がいのある人への理解と関心を高めるため、「こころの

バリアフリーハンドブック」や「手話言語条例啓発冊子」を活用しながら、

効果的に障がいや障がいのある人の理解の推進を図ります。

手話言語条例や手話言語等施策取組方針に基づき、手話は言語であること

の認識のもとで、聴覚障がいのある人等のコミュニケーション手段である手

話及び要約筆記、筆談などの理解とその普及・啓発に努めます。

自立支援協議会（権利擁護部会）において、市民が障がいや障がいのある

人への理解を推進することができる取り組みについて協議を進めます。

市民等が障がいや障がいのある人への理解を深めるため、駅前での周知啓

発イベントなどを計画的に開催します。

② 研修の充実と機会の拡充

障がい者差別解消推進計画に基づき、障がいの特性や障がいのある人への

理解と関心を深めることができるよう、市の新規採用職員及び新たに監督者

となった職員への研修を必須で実施するとともに、消防職員や教職員などに

も研修を実施しながら、障がいの理解の推進に努めます。

【主な事業】

事業名 内容 担当課

障がい者福祉推進

事業（知識の普及

啓発）

市の各部署が連携し、関係機関、障がいのある

人、障がい福祉者団体、⽀援団体等と協⼒し合

いながら、障がいの特性や障がいのある人への

理解を深めるため、「こころのバリアフリーハ

ンドブック」及び「⼿話⾔語条例啓発冊子」を

配布します。

「こころのバリアフリーハンドブック」の配布

先の拡充や、小学校の総合的な学習の時間の活

用など、より充実した内容を検討していきます。

市⺠や⾏政職員、教育関係者、⽀援者等を対象

とした講演会や、障がい者週間記念イベントな

障がい事業課

障がい福祉課
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事業名 内容 担当課

どを開催します。

⾃⽴⽀援協議会の

開催（権利擁護）
障がいのある⼈の権利を擁護するため、⾃⽴⽀

援協議会において、市⺠が障がい及び障がいの

ある⼈への理解を深めることができるよう検討

を⾏いながら、周知・啓発を推進します。

障がい事業課

新規採用職員研修
職員対応要領に基づき、新規採用職員研修等で、

障がいの特性や障がいのある⼈への理解を推進

するための福祉研修を⾏います。

人事課

職員研修
職員対応要領に基づき、障がいや障がいのある

⼈の理解を推進するため、新たに監督者になっ

た職員の研修を必須で⾏うとともに、市消防職

員や教職員などの職員へも研修を実施します。

また、⼿話⾔語条例に基づき、⼿話の理解を推

進するための職員研修を実施します。

障がい事業課

障がい福祉課
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基本施策（２）担い⼿となる市⺠による⽀援活動の推進

【現状と課題】

障がいのある人が、住み慣れた地域で自立して生活していくためには、障が

い福祉サービスなどの公的サービスのみならず、地域住民との相互理解や協力

は欠かせません。

自治会や老人クラブ、市民活動団体などの多様な支え手が行う地域活動やボ

ランティア活動などの振興を図るとともに、障がいのある人も、地域活動やボ

ランティア活動などにも参加し、支え手と受け手という関係を超えて、地域全

体で支え合う体制づくりを推進することが必要です。

市では、市民活動団体が主体的に行う公益事業や、障がいのある人を支援す

る団体の活動に対し側面的な支援を行うとともに、地域活動やボランティア活

動に関する情報の提供などを行ってきました。

このような中で、市民アンケート調査では、地域での活動に「参加している」

と回答された人は 25.8％、地域活動に参加する際に困ることとして「どんな行

事や活動があるか分からない」と回答された人は 19.5％となっています。

今後も、地域活動やボランティア活動などの側面的支援を行うとともに、障

がいのある人がその活動に参加できるための情報提供や環境づくりに取り組む

必要があります。

【取り組みの方向性】

①市⺠による⽀援活動の推進

障がいのある人を支援する団体が、講演会やイベントなどの活動の情報を

発信できるよう支援を行います。また、効果的な地域課題の解決や改善を目

的に、市民活動団体と地域活動団体、学校、事業者、市の連携を図ります。

市民活動団体等と連携を図りながら、講演会やイベントを開催するなどし

て、市民による支援活動を推進します。

②地域ぐるみの福祉ネットワークの整備

ボランティア養成講座等の実施や、地域の多様な団体による担い手の発掘、

住民活動の支援や意識の向上、活動団体間の交流・連携などに取り組むこと

により、地域全体で支え合える体制づくりを促進します。
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③ボランティア活動の推進

企業や学校等にボランティア活動の内容を周知し、ボランティア体験への

参加を呼びかけます。また、市職員のボランティア活動への参加促進を図り

ます。

【主な事業】

事業名 内容 担当課

市⺠活動促進事業

（つなぐプロジェ

クト）

市⺠活動⽀援の拠点施設である市⺠活動センタ

ーの運営を⾏うとともに、市⺠活動団体が主体

的に⾏う公益的な事業に対し補助を⾏います。

市⺠活動団体と⾏政・⾃治会・事業者などが、

双⽅の資源を持ち寄り連携して事業を⾏う「つ

なぐプロジェクト」を実施します。

市⺠参加推進課

事業の後援（支援

団体の後援）

障がいのある⼈を⽀援する市⺠活動団体などが

講演会やイベントを⾏う際に、市⺠への周知な

ど側⾯的⽀援を⾏うなど、事業の後援を⾏いま

す。

障がい事業課

ボランティア休暇

制度

職員が自発的に障がい者施設等で支援活動を⾏

う際に、１年に５⽇の範囲内でボランティア休

暇を付与します。

人事課

地域ぐるみ福祉ネ

ットワーク事業

手話、点字、拡大写本、朗読、介助等障がいの

ある方をサポートしているボランティア活動の

推進を図ります。また、浦安市社会福祉協議会

の各支部が実施しているサロンや⾒守り活動等

への⽀援を⾏い、住⺠同⼠の親睦やつながりを

深めます。

社会福祉課

（社会福祉協議会）
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基本施策（３）交流機会の推進

【現状と課題】

障がいのある人が地域で生活するためには、地域住民などが障がいや障がい

のある人の理解を深めることが必要です。

国では、国民に広く障がい福祉についての関心と理解を深めるとともに、障

がいのある人が社会や経済、文化その他あらゆる分野の活動に積極的に参加す

る意欲を高めることを目的として、毎年 12 月 3 日から 12 月９日を「障害者

週間」として定めています。

市では、市民等が障がいのある人の理解を深めるために、毎年、障がいのあ

る人もない人も共に参加できる「障がい者週間記念イベント」を開催している

ところです。

また小中学校においては、障がいのある人とない人が触れ合い、学び合う体

験の中で多様性に気付き、お互いを尊重し合う大切さを学ぶ機会である「交流

及び共同学習」を行っているところです。

このような中で、市民アンケート調査では、障がい理解を深めるために必要

なこととして「学校での福祉教育を充実する」が 37.8％、「障がいのある人も

ない人も共に参加するイベントを開催する」が 21.7％と多くあげられています。

一方で、地域活動への参加経験は 4 人に 1 人程度となっており、障がいのある

人が地域活動に参加しやすい環境づくりについて検討する必要があります。

そのため引き続き、市民や学校、地域活動における交流を通じて、障がいや

障がいのある人の理解を促進し、すべての人が共に助け合い、協力していくこ

とができるよう、その機会の場の拡充を図ることが重要です。
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【取り組みの方向性】

①地域で支え合う活動の推進

障がいの特性や障がいのある人の理解を推進するため、障がいのある人も

ない人も共に参加できるイベントを開催します。

障がい者団体等が地域における交流活動が積極的に行えるよう、その活動

に対し側面的な支援を行います。

②学校での交流及び共同学習の推進

特別支援学級と通常の学級の児童生徒の日常的な交流を基盤とし、一人ひ

とりの教育的ニーズに応じた教科学習等の交流及び共同学習を推進します。

本市在住の県立特別支援学校に在籍する児童生徒が、地域の小・中学校に

おいて交流を図る居住地校交流を推進します。

【主な事業】

事業名 内容 担当課

障がい者福祉推進

事業（啓発イベン

トの開催）

障がいの特性や障がいのある⼈の理解を深める

ため、障がいのある人もない人も共に参加できる

イベントを開催します。

障がい事業課

障がい福祉団体事

業費補助事業

障がい福祉団体が⾏う事業に要する費⽤を⼀部

補助します。
障がい事業課

交流及び共同学習
特別支援学級と通常の学級の子どもたちが共に

学ぶ機会が得られるよう計画的に実施します。
指導課

居住地校交流の推

進

本市在住の特別支援学校に在籍する児童生徒が、

地域の⼩・中学校において交流を図る「居住地校

交流（県の事業）」を推進していきます。

指導課
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基本施策（４）差別の解消・権利擁護等の推進

【現状と課題】

障がいのある人が、住み慣れた地域で安心して生活するためには、市民の誰

もがお互いの存在を認め合い、多様性に満ちた共生社会の実現に向けて、取り

組みを進める必要があります。

平成 24 年（2012 年）10 月に「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対す

る支援に関する法律（以下「障がい者虐待防止法」という）が施行されるとと

もに、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向け、障が

いを理由とする差別の解消を推進するため、平成 28 年４月には障がい者差別

解消法が施行されました。

これを受けて市では、障がいを理由とする差別の解消を推進するための基本

理念を定めるとともに、市の責務や市民及び事業者の役割を明らかにするため、

平成 28 年（2016 年）４月に障がい者差別解消推進条例を制定しました。

また、障がいを理由とする差別の解消の推進に関する施策を総合的かつ計画

的に実施するため、障がい者差別解消推進計画を策定したところです。

さらに、障がい者虐待と差別について一体的な解決を図る相談窓口として、

「障がい者権利擁護センター」を設置・運営し、迅速かつ適切な対応を行える

よう体制整備を図ってきました。

このような中で、市民アンケート調査では、差別を受けた経験が「ある」と

いう回答した人が 20.6％、差別をされていると感じるときについては「公共施

設・交通機関を利用するとき」「職場や学校にいるとき」といった場面をあげ

る人が多いことから、市民や事業者、市職員、教育関係者などへの障がいや障

がいのある人の理解を深める取り組みをより一層推進する必要があります。

さらに障がいのある人を含め、市民が相互にやさしい取り組みを行うことが

できる地域社会を実現するため、合理的配慮の提供事例などを、市民や事業者、

市職員、教育関係者などに対し、周知・啓発を行いながら、理解の促進を図り

ます。
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知的障がいやその他の精神上の障がいがあることにより、財産の管理や日

常生活等に支障がある人を支援するため、成年後見制度の利用の促進に関す

る法律（以下「成年後見制度利用促進法」という）に基づき、成年後見制度

の周知と利用の促進を図ります。

また市民後見人の養成及び後見受任を促進するとともに、法人後見の活動

を支援します。

【取り組みの方向性】

①差別や偏⾒のない思いやりのあるまちづくりの推進

障がい者差別解消推進計画に基づき、市民が障がいへの理解を深めるため

の取り組みや、相談及び紛争防止等のための体制整備など、障がいを理由と

する差別の解消の推進に関する施策を総合的かつ計画的に実施します。

②虐待の未然防⽌・早期発⾒

障がい者虐待と差別の案件を一体的に受け付ける「障がい者権利擁護セン

ター」において、基幹相談支援センターや障がい福祉サービス事業所などと

連携を図りながら、虐待の早期発見に努めるとともに、迅速かつ適切な対応

を行います。

障がい者虐待の早期発見に努めるため、権利擁護センターを市民や事業者

などへ広く周知・啓発します。

障がいのある人や高齢者の虐待の予防や早期発見、虐待を受けた人の迅速

かつ適切な保護、養護者に対する適切な支援、関係機関等との連携協力体制

の強化を行うため、「高齢者・障がい者権利擁護協議会」を設置します。

③権利擁護の推進
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【主な事業】

事業名 内容 担当課

障がい者差別解消

推進計画の策定

市⺠などへの障がい者理解を深める取り組みや、

相談及び紛争防止等のための体制整備など、障が

いを理由とする差別の解消の推進に関する施策

を総合的かつ計画的に実施するため、浦安市障が

い者福祉計画の策定に合わせて、３年ごとに⾒直

しを⾏いながら、障がい者差別解消推進計画を策

定します。

障がい事業課

障がい者福祉推進

事業（知識の普及

啓発）

市の各部署が連携し、関係機関、障がいのある人、

障がい者団体、⽀援団体等と協⼒し合いながら、

障がいの特性や障がいのある⼈への理解を深め

るため、「こころのバリアフリーハンドブック」

及び「⼿話⾔語条例啓発クリアファイル」を配布

します。

「こころのバリアフリーハンドブック」の配布先

の拡充や、小学校の総合的な学習の時間の活用な

ど、より充実した内容を検討していきます。

市⺠や市職員、教育関係者、支援者等を対象とし

た講演会や、障がい者週間記念イベントを開催し

ます。

障がい事業課

障がい者権利擁護

センター

障がい者の虐待及び差別について一体的に相談

を受け、適切な⽀援や保護等を⾏います。
障がい事業課

職員対応要領の実

施

職員対応要領に基づき、市主催の会議、講座、催

し等において、障がいの特性に配慮した市職員の

合理的配慮の提供を推進します。

障がい事業課

障がい者福祉推進

事業（虐待防止講

演会・研修会）

障がい者虐待の防止や障がい者差別の解消を推

進するため、市⺠や福祉サービス事業者等を対象

に講演会や研修会を開催します。

障がい事業課

高齢者・障がい者

権利擁護協議会の

開催

高齢者虐待、障がい者虐待及び障がい者差別に関

して協議を⾏い、関係機関の連携強化を図りま

す。

障がい事業課

高齢者福祉課

猫実地域包括

支援センター

郵便投票制度等

投票所に仮設スロープを設置、点字版氏名掲示、

候補者の略歴、政⾒等を点字で記載した「選挙の

お知らせ」や点字器などを用意します。また身体

に重度な障がいがあり⼀定の要件を満たす⽅が、

⾃宅で投票できる「郵便投票制度」を実施します。

選挙管理委員会
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事業名 内容 担当課

成年後⾒事業

市の成年後⾒制度利⽤促進の中核機関である浦

安市社会福祉協議会において、成年後⾒制度の周

知と利⽤のサポート、法⼈後⾒等を⾏います。

障がい特性に応じた成年後⾒制度の利⽤状況や

支援の在り方等について、⾃⽴⽀援協議会で協議

します。

社会福祉課

（浦安市社会

福祉協議会）

障がい事業課

成年後⾒制度利⽤

支援

費用の助成を受けなければ成年後⾒制度の利⽤

が困難であると認められた障がいのある人に対

し、その費⽤の助成を⾏います。

障がい福祉課

成年後⾒センター

事業

成年後⾒センターにおいて、ひとり暮らし⾼齢者

の遺産や葬儀など、⾃分の死後の不安に係る相

談、成年後⾒制度の法律に係る相談を実施しま

す。また、⾝寄りに後⾒⼈等がいない者に対し、

法⼈として後⾒を⾏います。

社会福祉課

（浦安市社会

福祉協議会）

市⺠後⾒推進事業

市⺠後⾒⼈養成講座を開講し、さらなる市⺠後⾒

⼈の選任を⽬指すとともに、講座の修了⽣につい

ては、必要な知識や技能、論理が修得できるよう、

フォローアップ研修を実施します。

また、浦安市社会福祉協議会の法⼈後⾒をサポー

トする法⼈後⾒⽀援員や成年後⾒制度のＰＲ活

動に取り組みます。

社会福祉課

（浦安市社会

福祉協議会）
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基本施策（５）情報アクセシビリティ等の向上と意思疎通支援の充実

【現状と課題】

障がい者の自立及び社会参加の支援のための施策を総合的かつ計画的に推進

することを目的とした「障害者基本法」における基本的施策のひとつとして、

「情報の利用におけるバリアフリー化」が定められているところです。

平成 27 年（2015 年）2 月に策定された障害者差別解消法に基づく基本方

針においては、「障がい者による円滑な情報の取得・利用・発信のための情報

アクセシビリティの向上等」を「事前的改善措置」のひとつとして挙げられて

いるなど、情報アクセシビリティの向上は重要です。

市では平成 30 年（2018 年）に手話言語条例を制定し、手話が言語である

ことの明確な認識のもとで、基本理念を定め、手話等の理解及び普及の促進を

図っているところです。

また市の広報やホームページを音声読み上げに対応するなど、情報にアクセ

スがしやすい環境づくりを推進しています。

このような中で、市民アンケート調査では、サービス利用に関しての困りご

ととして、「情報の少なさ」が 21.8％、趣味・地域活動の実施していない理由

として、「どのような活動があるのかわからない」が 17.3％となっています。

また情報の入手先としては、特に 40 歳までの世代では動画配信サイトや SNS

が上位を占めていることから、様々な媒体を通じながら、情報提供を行う必要

があります。

高次脳機能障がい（特に失語症）のある人、中途失聴、難聴、聴覚や視覚に

障がいのある人など、情報の取得や伝達に困難が生じる人に対する支援や情報

保障について、日々進歩するＩＣＴ機器の活用方法を含め、取り組みを推進し

ていくことが求められています。
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【取り組みの方向性】

①情報のバリアフリー化の推進

市広報、市公式ホームページをはじめとする情報メディアのバリアフリー

化を推進します。また情報の提供方法を検討しながら、必要な人に必要な情

報が行き届くよう環境整備を行います。

②自己決定の尊重と意思形成・意思決定支援・意思疎通支援の充実

自ら意思を決定することが困難な障がいのある人に対しては、「障害福祉

サービス等の提供に係る意思決定支援ガイドライン」を活用し、日常生活や

社会生活に関して自らの意思が反映された生活を送ることができるように、

意思決定の支援に配慮しつつ、必要な支援を提供します。

手話通訳者の養成及び派遣の推進、ＩＣＴ等を活用したコミュニケーショ

ン手段の充実を図ります。

【主な事業】

事業名 内容 担当課

声の広報

ボランティア連絡協議会所属の朗読グループの

協⼒を得て、毎⽉ 1 日・15 ⽇発⾏の広報うらや

すの内容を吹き込んだデイジー図書や CDを作製

し、希望者に郵送します。

広聴広報課

公式ホームページ

市の事業やイベント、緊急時の情報など、市に関

するすべての情報等を提供するため、担当者が随

時⾳声読み上げ対応などの処理を⾏い、情報を提

供します。現状では、パソコンでのみ全ページ閲

覧可能となっているため、スマートフォンやタブ

レットでも閲覧可能な提供方法を検討していき

ます。

広聴広報課

意思疎通支援事業

聴覚に障がいのある方が意思の疎通を図ること

ができるよう、手話及び要約筆記者を派遣しま

す。また、タブレット端末を利⽤した遠隔⼿話を

導⼊し、利便性の向上を図ります。

障がい福祉課

ヒアリングループ

整備事業

聴覚障がいのある方の聴こえをサポートするた

め、公⺠館などの公共施設にヒアリングループを

計画的に整備します。

障がい福祉課

障がい者サービス

事業

視覚等に障がいのある方のために、拡大写本、点

訳図書、⾳声図書、テキストデータなどの資料を

製作し、提供します。また、対⾯朗読も⾏います。

中央図書館
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事業名 内容 担当課

来館が困難な方のために、図書館の本や雑誌など

を⾃宅まで届ける宅配サービスを⾏います。

障がい福祉ガイド

ブック

福祉制度の改正に対応できるよう、各法律や条例

等で規定されている福祉制度のあらましを記載

したガイドブックを毎年度⾒直しながら作成し

配布します。また幅広く市⺠に情報を提供できる

よう、電⼦書籍についても、毎年度、更新・作成

し、市ホームページに掲載します。

障がい事業課
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施策の方向

基本施策（１）地域の相談支援体制の充実

【現状と課題】

障がいのある人が住み慣れた地域で希望する生活を送るためには、身近な地

域で相談を受けることができる環境づくりが必要です。

多くの障がいのある人やその家族は、健康や将来のこと、日常生活のことな

どについて、不安や悩みを抱えながら生活しています。その不安を軽減してい

くため、一人ひとりに寄り添いながら、悩みや不安について話を聞き、場合に

よってはその人に合った支援機関等にスムーズにつなぐことができる相談体制

について、充実を図る必要があります。

市民アンケート調査では、悩みや困ったことを相談する相手として、「家族」

が 74.7％、「医療機関」が 30.8％、「サービス提供事業者や福祉施設」が 30.7％

と多い結果となっています。一方、相談支援事業所をあげる人は少なく、地域

の相談窓口の役割と存在が十分伝わっていないことなども考えられます。

また、近年のインターネットやＳＮＳなどの普及により、情報を容易に入手

することができるなど便利になる反面、地域社会とのつながりの希薄化も相ま

って、日常的な会話や気軽なおしゃべりの中でちょっとした不安や悩み事が解

消されるという機会が薄れてきているという指摘もあります。

さらに障がいのある人の相談機関のひとつでもある市内の相談支援事業所と

相談業務を行う相談支援専門員等の不足も課題となっています。

地域の相談支援体制については、相談の多様性を考慮した重層的な体制づく

りが求められており、新たな相談支援事業所の参入と相談支援専門員等の人材

の確保・質の向上を図ることも必要です。

地域生活支援の充実２
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【取り組みの方向性】

①相談支援体制の強化

基幹相談支援センターが市の中核的な相談機関として、地域の相談支援事

業所をバックアップするなどして相談支援の機能強化を図ります。

サービス等利用計画を作成する計画相談支援事業所に対しては、事業費の

一部を補助するなどして、市内の計画相談支援事業所の拡充を図ります。

相談支援事業所等から構成される自立支援協議会（相談支援部会）におい

て、地域の実態や課題等の情報を集約し共有しながら、地域の課題解決に向

けて取り組みます。

障がいのある人が有している様々な経験や情報を活かし、身近な地域で障

がいのある人の目線に立った身体障がい者相談員・知的障がい者相談員の周

知を行いながらその活用を図ります。

②福祉に関する包括的な支援体制の充実

「我が事・丸ごと」の地域共生社会を推進していくために、住民に身近な

地域で把握された複合化・複雑化した課題や、制度の狭間で支援の手の届か

ない課題に対し、的確に対応することができるよう、包括的な相談支援体制

を充実します。

③専門的な相談支援体制の充実と連携の強化

専門性が求められる相談については、基幹相談支援センターが相談支援事

業所への訪問等を行いながら、相談支援の実務に関する助言や専門的支援を

行うとともに、定期的に連携会議や事例検討会等を行いながら、地域の相談

支援体制の強化を図ります。

制度の狭間や複合的な課題を抱えた人などに対し、分野横断的に包括的な

相談支援や、関係機関とのコーディネート、権利擁護等を行う「中核地域生

活支援センター」と連携を図りながら、高度で専門性のある相談支援体制を

整備します。

脳卒中や事故等により脳の機能に障がいを受けた高次脳機能障がいのある

人に対し、専門職による相談支援体制を確保するため、タムス浦安病院に相

談窓口を設置するとともに、周知を図ります。
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【主な事業】

事業名 内容 担当課

基幹相談支援セン

ター

障がいのある人が地域で生活するための様々制

度やサービスの利⽤について、相談や援助などを

24 時間 365 日体制で実施します。

地域の相談員の資質の向上や相談体制の強化、専

門的人材の育成を図るため、困難ケースの後方支

援や研修会、事例検討会などを開催します。

東野パティオ内に設置した多機能拠点と連携を

図りながら、障がいのある人の生活を地域全体で

支える地域生活支援拠点のサービス提供体制を

構築します。

障がい事業課

計画相談支援推進

事業補助⾦

計画相談⽀援及び障がい児相談⽀援の円滑な実

施を促進するため、計画相談支援等を実施する事

業所に対し、サービス等利⽤計画作成等を担う相

談支援専門員に要する経費の一部を補助します。

今後も、事業効果等を検証しながら実施していき

ます。

障がい事業課

⾃ ⽴ ⽀ 援 協 議 会

（相談支援部会）

の開催

地域における相談支援の実態や課題等の情報を

集約し共有して、課題解決に向けて協議を⾏いま

す。

障がい事業課

身体障がい者相談

員・知的障がい者

相談員

障がいのある人やその家族が身近な地域の相談

員として、電話やＦＡＸ等での相談に対応しま

す。

また相談員の効果的な活用を図るため、周知・啓

発を図ります。

障がい事業課

ピアサポーター、

ペアレントメンタ

ーの養成と活用検

討

障がいのある人自身が、自らの体験に基づいて、

他の障がいのある人の相談相手となったり、同じ

仲間として社会参加や地域での交流、問題の解決

等を支援したりする活動であるピアサポーター

の育成と活用を検討します。

こどもの発達に課題や不安を抱える保護者が増

えていることから、ペアレントメンターの養成と

⽀援体制についても検討を⾏います。

障がい事業課

障がい者福祉推進

事業（サポートフ

ァイルの活用）

相談支援事業所や障がい福祉サービス事業所等

で作成されるそれぞれの支援計画等が連携する

ため、障がいの特性や特徴や支援内容を記録して

家族や関係機関が情報を共有するための「サポー

トファイル」の活用を促進します。

障がい事業課
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事業名 内容 担当課

市主催のイベント等でサポートファイルの周知

を図ります。

包括的な相談支援

体制の整備（総合

相談支援室）

「我が事・丸ごと」の地域共生社会を推進してい

くために、住⺠に⾝近な圏域で把握された複合

化・複雑化した課題や制度の狭間で⽀援の⼿の届

かない課題に対し、的確に対応することができる

よう、包括的な相談体制のあり方について検討を

進めます。

社会福祉課

中核地域生活支援

センターとの連携

強化

制度の狭間や複合的な課題を抱えた⼈などに対

し、分野横断的に包括的な相談支援、関係機関と

のコーディネート・権利擁護等を⾏う中核地域⽣

活⽀援センターと連携を図りながら、⾼度で専⾨

性のある相談支援体制を整備します。

⾃⽴⽀援協議会（地域⽣活⽀援部会）や就労支援

ネットワークなどを活用しながら、連携強化に努

めます。

障がい事業課

高次脳機能障がい

相談支援事業

脳卒中や事故等により脳の機能に障がいを受け

た高次脳機能障がいのある人に対し、専門職によ

る相談支援体制を確保するため、タムス浦安病院

に相談窓口を設置するとともに、周知を図りま

す。

障がい事業課
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基本施策（２）在宅福祉サービスの充実

【現状と課題】

障がいのある人がいつまでも安心して地域での生活を送るためには、利用ニ

ーズに応じて、在宅福祉サービスが提供される体制づくりが必要です。

しかしながら障がいのある人やその家族の高齢化の進展により、親亡き後の

生活の不安や、地域での将来の暮らしに対する不安を感じる人も少なくありま

せん。

また核家族化の進展や地域住民のつながりの希薄化により、障がい福祉サー

ビスなどの支援があることを知らなかったり、深刻な状態になってから発見に

つながるケースが生じることも危惧されています。

国の基本指針では、障がいのある人の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据

えた、相談、緊急時の受け入れ・対応、体験の機会・場、専門的人材の確保・

養成、地域の体制づくりの５本の柱からなる居住支援の機能をもつ「地域生活

支援拠点」を、令和５年度（2023 年度）末までに各都道府県、各圏域及び各

市町村において整備することとされています。

市では、障がいのある人の地域生活を支えるため、令和２年（2020 年）11

月に東野パティオ内に、グループホームや短期入所など、地域生活支援拠点の

機能を有する多機能拠点を整備したところです。

また障がいのある人が地域生活を送るうえで、必要なサービスを受けること

ができるよう、障がい福祉サービス利用料の負担軽減や各種手当を支給するな

どして、経済的な負担軽減策を図ってきたところです。

さらに障がい福祉サービスなどの支援の網からこぼれ落ち、セルフネグレク

トにならない対策のひとつとして、令和２年（2020 年）３月から「高齢者等

ごみ出し支援事業」を実施しました。

このような中で、市民アンケート調査では、将来の暮らしへの不安内容は、

「緊急時の対応」が 34.2%、「費用面」が 30.5％、「日常的な生活面でのフ

ォロー」が 28.2％となっており、これらの不安を解消するための取り組みを行

う必要があります。

また、障がい者団体のヒアリングからは、「短期入所施設が不足している」、

「医療的ケアが必要な人たちの支援が不足している」、「早朝や夕方の時間帯

や週末における支援が不足している」など、在宅福祉の充実に関する具体的な

声もあがっています。

障がいの特性に応じて、必要な障害福祉サービスが受けられるよう、各種障

害福祉サービスの充実を図るとともに、障害福祉サービスにつながらない人へ

の支援に向けた取り組みを進める必要があります。
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【取り組みの方向性】

①在宅⽣活を⽀えるサービスの充実

利用ニーズを的確に把握し、地域生活を支えるための在宅福祉サービスの

充実を図ります。

自立支援協議会（地域生活支援部会）において、地域生活支援の充実や福

祉人材の確保などを図るための協議を進めるとともに、関係機関の連携を強

化します。

障害福祉サービスにつながらない人への支援に向けた取り組みを進めます。

②生活安定のための事業の充実

東野パティオ内に設置したグループホームや短期入所などの機能を有する

多機能拠点と基幹相談支援センターを中心に、面的整備を図りながら、地域

生活支援拠点の機能強化を図ります。

介助する家族等の負担の軽減を図るため、短期入所や日中一時支援、緊急

預かりなど、日常生活を支えるための在宅福祉サービスの充実を図ります。

③利⽤者の経済的負担軽減とサービスの利⽤促進

介助者の経済的負担の軽減を図るため、各種手当の支給や、在宅介護を支

援する助成制度等を行います。
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【主な事業】

事業名 内容 担当課

紙おむつの支給・

紙おむつ購入費助

成事業

紙おむつを⽉１回⾃宅へ配達または紙おむつの

購入費を助成します。
障がい福祉課

給食サービス
安否確認を⽬的として、１週間につき７回を限度

として、⼣⾷を⾃宅に届けます。
障がい福祉課

身体障がい者出張

理髪サービス

市に登録された理容師が⾃宅に伺い、理髪を⾏い

ます。
障がい福祉課

寝たきり身体障が

い者等寝具乾燥サ

ービス事業

⽉１回寝具乾燥消毒⾞が訪問し、寝具の乾燥を⾏

います。
障がい福祉課

身体障がい者訪問

入浴サービス事業

巡回⼊浴⾞を派遣し、居宅において１週間につき

２回を限度として⼊浴サービスを⾏います。 障がい福祉課

緊急通報装置の貸

与

簡単な操作により、緊急事態を自動的に受信セン

ターに通報することが可能な装置を貸与します。
障がい福祉課

移動支援事業

障がいのある⽅が円滑に外出し、⾃⽴した⽇常⽣

活又は社会生活を営むことができるよう、ヘルパ

ーによる移動（外出）の⽀援を⾏います。

障がい事業課

障がい福祉課

高齢者等ごみ出し

支援事業

⾃らの⼒でごみを排出することが困難であり他

者からの協⼒を得られない⾼齢者・障がい者等に

対し、声掛け等を⾏いながらごみの⼾別収集を⾏

います。

ごみゼロ課

地域生活支援拠点

機能強化事業

東野パティオ内に設置したグループホームや短

期入所などの機能を有する多機能拠点と基幹相

談支援センターを中心に、面的整備を図りなが

ら、地域生活支援拠点の機能強化を図ります。ま

た⾃⽴⽀援協議会を活⽤しながら、地域⽣活⽀援

拠点の評価・検証を⾏います。

障がい事業課

緊急時支援事業

障がいのある人やその家族からの緊急の通報を

受けた際に、その⼈の居宅に⽀援員等を派遣し、

支援や⾒守り、各関係機関との連携を図ります。

障がい事業課

日中一時支援事業

介護者が、緊急その他やむを得ない理由により介

護することができないとき、障がいのある人の日

中における活動の場の確保及び⼀時的な⾒守り

を⾏います｡

障がい事業課

障がい福祉課

障がい者短期入所 短期入所事業所を運営する事業者に対し、その運 障がい事業課
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事業名 内容 担当課

事業所運営費補助

事業

営に要する経費の一部を補助することで、新規事

業者の参⼊と事業所の円滑な運営を促進します。

各種手当の支給

市の⼿当として、重度障がい者⼿当、障がい児⼿

当等の⽀給を⾏います。

国の手当として、特別障害者手当、障害児福祉手

当等の⽀給も⾏います。

障がい福祉課
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基本施策（３）福祉⽤具利⽤⽀援の充実

【現状と課題】

障がいのある人が日常生活を送る上で必要な移動の確保や、就労などの場面

における能率の向上を図ることを目的とした補装具や、日常生活を円滑にする

ための日常生活用具は重要です。

国では、平成 30 年（2018 年）4 月に「補装具費支給事務取扱指針」を制

定し、児童などが成長に伴い短期間での補装具の交換などに対応するため、従

来の補装具の購入及び修理に加え、借受けについても補装具費の支給対象とし

たところです。

市では、令和２年（2020 年）４月から、知的障がいや精神障がいのある人

のうち聴覚過敏のある人に対し、イヤーマフを給付するなどして、生活の実態

に即した日常生活用具の給付を行ってきたところです。

社会情勢の変化や技術の進歩により、利用される補装具や日常生活用具など

の福祉用具は常に更新されており、利用者支援の観点から、時代に応じた適切

な福祉用具が提供されるよう、利用ニーズを的確に把握しながら、障がいのあ

る人一人ひとりの日常生活を支えるための福祉用具の充実を図る必要がありま

す。

①補装具費支給事業

身体に障がいのある人や難病の方などの、日常生活や職場での作業を容易

にするための用具の交付及び修理を行うとともに、制度の周知を図ります。

②日常生活用具の給付

障がいのある人が日常生活を円滑に行うための用具を給付するとともに、

制度の周知を図ります。

【主な事業】

事業名 内容 担当課

補装具費支給事業
障がいの状況から補装具の購⼊や修理が必要と

市が認めた場合、補装具費を支給します。
障がい福祉課

日常生活用具給付

事業

在宅で⽣活している障がいのある⼈の利便性を

図るため、日常生活用具を給付します。 障がい福祉課
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事業名 内容 担当課

小児慢性特定疾病

児童日常生活用具

給付事業

⼩児慢性特定疾患児童の⽇常⽣活の利便性を図

るため、引き続き、小児慢性特定疾病児童日常生

活用具を給付します。

障がい福祉課

軽度・中等度難聴

児補聴器購入費の

助成

健全な言語及び社会性の発達を支援するため、身

体障害者⼿帳の交付対象とならない軽度⼜は中

等度の難聴の児童に対し、補聴器の購⼊に要する

費用の一部を助成します。

障がい福祉課
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基本施策（４）日中活動の場の充実

【現状と課題】

障がいのある人が、その人らしく自立した生活を送るためには、創作活動や

生産活動、身体機能や生活能力の向上のための活動など、多様な日中活動の場

が必要です。

市では、令和２年度（2020 年度）に東野パティオを開設し、その中で、身

体障がい者福祉センターやソーシャルサポートセンター、発達障がい者等地域

活動支援センター、生活介護や就労継続支援事業所を設置するとともに、知的

障がいのある人の日中活動の場として、障がい者福祉センターの機能の充実に

努めてきたところです。

また重度の障がいのある人も安心して日中活動の場に参加することができる

よう、民間の事業者に対し運営費の一部を補助するなどして、その環境の整備

を図ってきました。

このような中で、市民アンケート調査では、東野パティオに期待する機能と

して、「相談支援機能の充実」が 44.9％、「緊急時の受け入れ・対応」が 43.0％

「専門的人材の確保・養成」が 33.8％などがあげられています。

今後は、民間事業者への運営費の一部を補助するなどして、重度の障がいの

ある人の日中活動の場の充実に努める必要があります。

また医療的ケアの必要な障がいのある人を支援できる事業所を拡充する必要

もあります。

【取り組みの方向性】

①福祉的就労の場の充実

障がいのある人の知識と能力の向上を図り、特別支援学校の卒業生等が安

心して進路選択を行いながら利用ができるよう、就労継続支援や就労移行支

援など、福祉的就労の場の充実に努めます。

就労継続支援や就労移行支援等の事業者へ運営費の一部を補助するなどし

て、重度の障がいのある人も利用できる福祉的就労の場の確保に努めます。

千鳥地区のワークステーション内の就労支援センターにおいては、福祉的

就労から一般就労につながるよう、就労相談や職場定着支援、離職者支援な

どを行います。
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②機能訓練・生活訓練の場の充実

障がいのある人が自立した日常生活及び社会生活を送ることができるよう、

身体機能または生活能力の向上のために、機能訓練・生活訓練の場の充実に

努めます。

特別支援学校の卒業生等が安心して進路選択を行いながら利用できるよう、

自立訓練（機能訓練・生活訓練）を行う事業所を計画的に整備します。

回復期機能を有するタムス浦安病院と連携を図りながら、高次脳機能障が

いの相談機能の充実に努め、社会復帰への支援を行います。

③創作活動・生産活動の場の充実

障がいのある人が社会との交流を行いながら、質の高い生活を送ることが

できるよう、障がいの特性に応じた余暇活動及び生産活動、創作的活動の場

の充実に努めます。

引きこもりや、薬物・アルコールなどの依存症対策も視野に入れた成人期

の居場所づくりを、自立支援協議会などを活用しながら検討していきます。

【主な事業】

事業名 内容 担当課

就労支援センター

障がいのある人が就労の場や機会を得られるよ

う、就労相談、就職活動⽀援、定着⽀援、離職者

⽀援などを⾏います。

障がい事業課

重度障がい者⽀援

事業所運営費補助

事業【再掲】

重度障がいのある⼈を⽀援する⽣活介護、⾃⽴訓

練、就労移⾏⽀援、就労継続⽀援、グループホー

ム、短期入所事業を運営する事業者に対し、人員、

設備費⽤等の運営費補助を⾏います。

障がい事業課

高次脳機能障がい

相談支援事業

【再掲】

脳卒中や事故等により脳の機能に障がいを受け

た高次脳機能障がいのある人に対し、専門職によ

る相談支援体制を確保するため、タムス浦安病院

に相談窓口を設置するとともに、周知を図りま

す。

障がい事業課

身体障がい者福祉

センター

⾝体障がいのある⼈を対象に、⽣活介護、⾃⽴訓

練（機能訓練）、地域活動支援センターⅡ型の事

業を⾏います。その中で、喀痰の吸引、経管栄養

などの医療的ケアを提供します。

障がい事業課
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事業名 内容 担当課

障がい者福祉セン

ター

知的障がいのある人を対象に、生活介護、就労継

続支援Ｂ型、計画相談支援の事業を⾏います。
障がい事業課

ソーシャルサポー

トセンター

精神障がいのある人を対象に、地域活動支援セン

ターⅡ型、訪問看護、計画相談⽀援の事業を⾏い

ます。その中で、レクリエーション活動・軽作業・

交流の場の提供を⾏います。

障がい事業課

発達障がい者等地

域活動支援センタ

ー

発達障がいのある人を対象に、地域活動支援セン

ターⅠ型事業のサービスを実施します。その中

で、レクリエーション活動・軽作業・交流の場の

提供を⾏います。

障がい事業課

地域活動支援セン

ター経営事業費補

助事業

地域活動支援センターを経営する事業者を対象

に、事業に要する経費の⼀部補助を⾏います。
障がい事業課

障がい者福祉セン

ター等改修事業

障がい者福祉センターや⼀時ケアセンターの⽼

朽化に対応するため、改修⼯事を⾏います。
障がい事業課
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基本施策（５）地域⽣活への移⾏の推進と多様な住まいの場の確保

【現状と課題】

障がいのある人の高齢化や疾病などによる重度化や、親亡き後を見据え、自

らが望む生活を送ることができる環境づくりは重要です。

国では、障がいのある人の地域生活を支援する、相談、緊急時の受け入れ・

対応、体験の機会・場、専門的人材の確保・養成、地域の体制づくりなどの機

能を有する「地域生活支援拠点」を、令和５年度（2023 年度）末までに、各

圏域又は市町村に整備することとしています。

これに対応するため、市では、令和２年（2020 年）11 月に、東野パティ

オ内に地域生活支援拠点の機能を有するグループホームと短期入所を整備した

ところです。

また障がいのある人の住まいの場を確保するため、グループホームを整備す

る事業者に対し、整備に係る費用の一部を補助するなどして、計画的に整備を

行ってきました。

このような中で、市民アンケート調査では、今後希望する暮らしとして、知

的障がいのある人は「グループホーム」と回答した人が 36.4％、精神障がいの

ある人は「一人暮らし」と回答した人が 30.7％となっています。

また障がい者団体のヒアリングでは、「グループホームでの生活は難しいの

で、ひとり暮らしをしながら支援を受けたい」という意見もあります。障がい

のある人とその家族の高齢化や、親亡き後の不安が高まっています。

今後においても、障がいのある人が自ら望む生活を送ることができるよう、

グループホームを計画的に整備するとともに、重度障がいのある人など、障が

い特性に応じたグループホームの整備促進を図る必要があります。

また障がいのある人が希望する一人暮らしを実現し、居住の安定を確保する

ための対策を検討する必要があります。

さらに、障がいのある人の地域移行を推進し、安心して地域生活を送ること

ができるよう、地域生活支援拠点の機能強化を図る必要があります。
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【取り組みの方向性】

①地域生活支援拠点の充実

東野パティオ内に整備したグループホームや短期入所など、地域生活支援

拠点の機能を有する多機能拠点と基幹相談支援センターを中心に、面的整備

を進めながら、地域生活支援拠点の機能強化を図ります。

東野パティオ内に整備したグループホームにおいて、体験入居を通じて、

障がいのある人の地域移行を推進します。

自立支援協議会を活用するなどして、地域生活支援拠点の運用状況の検

証・検討を行います。

②障がい特性を踏まえたグループホームの拡充

障がいのある人の住まいの場を確保するため、グループホームを整備する

事業者に対し、整備に係る費用の一部を補助するなどして、計画的にグルー

プホームを整備します。

グループホームが安定的に供給されるよう、グループホームを運営する事

業者に対し、運営に係る費用の一部を補助します。

グループホームを安全に利用できるよう、グループホームを運営する事業

者に対し、消防・防犯設備の設置に係る費用の一部を補助するなどして、安

全対策を強化します。

重度障がいのある人も安心してグループホームを利用することができるよ

う、重度障がいのある人を支援するグループホームを運営する事業者に対し、

運営に係る費用の一部を補助します。

重度障がいのある人など、グループホームへの入居が困難な状況もあるこ

とから、障がいの特性に応じたグループホームの整備促進を図ります。

グループホームに入居する際の経済的負担を軽減し、安心して地域生活を

送ることができる環境を整備します。
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③入居支援の推進

障がいのある人の希望する一人暮らしを実現するとともに、居住の安定を

確保するため、住宅セーフティネットの構築に取り組みます。

基幹相談支援センターにおいて、入居支援や居住支援のための関係機関に

よる支援体制の調整を図ります。

転居・入居時及び既存住宅の改善への支援を行います。

市営住宅の入居募集にあたって、高齢者・障がい者世帯等については一般

世帯より当選確率が高くなるよう配慮するとともに、応募要件を高齢者や障

がい者等の特枠世帯に限定するなどの優遇策を継続します。

④入所施設の運営支援

市川市、松戸市、習志野市、鎌ヶ谷市、浦安市の５市が広域行政の見地か

ら設立した「社会福祉法人南台五光福祉協会」が運営する「もくせい園」（鎌

ヶ谷市）、「やまぶき園」（市川市）の運営の充実を図るため、側面的支援

を行います。

【主な事業】

事業名 内容 担当課

地域生活支援拠点

機能強化事業

【再掲】

東野パティオ内に設置したグループホームや短

期入所など、地域生活支援拠点の機能を有する多

機能拠点と基幹相談支援センターを中心に、面的

整備を図りながら、地域生活支援拠点の機能強化

を図ります。また⾃⽴⽀援協議会を活⽤しなが

ら、地域⽣活⽀援拠点の評価・検証を⾏います。

障がい事業課

障がい者グループ

ホーム整備事業

グループホームの整備を促進するため、グループ

ホームの整備に係る経費の一部を補助します。
障がい事業課

障がい者グループ

ホーム運営費補助

事業

グループホームの円滑な運営を促進し、グループ

ホームに居住する障がい者の福祉の増進を図る

ため、グループホームを運営する事業者に対し運

営費の一部を補助します。

障がい事業課

障がい者グループ

ホーム等消防設備

設置費補助事業

グループホーム等の防火安全対策を強化するた

め、グループホーム及び短期入所を運営する事業

者に対し、防火設備の設置に係る経費の一部を補

助します。

障がい事業課

障がい福祉サービ

ス事業所防犯対策
障がい福祉サービス事業所の防犯対策を強化す

るため、市内の障がい福祉サービス事業所に対
障がい事業課
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事業名 内容 担当課

強化整備費補助事

業

し、防犯対策の整備に要する費用の一部を補助し

ます。

重度障がい者⽀援

事業所運営費補助

事業【再掲】

重度障がいのある⼈を⽀援する⽣活介護、⾃⽴訓

練、就労移⾏⽀援、就労継続⽀援、グループホー

ム、短期入所事業を運営する事業者に対し、人員

及び設備費用の一部を補助します。

障がい事業課

重度障がい者等グ

ループホーム施設

整備事業

重度障がいや強度⾏動障がいのある⼈なども利

用できるグループホームの整備促進を図ります。 障がい事業課

グループホーム入

居者家賃助成

入居者の経済的負担を軽減するため、グループホ

ームの家賃の一部を助成します。
障がい福祉課

新たな住宅セーフ

ティネット制度の

構築

⾼齢者、障がい者、⼦育て世帯など、住宅確保要

配慮者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよ

う、国の動向を踏まえながら、新たな住宅セーフ

ティネット制度を構築するため検討を進めます。

住宅課

社会福祉課

障がい事業課

障がい福祉課

高齢者包括支

援課

基幹相談支援セン

ター事業

入居支援や居住支援のための関係機関による支

援体制の調整を図ります。
障がい事業課

住宅改造費⽤助成

（障がい者在宅介

護支援事業）

⾝体に障がいのある⼈に対し、居住する住宅の改

造に要する費用の一部又は全部を助成すること

により、⽇常⽣活の利便を図ります。

障がい福祉課

住み替え家賃等助

成（障がい者在宅

介護支援事業）

⺠間の賃貸住宅に居住している⾝体障がいのあ

る人、知的障がいのある人を含む世帯が、取壊し

などの理由により⽴ち退きを求められた場合に、

市内の他の⺠間の賃貸住宅に転居した場合に要

する経費の一部を助成します。

障がい福祉課

南台五光福祉協会

運営支援事業

市川市、松⼾市、習志野市、鎌ヶ⾕市、浦安市の

５市が広域⾏政の⾒地から設⽴した「社会福祉法

人南台五光福祉協会」の運営する「もくせい園」、

「やまぶき園」の運営を支援します。

障がい事業課
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基本施策（６）福祉人材の確保・育成支援

【現状と課題】

人口減少や少子高齢化など社会環境が大きく変化する中で、利用ニーズに応

じた障害福祉サービスの提供が求められているところです。

一方で、障がい福祉サービスを提供する職員の平均賃金の水準は、全産業の

平均賃金と比較して低い傾向にあり、またその職員は、勤続年数が短いなどの

状況となっています。

国では、障害者総合支援法に規定される障がい福祉サービスについて、「福

祉・介護職員処遇改善加算」を創設するなどして、介護・障がい福祉従事者の

処遇改善を進めてきました。

市では、障がい福祉サービス事業所に従事する職員に対し、住宅手当を支給

するなどして、人材の確保や離職の防止に努めるとともに、居宅介護支援事業

者に対し、喀痰吸引等研修の受講費の一部を補助するなどして、障がい福祉サ

ービスの質の向上を図ってきました。

このような中で、障がい福祉サービス事業所に対し実施した「障がい福祉サ

ービス等の提供にかかるアンケート調査報告書（令和２年４月）」では、職員

の充足について、「不足」と回答した事業所が 79.5％、職員が不足している理

由として「募集しても応募がない」が 60.0％、「応募者がいても採用基準に達

していない」が 18.8％となっています。

今後においても、障がいのある人が住み慣れた地域において安心して生活を

送るために、安定的に質の高い障がい福祉サービスが提供されるよう、取り組

みを進める必要があります。
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【取り組みの方向性】

①福祉サービス従業者の処遇改善と離職防⽌

障がい福祉サービス等の従事者の処遇改善と離職防止、人材の確保を図るた

め、住宅手当の一部を補助します。

②福祉サービス従業者の⽀援⼒向上

障がい福祉サービス事業所の質の向上を図るため、喀痰吸引等研修の受講

費に係る費用の一部を補助します。

地域相談員の資質の向上や、相談体制の強化及び専門的人材の育成を図る

ため、基幹相談支援センターにおいて、困難ケースの後方支援や研修会、事

例検討会などを開催します。

医療的ケアの必要な人や行動障がいのある人などに対して、専門的な対応

が行えるよう、地域生活支援拠点の機能を有する多機能拠点を中心に、体制

の整備や人材の育成を行います。

サービス利用者にとって真に必要とされる質の高いサービスが提供される

よう、各種研修会の活用を図るとともに、障害者自立支援審査支払等システ

ムによる審査結果等を障がい福祉サービス事業所と共有を図りながら、サー

ビスの質の向上に努めます。

行動援護及び同行援護については、市内の障がい福祉サービス事業所や介

護サービス事業所、新たな事業者の事業参入について促進を図るための検討

を進めます。

地域生活支援事業である移動支援や日中一時支援については、毎年度、集

団指導や定期的に実地指導を行いながら、サービスの質の向上に努めます。

市が所管する社会福祉法人については、定期的に指導監査を行うなどして、

適正な運営と社会福祉事業の健全な経営の確保を図ります。
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【主な事業】

事業名 内容 担当課

障がい福祉サービ

ス等従事者住宅⼿

当支給事業費補助

事業

障がい福祉サービス従事者の確保と離職の防⽌

を図るため、障がい福祉サービス等事業者に対

し、従事者への住宅⼿当の⽀給に要する経費の⼀

部を補助します。

障がい事業課

障がい者等喀痰吸

引等研修費等補助

事業

医療的ケアの必要な⼈に対し必要な⽀援を⾏え

るよう、居宅介護事業者へ喀痰吸引等研修に係る

費用の一部を補助します。

障がい事業課

基幹相談支援セン

ター【再掲】

障がいのある人が地域で生活するための様々な

制度やサービスの利⽤について、相談や援助など

を 24 時間 365 日体制で実施します。

地域の相談員の資質の向上や、相談体制の強化及

び専門的人材の育成を図るため、困難ケースの後

⽅⽀援や研修会、事例検討会などを開催します。

障がい事業課

地域生活支援拠点

機能強化事業

【再掲】

東野パティオ内に設置した多機能拠点と基幹相

談支援センターを中心に、面的整備を図りなが

ら、地域生活支援拠点の機能強化を図ります。ま

た⾃⽴⽀援協議会を活⽤しながら、地域⽣活⽀援

拠点の評価・検証を⾏います。

障がい事業課

障がい福祉サービ

ス事業所合同説明

会の開催

障がい福祉サービス事業所の質の向上を図るた

め、国・県・市の障がい福祉施策の動向や、障害

者⾃⽴⽀援審査⽀払等システムによる審査結果

等について事業所と共有を図るため、障がい福祉

サービス事業所を対象とした合同説明会を定期

的に開催します。

障がい事業課

障がい福祉課

日中一時支援・移

動支援・相談支援

事業所指導監査の

実施

サービスの質の向上を図るため、日中一時支援及

び移動支援、相談支援事業所に対し、毎年度、集

団指導を実施するとともに、定期的に実地指導を

⾏います。

障がい事業課

社会福祉法人監査

の実施

適正な法人運営と社会福祉事業の健全な経営の

確保を図るため、市が所管する社会福祉法人に対

し、各種法令⼜は通知等に定められた法⼈として

遵守すべき事項について運営実態の確認を⾏い

ながら、３年に１回、実地で指導監査を⾏います。

障がい事業課
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施策の方向

基本施策（１）障がいの原因となる疾病等の予防・早期発⾒

【現状と課題】

障がいのある人が生涯を通じて生き生きと安心して暮らすためには、健康へ

の意識を高めるとともに、障がいの原因となる疾病等の予防や、早期発見・早

期治療に取り組むことが重要です。

平成 27 年（2015 年）時点での市民の平均寿命は、男性が 81.7 歳、女性

が 87.3 歳で、10 年前と比較して男性 2.4 歳、女性 2.0 歳長くなっており、

一人ひとりが健康で日常生活を送ることができる期間を長く保つ健康寿命の延

伸を図ることが重要です。

そのためには「自分の健康は自分で守る」ことを基本に、市民が主体的に健

康づくりに取り組むことのできる環境を整備する必要があります。

また食生活や飲酒・喫煙習慣の見直し、運動習慣の定着など、生活習慣の改

善を促すほか、多様な事業主体と連携して、地域で健康づくりに取り組むこと

が必要です。

障がいの原因となる疾病の予防や、早期発見・早期治療には、各種健康診査

や検診の受診が有効であることから、これらを効果的に提供するとともに、周

知・啓発を行う必要あります。

悪性新生物（がん）については、平成 30 年度（2018 年度）に「浦安市が

ん対策の推進に関する条例（以下「がん対策基本条例」という）を制定し、今

後においても、検診の充実や正しい知識の啓発に努めるとともに、がんに罹患

した人の生活の質の向上を図る必要があります。

またアルコールや薬物などの依存症対策については、医療、保健、福祉など

が連携を図りながら進める必要があります。

保健・医療の充実３
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【取り組みの方向性】

①障がいの原因となる疾病等の予防の促進

健康的な生活習慣を実践し、生活習慣病等を予防するために、健康情報の

発信や健康教育・健康相談の充実を図ります。

各種健康診査や検診を実施し、疾病の予防や早期発見に努めます。

がんの予防や早期発見、がん患者の支援の充実のための「がん対策基本条

例」に基づき、情報の提供やがん教育、予防施策の推進、患者等への支援な

どの対策を推進します。

②障がいの原因となる疾病等の早期発⾒・早期治療の促進

低体重等での出生を少なくするために、ハイリスク妊産婦保健指導・訪問

指導等の充実と、医療機関や「市川健康福祉センター（保健所）」との連携

を図ります。また未熟児訪問指導等を行い、出生早期から積極的な関わりを

行います。

乳幼児健康診査、１歳６か月児健康診査、３歳児健康診査において、障が

いの原因となる疾病などの早期発見に努めます。

新生児の聴覚異常の早期発見と早期療育を行うため、新生児聴覚検査の費

用の一部を助成します。

③早期療育等の適切な⽀援

乳幼児健康診査でことばや情緒面の発達の心配がある子どもに対し、子育

て相談や「のびのびクラス」（１歳６か月児健診等事後指導教室）で発達を

促すための支援を行い、特に早期療育が必要な子どもについては、「こども

発達センター」等の療育機関につなげていくよう努めます。

市の中核的な療育支援施設として、児童発達支援センターの機能を有する

こども発達センターにおいては、個別療育や集団療育を実施します。

地域にある最も身近な子どもの施設である保育園・幼稚園・認定こども園

等の職員に対して、療育に関する相談や指導等の支援を行います。
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【主な事業】

事業名 内容 担当課

各種健（検）診

特定健康診査、後期高齢者健康診査、各種がん検

診、肝炎ウィルス検診等において、障がいの原因

となる疾病等を早期発⾒します。また、がんの予

防や早期発⾒、がん患者への⽀援の充実のため、

がん対策基本条例の制定の中で、各種の健（検）

診における受診率向上に向け、受診しやすい環境

の整備に取り組みます。

健康増進課

妊婦健康診査

健診費⽤の助成を⾏い、⺟体や胎児の健康確保を

図り、低体重出生等の予防を図ります。妊娠期間

中の⽀援体制を強化するため、⺟⼦健康⼿帳交付

時に支援の必要性を把握し、必要に応じて受診勧

奨を⾏います。

⺟⼦保健課

未熟児養育医療

入院を必要とする、身体が未熟なまま生まれた乳

児が、指定医療機関において⼊院治療を受ける場

合に、その治療に要する医療費を給付します。申

請時やその後の退院後等に、保健師により支援が

必要な家庭の状況を把握し、必要な時期に必要な

サービスを受けられるよう、支援体制を強化しま

す。

⺟⼦保健課

乳幼児健康診査

乳児健康診査・１歳６か月児健康診査・３歳児健

康診査において、発達に⼼配のある児を早期発⾒

し、適切な機関との連携を⾏います。

⺟⼦保健課

新生児聴覚検査助

成事業

新⽣児の聴覚異常の早期発⾒と早期療育を図る

ため、新生児聴覚検査の費用の一部を助成しま

す。

⺟⼦保健課

こども発達センタ

ー

こども発達相談、個別療育、児童発達⽀援（にじ

いろ）、保育所等訪問支援、施設指導支援を⾏い

ます。

こども発達セ

ンター
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基本施策（２）医療・保健・福祉の充実と連携強化

【現状と課題】

医療的ケアの必要な人や精神障がいのある人などが安心して地域生活を送る

ためには、医療、保健、福祉の充実と各関係機関の連携が必要です。

国が、平成 29 年（2017 年）2 月に「これからの精神保健福祉のあり方に

関する検討会報告書」を策定し、地域生活中心という理念を基軸としながら、

精神障がいのある人の一層の地域移行を進めるための地域づくりを推進する観

点から、精神障がいのある人が、地域の一員として、安心して自分らしい暮ら

しができるよう、医療、障がい福祉・介護、社会参加、住まい、地域の助け合

い、教育が包括的に確保された「精神障がいにも対応した地域包括ケアシステ

ム」の構築を目指すことが新たな理念として明確化されたところです。

これまで市では、予防から急性期、回復期、慢性期、終末期の各ステージに

おいて適切な医療が受けられるよう、地域医療・救急医療体制を整備するとと

もに、医療費の負担軽減と受診機会の拡充を図るため、医療費の助成を行って

います。

また令和元年（2019 年）４月、高洲地区にタムス浦安病院が開院し、その

中で高次脳機能障がいの相談窓口を設置し、臨床心理士などの専門職が相談に

応じているところです。

このような中で、市民アンケート調査では、現在悩んでいることとして「健

康・病気・治療のこと」と回答された人は 36.7％、充実して欲しいこととして

「保健・医療サービスの充実」が 20.0％となっています。

障がい者団体等のヒアリングにおいては、「医療機関での障がいに対する理

解」や「訪問による医療サービスの提供」、「精神障がいに対応した医療機関

の不足」などの意見があります。

さらに障がいのある人やその家族からは、市内に障がいのある人を診察・治

療のできる医療機関が少ないことから診療所を整備して欲しいとの意見もあり

ます。

このようなことから、障がいのある人が安心して地域生活を送るため、医療、

保健、福祉の連携を図りながら、地域医療体制の充実に努めるとともに、地域

包括ケアシステムの構築を図る必要があります。
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【取り組みの方向性】

①地域医療体制の充実

障がいのある人が疾病の状況に応じ適切な医療が受けられるよう、市内医

療機関との連携のもと、安定した地域医療体制の充実に努めます。

安心して在宅療養ができるよう、在宅医療をはじめ、訪問看護や機能訓練

などの各種サービスの充実を図るとともに、関係機関との連携を強化します。

浦安市医師会、浦安市歯科医師会、浦安市薬剤師会と連携を図りながら、

救急医療体制の充実を図ります。

保健師、歯科衛生士等による訪問指導の保健事業の充実を図ります。

精神障がいのある人の地域生活を支援するため、訪問看護事業を実施しま

す。

医療的ケアの必要な人に必要な支援が行えるよう、居宅介護事業所に対し、

喀痰吸引等研修の受講に要する経費の一部を補助します。

障がいのある人が身近な地域で安心して歯科診療を受けることができるよ

う、歯科診療所の整備促進を図ります。

②医療・保健・福祉の連携体制の強化

「市民の健康」「都市の健康」に寄与する地域活動を推進するため、高洲

地区に集積する健康（スポーツ）や医療、福祉などの機能の連携を図ります。

医療的ケアの必要な児童やその家族の地域における支援体制を整備するた

め、医療・保健・福祉等の関係機関との連携を図ります。

地域や関係機関が連携し、悩みや不安を自分一人で抱え込まず、他者に打

ち明けることができる「人と人のつながり」が生まれるネットワークを構築

します。

健康診査や検査、各種の相談事業を実施するとともに、障がいのある人の

健康への不安や、心身の健康づくりに応えるため、保健・医療・福祉等の多

職種の連携による支援に取り組みます。

③精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築

保健・医療・福祉関係者による協議の場を設置し、精神障がいのある人に

対応した地域包括ケアシステムの構築について検討を進めます。
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④医療費の負担軽減と受診機会の拡充

重度障がいのある人の健康の保持と生活の安定を図るため、重度障がいの

ある人に対し、医療給付金を支給します。

身体障がいのある人の機能を回復し生活の安定を図るため、身体障がいの

ある人に対し、医療費の負担軽減を図るとともに、補装具の支給を行います。

精神障がいのある人の健康の保持と生活の安定を図るため、精神疾患等で

継続的な通院が必要な人に対し、医療費の負担を軽減するとともに、入院に

係る費用の一部を助成します。

難病のある人の生活の安定を図るため、見舞金を支給します。

障がいのある人の通院を支援するため、移動支援事業を実施するとともに、

公共交通機関の料金の助成を行います。

⑤アルコール及び薬物、ギャンブル等の依存症対策の推進

アルコール及び薬物、ギャンブル等をはじめとする依存症について、関係

機関と協議を進めながら、その対策を検討します。

【主な事業】

事業名 内容 担当課

ソーシャルサポー

トセンター【再掲】

精神障がいのある人を対象に、地域活動支援セン

ターⅡ型、訪問看護、計画相談⽀援の事業を⾏い

ます。レクリエーション活動・軽作業・交流の場

の提供を⾏います。

障がい事業課

障がい者等喀痰吸

引等研修費等補助

事業

医療的ケアの必要な⼈に対し必要な⽀援を⾏え

るよう、居宅介護事業者へ喀痰吸引等研修に係る

費用を一部補助します。

障がい事業課

障がい者⻭科診療

所整備事業

障がいのある⼈が⾝近な地域で安⼼して⻭科診

療を受けることができるよう、⻭科診療所の整備

促進を図ります。

障がい事業課

健康増進課

高洲南地区コンソ

ーシアム構想

「市⺠の健康」「都市の健康」に寄与する地域活

動を推進するため、高洲地区に集積する健康（ス

ポーツ）や医療、福祉など機能の連携を図ります。

企画政策課

医療的ケア児支援

協議会の開催

医療的ケアの必要な児童やその家族の地域にお

ける⽀援体制を整備するため、医療、保健、福祉、

保育、教育等の関係機関との連携を図ります。

障がい事業課
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事業名 内容 担当課

いのちとこころの

支援事業

自殺防止を図るため、自殺対策に係る施策を検討

しながら、関係機関と連携を図ります。
健康増進課

精神障がいにも対

応した地域包括ケ

アシステムの構築

精神障がいのある人が、地域の一員として安心し

て自分らしい暮らしをすることができるよう、医

療・障がい福祉・介護・住まい・社会参加・地域

の助け合い・教育が包括的に確保された支援体制

を構築します。「浦安市⾃⽴⽀援協議会」と「（県

主催︓圏域）地域包括ケアシステム構築推進事

業」、双⽅合わせた「両輪」を協議の場として検

討していきます。

障がい事業課

障がい福祉課

重度障がい者医療

費助成事業

重度障がいのある⼈の健康の保持と⽣活の安定

を図るため、重度障がいのある⼈に対し、医療給

付⾦を⽀給します。

障がい福祉課

⾃⽴⽀援医療

（精神通院医療）

精神障がいのある人の健康の保持と生活の安定

を図るため、精神疾患等で継続的な通院が必要な

⼈に対し、医療費の負担を軽減します。

障がい福祉課

⾃⽴⽀援医療

（更⽣医療）

18 歳以上⾝体障がいのある⼈の障がいの程度を

軽減し生活の安定を図るため、身体に障がいのあ

る⼈に対し、医療費の負担を軽減します。

障がい福祉課

⾃⽴⽀援医療

（育成医療）

18 歳未満の児童が、⼿術等の治療をすることに

より機能を回復しうる場合の医療費の助成や補

装具の⽀給を⾏います。

障がい福祉課

精神障がい者入院

医療費助成事業

精神障がいのある人の健康の保持と生活の安定を

図るため、精神疾患の治療のための⼊院に係る費⽤

の一部を助成します。

障がい福祉課

難病者⾒舞⾦の⽀

給

難病のある⼈の⽣活の安定を図るため、⾒舞⾦を⽀

給します。
障がい福祉課

移動支援事業

【再掲】

障がいのある人が円滑に外出し、⾃⽴した⽇常⽣

活又は社会生活を営むことができるよう、ヘルパ

ーによる移動（外出）の⽀援を⾏います。

障がい事業課

障がい福祉課

福祉タクシー利⽤

料⾦助成事業

障がいのある⼈が円滑に外出できるよう、タクシ

ー料⾦を助成します。
障がい福祉課

在宅ケアサービス

推進事業

介護保険や障がい福祉のサービス利⽤対象外と

なった末期がん患者に対して、訪問介護や福祉用

具貸与などの居宅サービスを利⽤した際の費⽤

の一部を助成します。

健康増進課
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事業名 内容 担当課

通院が困難な⽅に対し、在宅⻭科訪問診療を含む

口腔機能の向上を推進します。
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施策の方向

基本施策（１）就学前療育・教育の充実

【現状と課題】

子どもが健やかに生まれ育つためには、安心して子育てができる環境を整備

することが大切です。

障がいのある子どもに対しては、その障がいの影響を小さくしたり、適切な

療育を受ける環境づくりが必要です。

国は、重度の障がいがあるために外出することが著しく困難な障がいのある

児童に対し、発達支援を受ける機会が提供されていないことから、障がいのあ

る児童の居宅を訪問して発達支援を行う「居宅訪問型児童発達支援」を創設し

ました。

また、医療的ケアの必要な児童が適切な支援を受けることができるよう、令

和５年度（2023 年）末までに、各都道府県、各圏域及び各市町村において、

保健、医療、障がい福祉、保育、教育等の関係機関が連携を図るための協議の

場を設置するとともに、医療的ケアの必要な児童等に関するコーディネーター

を設置することを基本としたところです。

本市における就学前療育については、児童発達支援センターとしての機能を

もつ「こども発達センター」を中心に、こども発達相談や個別療育、児童発達

支援、保育所等訪問支援などを総合的に行いながら、地域の療育支援体制の充

実に努めています。

また、一人ひとりの教育的ニーズや支援内容等を記録して家族や関係機関が

情報を共有するためのサポートファイルを活用し、就学前療育（教育）から就

学後療育（教育）へのスムーズな移行を図っているところです。

さらに医療的ケアの必要な子どもが通園・通学する市立の保育園、幼稚園、

認定こども園で安心して生活することができるよう、看護師を巡回により派遣

し、必要な医療的ケアを行っているところです。

このような中で、市民アンケート調査では、通園・通学・通所先で困ってい

ることとして、「能力や障がいの状況にあった支援が十分でない」と回答した

人は 21.5％となっています。

このようなことから、引き続き、こども発達センターにおいては、子どもの

発達に係る個別療育や集団療育、保育所等訪問支援を行うとともに、地域の児

童発達支援や放課後等デイサービス、教育研究センター等とも連携を図りなが

子どもへの支援の充実４
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ら、地域の療育支援体制の充実に努め、就学後（教育）のスム－ズな移行に努

める必要があります。

【取り組みの方向性】

①療育⽀援体制の充実

中核的な療育支援機関である「こども発達センター」において、子どもの

発達に係る個別療育や集団療育、保育所等訪問支援を行うとともに、地域の

児童発達支援及び放課後等デイサービスと連携を図りながら、療育支援体制

の充実に努めます。

重度の障がいや医療的ケアを必要とする子どもに対しては、こども発達セ

ンターを中心に療育支援を行うとともに、児童発達支援及び放課後等デイサ

ービスを運営する事業者に対しては、運営費の一部を補助するなどして、地

域の療育環境の拡充を図ります。

②福祉と教育の連携の強化

一人ひとりの教育的ニーズや支援内容を記録して家族や関係機関が情報を

共有する「サポートファイル」を活用しながら、就学前療育（教育）から就

学後療育（教育）のスムーズな移行を図ります。

障がいのある子どもへの支援の充実を図るための協議を行う「自立支援協

議会（こども部会）」を活用するなどして、市福祉担当課、こども発達セン

ター、教育委員会、当事者団体、障がい児相談支援事業所、障がい児通所支

援事業所、児童相談所等の関係機関による連携の強化を図ります。

医療的ケアの必要な子どもが適切な支援を受けることができるよう、医療、

保健、福祉、教育などの関係機関による連携を図るための協議の場を設置し

ます。

③保育園・幼稚園における支援体制の充実

保育園、幼稚園、認定こども園においては、障がいのある子どものニーズ

に応じて環境を整えるとともに、必要に応じて補助教員等を配置しながら、

障がいのある子どもの受け入れ体制の充実を図ります。

医療的ケアを必要とする子どもが在籍する保育園、幼稚園、認定こども園

などに看護師が巡回により訪問しながら医療的ケアを実施します。

また、施設の職員に対して、障がいのある子どもや発達が気になる子ども

に関する療育の相談や指導などの支援を行います。
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【主な事業】

事業名 内容 担当課

こども発達センタ

ー【再掲】

発達に心配のある子どもとその保護者を支援す

るため、⼦どもの発達に係る個別療育や集団指

導、保育所等訪問支援、施設指導支援を⾏います。

こども発達セ

ンター

児童発達支援事業
未就学児に対し、療育⽀援を⾏います。

障がい福祉課

障がい者等喀痰吸

引等研修費等補助

事業【再掲】

医療的ケアの必要な⼈に対し必要な⽀援を⾏え

るよう、居宅介護事業者へ喀痰吸引等研修に係る

費用を一部補助します。

障がい事業課

重度障がい児等通

所事業所特別支援

事業補助事業

医療的ケアを必要とする在宅の障がいのある児

童等の通所先を確保するため、児童発達支援、放

課後等デイサービス、⽇中⼀時⽀援を⾏う事業者

に対し、運営に係る費用の一部を補助します。

障がい事業課

障がい者福祉推進

事業（サポートフ

ァイル）

特別な支援や配慮を必要とする子どもが、乳幼児

期から成⼈期までのライフステージで途切れる

ことなく一貫した支援を受けることができるよ

う、保護者と関係者（機関）がその子どもの情報

を共有する「サポートファイル」を配布するとと

もに活用について周知啓発を図ります。

障がい事業課

⾃⽴⽀援協議会の

開催【再掲】

障がいのある子どもへの支援の充実を図るため、

福祉担当課、こども発達センター、教育委員会、

当事者団体、障がい児相談支援事業所、障がい児

通所支援事業所等の関係機関による連携の強化

を図ります。

障がい事業課

医療的ケア児対策

協議会の開催

【再掲】

医療的ケアの必要な児童やその家族の地域にお

ける⽀援体制を整備するため、医療、保健、福祉

等の関係機関との連携を図ります。

障がい事業課

要保護児童対策地

域協議会

要保護児童対策の充実のため、関係する機関の代

表者会議、実務者会議を通じて円滑な情報交換を

⾏い、個別の⽀援ケースに関してより細やかな⽀

援を⾏います。

こども家庭支

援センター

巡回訪問看護事業

医療的ケアを必要とする⼦どもが在籍する市⽴

小・中学校、保育園、幼稚園、認定こども園及び

児童育成クラブを看護師が巡回訪問をしてケア

を実施します。学内だけではなく、校外学習や修

学旅⾏への対応も個別にできるよう、業務の範囲

を⾒直していきます。

教育研究セン

ター
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基本施策（２）就学後療育・教育の充実

【現状と課題】

子どもが健やかに生まれ育つためには、安心して子育てができる環境を整備

することが大切です。

障がいのある子どもに対しては、その障がいの影響を小さくしたり、適切な

療育や教育を受ける環境づくりが必要です。

国では、平成 28 年（2016 年）に障害者差別解消法が施行され、「不当な

差別的取扱いの禁止」「合理的配慮の提供」が義務付けられ、同年 12 月には、

学校教育法施行規則の一部を改正する省令等の公布により、高等学校における

通級による指導の制度化が進められました。

平成 29 年（2017 年）3 月には、小・中学校の新学習指導要領、続いて４

月には特別支援学校小・中学部の新学習指導要領が公示され、新しい時代に求

められる資質・能力を子どもたちに育む「社会に開かれた教育課程」の実現を

図っていくことなどが示されたところです。

市では、聴覚障がいのある児童の指導・支援の場所として、「ことばときこ

えの教室」を設置するとともに、視覚障がいのある児童生徒の指導体制として

「県立千葉盲学校よるサテライト教室」を開設し、様々な障がいに応じた指導

ができるよう体制を整備してきました。

また、令和２年度（2020 年度）を計画の始期とする「浦安市教育振興基本

計画」及び「浦安市学校教育推進計画」の中でも、特別な教育的支援の提供を

含めた一人一人の能力に応じたきめ細かな学習指導の推進し、互いの個性を尊

重し、多様性を認め合う教育の推進を目指しているところです。

さらに平成 28 年（2016 年）４月から、市民と障がいのある児童との交流

機会の拡充を図るため、「特別支援学校通学支援事業」を実施し、市川特別支

援学校高等部へ自力通学する生徒のうち一人での通学に不安のある生徒に対し、

通学支援ボランティアを派遣し、見守り支援を行っています。

そのような中で、市民アンケート調査では、将来の仕事等のために学齢期に

必要だと思う支援として「障がいの特性に応じた療育支援や課題に応じた学習

支援」と回答した人は 62.7％となっています。

このようなことから、特別な教育的支援を必要とする児童生徒の自立や社会

参加に向けて、一人ひとりの教育的ニーズを把握し、能力や可能性を最大限に

伸ばせるよう努めるとともに、就学後、さらには就労を見据えた発達段階に応

じた継続した支援の充実が必要です。

さらに、誰もが、社会の一員として豊かに暮らし、生涯にわたって主体的に

社会参加できるようにするため、地域で教育を受けられる環境を整備する必要

があります。
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【取り組みの方向性】

①個に応じた適切で多様な学びの場の充実

通常の学級及び特別支援学級において、特別な教育的支援を必要とする子

ども一人ひとりの教育的ニーズを把握し、本人及び保護者の希望を尊重した

上で、「個別の教育支援計画」、「個別の指導計画」の作成及び活用に関す

る助言を行い、きめ細かな指導や支援ができるよう努めます。

知的障がいを伴わない自閉症・情緒障がいの児童生徒が持てる力を最大限

に伸ばせるよう、ＬＤ・ＡＤＨＤ等の通級指導教室の設置及び巡回校を増や

します。

通常の学級に在籍している特別な支援を必要とする児童生徒の支援や充実

を図るため、通級指導教室の拡充や学習支援室の効果的な活用を図ります。

医療的ケアを必要とする児童が在籍する市立小・中学校及び児童育成クラ

ブを看護師が巡回して必要な医療的ケアを実施します。

②特別支援教育の充実

知的障がいのある児童生徒の教育的ニーズに対応するため、全小・中学校

に特別支援学級の設置を計画的に進めます。

より身近な場所で、教育的ニーズに対応した指導や支援が受けられるよう、

県立特別支援学校の誘致に向けて千葉県と協議を進めます。

③教職員の資質・⼒量の向上

研修会等を通じ、特別支援学級や通常の学級の担任、通級指導教室担当、

特別支援教育コーディネーター、心身障がい児補助教員・支援員等の資質・

力量の向上を図ります。

また、校内委員会を設置し、特別な教育的支援を必要とする子ども一人ひ

とりの教育的ニーズに対する理解を深め、特別支援教育を学校全体で推進し

ます。

すべての教職員が特別支援教育の視点に立った指導・支援ができるよう教

員の育成を図ります。
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④学校教育の中での理解の促進

特別支援学級と通常の学級の児童生徒の日常的な交流を基盤とし、一人ひと

りの教育的ニーズに応じた教科学習等の交流及び共同学習を推進します。

「交流及び共同学習」の取組をホームページが学校だよりなどを通じて、地域

や家庭に発信し、地域や家庭に特別支援教育への理解を促します。

本市在住の特別支援学校に在籍する児童生徒が、地域の小中学校において交

流を図る居住地校交流を推進します。

学習参観の機会を拡充し、地域の人も対象にした地域公開の機会を設けるな

ど、多くの人が学校教育や特別支援教育に触れ、理解を深められるように取組

ます。

⑤学校設備・教材教具の充実

児童生徒の教育的ニーズに応じて、スロープや多機能トイレ、エレベータ

ーなどの設備や学習環境を整えるとともに、備品等の整備を進めます。

児童生徒の情報活用能力のさらなる向上が図られるよう、ＩＣＴ環境を整

備します。

保護者や関係機関と連携をとりながら、障がいのある子どもの教育的ニー

ズに応じた教材の種類・内容・質についての充実を図ります。

⑥特別支援学校の通学支援

本市が学区に含まれる市川特別支援学校や船橋特別支援学校への自力通学

が困難な児童生徒を支援するため、児童生徒の利用ニーズを踏まえたうえで、

スクールバス運行について千葉県に働きかけます。

市川特別支援学校高等部へ自力通学する生徒が通学に慣れるまでの間、通

学支援ボランティアを派遣し、通学の見守り活動を行います。
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⑦共生社会に向けたインクルーシブ教育システムの構築

共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築の理念のもと、

全校的な支援体制（基礎的環境整備）を整え、障がいの有無にかかわらず、

子どもの持てる力を最大限に伸ばす学習環境づくりや個に応じた適切な支援

（合理的配慮）の提供を行い、一人ひとりの学びを支える特別支援教育を推

進します。

⑧放課後・休日支援の充実

放課後や夏休みなどの休業中に、障がいのある児童に対し、生活能力の向

上を図るための訓練や居場所の提供を行うため、放課後等デイサービス事業

所の整備を推進します。

児童育成クラブにおいて必要に応じて支援員等を配置し、障がいのある児

童の受け入れ体制の充実に努めます。

医療的ケアを必要とする障がいのある児童に対し、生活能力の向上を図る

ための訓練や居場所の提供を行うため、放課後等デイサービス及び日中一時

支援事業を運営する事業者に対し、運営費の一部を補助するなどして、支援

体制の強化を図ります。

障がいのある児童の保護者の経済的負担を軽減し、その児童の生活能力の

向上が図られるよう、放課後等デイサービスを受けた際の費用を助成します。

⑨発達が気になる児童等の支援

発達障がいやその心配のある青少年が、日常生活や社会生活を円滑に送る

ことができるよう、青少年発達サポートセンターにおいて、相談支援や療育

支援、交流事業を行うとともに、研修会を実施するなどして、地域における

支援体制の強化を図ります。
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【主な事業】

事業名 内容 担当課

まなびサポート事

業

特別な教育的支援を必要とする子どもの教育的

ニーズを的確に把握し、環境を整え、より豊かな

園・学校生活を実現できるよう、子ども・保護者・

学校を支援します。また、研修にて通常の学級や

特別支援学級の担任、通級指導教室担当、特別支

援教育コーディネーター、心身障がい児補助教

員・⽀援員等の資質・⼒量の向上を図ります。

教育研究セン

ター

通級指導教室

特別な教育的支援を必要とする子どもに対して、

一人ひとりの教育的ニーズに応じたプログラム

を組み、個別または⼩集団で指導を⾏い、成⻑を

促します。

教育研究セン

ター

巡回訪問看護事業

【再掲】

医療的ケアを必要とする⼦どもが在籍する市⽴

小・中学校、保育園、幼稚園、認定こども園及び

児童育成クラブを看護師が巡回訪問をしてケア

を実施します。学内だけではなく、校外学習や修

学旅⾏への対応も個別にできるよう、業務の範囲

を⾒直していきます。

教育研究セン

ター

特別支援学級等の

整備

特別な教育的支援の必要な児童生徒が、より身近

な場所で適切な指導や⽀援が受けられるよう、市

⽴⼩・中学校に特別⽀援学級や通級指導教室を整

備します。

指導課

県⽴特別⽀援学校

の誘致の推進

より身近な場所で、教育的ニーズに対応した指導

や⽀援が受けられるよう、県⽴市川特別⽀援学校

の誘致に向けて千葉県と協議を進めます。

教育政策課

特別支援学校通学

支援事業

市川特別⽀援学校⾼等部へ⾃⼒通学する⽣徒で、

⼀⼈での通学に不安のある⽣徒の通学時、ボラン

ティアが⾒守りを⾏います。

障がい事業課

学校施設のバリア

フリー化

児童生徒の教育的ニーズに応じて、スロープや多

機能トイレ、エレベーターなどの設備や学習環境

を整えるとともに備品等の整備を進めます。

教育施設課

情報教育推進事業
児童⽣徒の情報活⽤能⼒のさらなる向上が図られ

るよう、ＩＣＴ環境を計画的に整備します。
指導課

特別支援教育就学

奨励費

市内の特別支援学級及び通常学級に在籍する児

童⽣徒（学校教育法施⾏令第２２条の３に規定す

る障害の程度に該当する児童⽣徒）の就学に関し

て、経済的負担を軽減するため、学用品費や学校

給⾷費等の⼀部を援助します。また通級教室利⽤

学務課
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事業名 内容 担当課

者には交通費の一部を援助します。

交流及び共同学習

【再掲】

特別支援学級と通常の学級の子どもたちが共に

学ぶ機会が得られるよう計画的に実施します。
指導課

居住地校交流の推

進【再掲】

本市在住の特別支援学校に在籍する児童生徒が、

地域の⼩・中学校において交流を図る「居住地校

交流（県の事業）」を推進していきます。

指導課

放課後等デイサー

ビス事業

学校通学中の障がいのある子どもに対して、放課

後や夏休み等の⻑期休暇中に⽣活能⼒向上のた

めの訓練等を継続的に提供し、学校教育と相まっ

て⾃⽴を促進するとともに、放課後等の居場所を

提供します。

障がい事業課

障がい福祉課

児童育成クラブ

保護者が就労などにより昼間家庭にいない小学

⽣を対象に、放課後や夏休みなどに⽀援を⾏いま

す。

⻘少年課

⻘少年発達サポー

トセンター

小学生から 25 歳までの発達障がいのある人と発

達障がいの心配のある人に、専門性の高い相談や

療育⽀援を⾏います。また、発達が気になる児童

生徒の通学する学校を支援し、連携を図ります。

障がい事業課
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基本施策（３）就学・進学相談の充実

【現状と課題】

子どもたちが心豊かに学び、一人ひとりの個性や可能性を伸ばしていくため

には、教育的ニーズを踏まえながら、それぞれの能力や状況に応じたきめ細や

かな教育や支援に取り組むことが需要です。

国では、平成 25 年 9 月の学校教育法施行令の一部改正により、従来の就学

先決定の仕組みから、障がいのある児童生徒とその保護者の意見を尊重し、教

育的ニーズと必要な支援について合意形成を行うことを原則として就学先を決

定する仕組みに改めました。

市では、これまでも教育研究センターのまなびサポート事業において、特別

な教育的支援を必要とする子ども一人ひとりの教育的ニーズに応じた就学相談

を行ってきました。

このような中で、市民アンケート調査では、18 歳未満の人の充実してほしい

こととしては「就学後療育・教育の充実」、「就学・進路指導の充実」といっ

た就学や進路に関する項目が上位となっています。

今後も、特別な教育的支援を必要とする子どもの持てる力を最大限に伸ばす

ことができるように学習環境を整えるとともに、子どもやその保護者がより良

い学校を選択できるように必要な情報を提供していくことが重要です。

本人や保護者の希望を尊重した就学相談に努め、就学後も継続した丁寧な相

談を実施することが必要です。
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【取り組みの方向性】

①就学相談体制の充実

特別な教育的支援を必要とする子ども一人ひとりの教育的ニーズを把握し、

本人及び保護者の希望等を尊重しながら、子どもにとってより良い進路選択

ができるよう、就学相談に努めます。

②進路選択の⽀援

小・中学校修了後の就学に向けて、障がいのある児童生徒及びその保護者

の希望を尊重し、教育的ニーズと必要な支援について合意形成を図り、より

良い進路選択ができるよう努めます。

就学説明・相談会や学校見学会の周知などを実施し、進路選択の機会の充

実を図ります。

児童生徒の就学進路先の学校や企業、福祉関係機関等と情報交換や連携を

図りながら、児童生徒の状況把握に努めます。

【主な事業】

事業名 内容 担当課

まなびサポート事

業【再掲】

特別な教育的支援を必要とする子どもの教育的

ニーズを的確に把握し、環境を整え、より豊かな

園・学校生活を実現できるよう、子ども・保護者・

学校を支援します。また、研修にて通常の学級や

特別支援学級の担任、通級指導教室担当、特別支

援教育コーディネーター、心身障がい児補助教

員・⽀援員等の資質・⼒量の向上を図ります。

教育研究セン

ター
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基本施策（４）ライフステージに応じた切れ⽬のない⽀援体制の充実

【現状と課題】

浦安で子どもを産みたい、育てたいと思えるような環境を整えていくために

は、出産や子育てに関する不安感や負担感を軽減し、妊娠・出産・子育て支援

までの切れ目のない支援体制の充実が必要です。

市では、ライフステージを通じた支援ツールである「サポートファイル」活

用の促進について検討し、必要とする人へ配布するなどして、切れ目のない支

援に取り組んできました。

また「青少年発達サポート事業」では、就学後から 25 歳までの発達障がい

や発達に心配のある青少年に対する途切れのない支援の充実を図っています。

今後は、保健・医療・福祉・保育・教育などが連携を図りながら、医療的ケ

アが必要な児童への支援体制の強化を図る必要があります。

【取り組みの方向性】

①発達段階に応じた支援体制の充実

児童発達支援センターの機能を有する「こども発達センター」を中心に、

福祉担当課、教育委員会、当事者団体、障がい児通所支援事業所など、関係

者による連携の強化を図ります。

「自立支援協議会（こども部会）」における協議を行いながら、ライフス

テージを通じた途切れのない支援の推進を図ります。

②サポートファイルの活用の推進

各機関での支援計画の作成を推進し、一人ひとりの教育的ニーズや支援内

容を記録して家族や関係機関が情報を共有するための「サポートファイル」

を活用しながら、就学前療育（教育）から就学後療育（教育）へのスムーズ

な移行や親と子どもの支援体制の充実など、療育及び教育体制の充実を推進

していきます。
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③医療的ケアが必要な児童への⽀援体制の推進

医療的ケア児が適切な支援を受けられるように、保健、医療、障がい福祉、

保育、教育等の関係機関による連携を図るための協議の場を設置し、支援体

制の強化について検討を継続します。また、医療的ケア児のコーディネータ

ーの設置についても検討します。

医療的ケアを必要とする子どもが在籍する市立小・中学校及び児童育成ク

ラブに看護師が巡回訪問をしてケアを実施します。

【主な事業】

事業名 内容 担当課

こども発達センタ

ー【再掲】

発達に心配のある子どもとその保護者を支援す

るため、⼦どもの発達に係る個別療育や集団指

導、保育所等訪問支援、施設指導⽀援を⾏う。

こども発達セン

ター

⻘少年発達サポー

ト事業【再掲】

小学生から概ね 25 歳までの発達障がいのある

人と発達障がいの心配のある人に、専門性の高

い相談や療育⽀援を⾏います。また、発達が気

になる児童生徒の通学する学校を支援し、連携

を図ります。

障がい事業課

⾃⽴⽀援協議会の

開催【再掲】

障がいのある子どもへの支援の充実を図るた

め、福祉担当課、こども発達センター、教育委

員会、当事者団体、障がい児相談支援事業所、

障がい児通所支援事業所等の関係機関による連

携の強化を図ります。

障がい事業課

サポートファイル

の活用

一人ひとりの教育的ニーズや支援内容を記録し

て家族や関係機関が情報を共有するための「サ

ポートファイル」を活⽤しながら、就学前療育

（教育）から就学後療育（教育）へのスムーズ

な移⾏や親と⼦どもの⽀援体制の充実を図りま

す。

障がい事業課

医療的ケア児対策

協議会の開催

【再掲】

医療的ケアの必要な児童やその家族の地域にお

ける⽀援体制を整備するため、医療、保健、福

祉等の関係機関との連携を図ります。

障がい事業課

巡回訪問看護事業

【再掲】

医療的ケアを必要とする⼦どもが在籍する市⽴

小・中学校、保育園、幼稚園、認定こども園及

び児童育成クラブを看護師が巡回訪問をしてケ

アを実施します。学内だけではなく、校外学習

や修学旅⾏への対応も個別にできるよう、業務

の範囲を⾒直していきます。

教育研究センタ

ー
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施策の方向

基本施策（１）就労支援体制の充実と障がい者雇用の促進

【現状と課題】

障がいのある人が、住み慣れた地域で自立した生活を送ることができる社会

を実現するためには、総合的に雇用対策を推進することが必要です。

障害者雇用促進法では、従業員が一定数以上の規模の事業主は、従業員に占

める障がいのある人の割合を法定雇用率以上にする義務があり、国及び地方公

共団体では 2.5％、民間企業は 2.2％となっており、また令和３年度（2021

年度）ではさらに 0.1％ずつ引き上げられる予定となっています。

市では、千鳥地区ワークステーションにおいて、特例子会社や就労継続支援

Ｂ型などの福祉的就労の場と、就労に係る相談支援を行う就労支援センターを

設置し、総合的に障がいのある人の就労支援を行ってきました。

またこの就労支援センターにおいては、就労相談や職場定着支援、離職者支

援等を行うなど、障がいのある人と企業との懸け橋となり、企業が障がいのあ

る人を安心して雇用することができる体制整備を図ってきたところです。

さらに市では、市役所内にワークステーションを設置し、知的障がいや精神

障がいのある人などを雇用しながら、一般就労につながるよう就労支援を行っ

ています。

このような中で、市民アンケート調査では、今後（将来）の就労希望として

「働きたい」と回答した人は 36.4％（障がい種別：知的障がい 51.0％、精神

障がい 56.4％）、働くために必要なこととして「障がいの合った仕事であるこ

と」と回答した人は 20.3％、「勤務時間や日数が調整できる」が 19.9％、「周

囲の障がいへの理解」が 15.0％となっています。

障がいのある人の希望と適性に応じた就労ができるよう、就労支援センター

を中心に、地域の就労支援事業所等と連携を図りながら、障がいのある人の就

労支援の促進を図るとともに、新たな雇用の創出に向けて、取り組む必要があ

ります。

雇用・就労支援の推進５
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【取り組みの方向性】

①就労支援体制の充実と関係機関との連携強化

就労支援センターにおいて、就労相談や職場実習や職場定着支援、離職者

支援を行うなどして、障がいのある人と企業との懸け橋となりながら、企業

が障がいのある人を安心して雇用できる体制整備を図ります。

市、就労支援センター、就労支援事業所、特別支援学校、ハローワーク等

の関係機関から構成される就労支援ネットワーク会議を開催し、就労支援体

制の強化を図ります。

「自立支援協議会地域生活支援部会」において、障がい者の就労に係る諸

問題の解決に向けて協議を行います。

②障がい者雇用の促進

市内に居住する障がいのある人を雇用・実習の受け入れを行う事業主に対

し、高年齢者・障がい者雇用促進奨励金や障がい者職場実習奨励金を交付す

るなどして、障がいのある人の雇用拡大を図ります。

市では引き続き、障がいのある人の雇用を積極的に行うとともに、市役所

内に設置したワークステーションにおいて、知的障がいや精神障がいのある

人を雇用しながら、就労支援を行います。

企業に対し障がいの特性や障がいのある人の理解を促進し、障がいのある

人が継続して就労できるよう、権利擁護センターにおいて、周知啓発を図り

ます。

短期間雇用やテレワークの活用、農福連携の取り組みなどを参考にしなが

ら、新たな雇用の創出に向けて検討を行います。

障がいのある人が継続して就労することができるよう、重度訪問介護や同

行援護などの運用を検討します。

【主な事業】

事業名 内容 担当課

就労支援センター

障がいのある人が就労の場や機会を得られるよ

う、就労相談、就労訓練、ジョブコーチ支援、就

職活動⽀援、職場開拓、定着⽀援、離職者⽀援な

どを⾏います。

障がい事業課

就労支援ネットワ

ーク会議の開催

障がいのある人の就労支援体制の強化を図るた

め、市、就労支援センター、就労支援事業所、特
障がい事業課
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事業名 内容 担当課

別支援学校、ハローワーク等の関係機関から構成

される就労支援ネットワーク会議を開催します。

⾃⽴⽀援協議会

（地域生活支援部

会）の開催

障がいのある人の地域生活における課題を解決

するため、関係機関から構成される⾃⽴⽀援協議

会（地域生活支援部会）を定期的に開催します。

障がい事業課

雇⽤促進奨励⾦

雇用機会の拡大並びに福祉の増進を図るため、市

内に居住する高齢者及び障がいのある人を雇用

する事業主に対し、雇⽤促進奨励⾦を交付しま

す。

商工観光課

障がい者職場実習

奨励⾦

雇用機会の拡大を図るため、市内に居住する障が

いのある人を職場実習に受け入れた事業主に対

し、職場実習奨励⾦を交付します。

商工観光課

ワークステーショ

ン事業（市役所内）

市役所内にワークステーションを設置し、知的障

がいや精神障がいのある人などを会計年度職員

として雇用しながら就労⽀援を⾏います。

障がい事業課

障がい者権利擁護

センター【再掲】

障がい者の虐待及び差別について一体的に相談

を受け、必要な⽀援や保護等を⾏います。
障がい事業課
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基本施策（２）福祉的就労の促進

【現状と課題】

障がいのある人が自立して生活を送るためには、重度の障がいがあっても、

多様な働き方ができる環境を整備することが必要です。

国では、平成 30 年度（2019 年度）に就労継続支援における賃金・工賃向

上の取り組みとして、一般就労への定着実績等に応じた報酬体系を設定すると

ともに、一般就労に移行した障がいのある人の生活面の支援を行う新たなサー

ビスである「就労定着支援」を創設し、報酬を設定したところです。

市では、国等による障害者就労支援施設等からの物品等の調達の推進等に関

する法律（以下「障がい者優先調達法」という）に基づき、市における障がい

者就労施設等からの物品等の調達を計画的に推進するため、「障がい者就労施

設等からの物品等調達推進方針（以下「優先調達方針」という）」を策定し、

毎年度、調達目標金額を設定しながら、障がいのある人の賃金・工賃向上を図

る取り組みを進めてきました。

また、市内の就労支援事業所で構成された「福祉事業体」において共同受注・

共同販売を行い、就労の拡大に取り組んでいます。

さらに市内の就労継続支援を運営する事業者に対し、運営費の一部を補助す

るなどして、重度障がいのある人の就労の確保に努めているところです。

このような中で、市民アンケート調査では、知的障がいのある人が働きたい

場所について、「就労継続支援や就労移行支援事業所」と回答した人は 38.4％

となっています。

今後についても、重度障がいのある人の就労先であり、また特別支援学校の

進路先のひとつでもある就労継続支援や就労移行支援、生活介護事業所などの

福祉的就労の充実を図るとともに、賃金・工賃向上の取り組みを推進する必要

があります。



72

【取り組みの方向性】

①福祉的就労における就労支援の充実

公共施設内にある喫茶店等を、障がいのある人の働く場として提供するな

どして、福祉的就労の場の確保に努めます。

市内の就労継続支援を運営する事業者に対し、運営費の一部を補助するな

どして、重度障がいのある人の就労支援体制の充実に努めます。

②優先調達の推進

優先調達推進方針に基づき、市及び関係機関からの発注の促進に努めると

ともに、定期的な販売の機会や販路の拡大を図り、引き続き、賃金・工賃向

上を図ります。

【主な事業】

事業名 内容 担当課

浦安はたらく場福

祉マップによる情

報提供

障がいのある人が働く場を探すことができる福

祉マップを、市ホームページなどを活用して情報

の提供を⾏います。

障がい事業課

重度障がい者⽀援

事業所運営費補助

事業【再掲】

重度障がいのある⼈を⽀援する⽣活介護、⾃⽴訓

練、就労移⾏⽀援、就労継続⽀援、グループホー

ム、短期入所事業を運営する事業者に対し、人員、

設備費⽤等の運営費補助を⾏います。

障がい事業課

うらやす市ハンド

メイドＢＯＯＫの

配布

就労施設等の受注・販売を拡大するため、製品や

受注業務のカタログを作成し配布します。
障がい事業課

就労支援ネットワ

ーク

障がい者就労支援ネットワーク会議を定期的に

開催し、⾏政、特別⽀援学校、ハローワーク等関

係機関との連携を強化していきます。

障がい事業課

身体障がい者福祉

センター

【再掲】

⾝体障がいのある⼈を対象に、⽣活介護、⾃⽴訓

練（機能訓練）、地域活動支援センターⅡ型の事

業を⾏います。痰の吸引、経管栄養などの医療的

ケアを提供します。

障がい事業課

障がい者福祉セン

ター【再掲】

知的障がいのある人を対象に、生活介護、就労継

続⽀援Ｂ型、計画相談⽀援の事業を⾏います。
障がい事業課

優先調達方針の策

定

優先調達推進方針に基づき、市及び関係機関から

の発注の促進に努めるとともに、定期的な販売の

機会や販路の拡⼤を図りながら、引き続き⼯賃向

上に取り組みます。

障がい事業課



73

施策の方向

基本施策（１）安全・安心に暮らすことができる防災体制の強化

【現状と課題】

近年、気候変動による台風の大型化や集中豪雨の頻発化、近い将来に発生が

指摘されている大規模地震など、自然災害のリスクが高まっています。

このような中、障がいのある人や高齢者、乳幼児などの防災施策において特

に配慮を要する人（以下「要配慮者」という）は、ひとりで身の安全を確保し、

避難行動に移ることが容易ではないことから、周囲に暮らす地域住民が安否確

認を行いながら避難行動を支援する必要があります。

また令和２年（2020 年）の新型コロナウィルス感染症の急速な拡大にみら

れるように、今後は感染症防止策を図りながら、避難行動を行う必要もありま

す。

国では、平成 25 年（2013 年）6 月の災害対策基本法の一部改正により、

高齢者、障がいのある人、乳幼児等の防災施策において特に配慮を要する人（以

下「要配慮者」という）のうち、災害発生時の避難等に特に支援を要する人の

名簿（以下「避難行動要支援者名簿」という）の作成を義務付けることなどが

規定されました。

市では、災害時において迅速で的確な対応が行えるよう、平成 26 年（2014

年）に「福祉避難所設置・運営に関するマニュアル」を策定するとともに、市

内福祉サービス事業所と福祉避難所の協定を締結するなどして、災害時におけ

る要配慮者の支援体制について整備を図ってきました。

このような中で、市民アンケート調査では、災害時の備えとして「準備をし

ている」と回答した人は 44.4％、準備をすることができない理由として「何を

準備すればいいか分からない」が 60.1％、災害発生時に困ることや不安なこと

は「自宅で避難していたいが水や食料が入手できるか不安」が 40.2％、「避難

所で他人と一緒に過ごすこと」が 32.6％となっています。

また障がい者団体のヒアリングでは、「避難所や福祉避難所がどこに設置さ

れ、どのように運営されるの分からない」などの意見もあります。

障がいのある人が地域で安心して暮らしていくためには、市民一人ひとりが

主体的に適切な行動を取り、多様な主体が協力して助け合えるよう、防災意識

の向上と知識の普及・啓発を図る必要があります。

生活環境の整備６



74

また要配慮者が避難を行う福祉避難所においては、市内福祉サービス事業所

などと連携を図りながら、発電機や蓄電池などの必要な物資や機材を備蓄する

必要もあります。

【取り組みの方向性】

①災害時要配慮者の支援体制の充実

災害時において、要配慮者が迅速かつ適切に避難行動が行えるよう、個別

支援計画の作成に向けて取り組みます。

聴覚障がいや視覚障がい、内部障がいなど、外見からでは支援が必要であ

ることが分かりにくい人や、意思表示が難しい人などが、災害時に支援が必

要であることを伝えられるよう、「災害時要配慮者バンダナ」の配布を継続

します。

②自主防災組織との連携強化

自主防災組織、民生委員、消防団などにより、災害発生時の安否確認や救

助、避難誘導、日頃の見守り支援が行える体制を整えるため、災害時要配慮

者名簿の登録・更新を行います。

自主防災組織が実施する防災訓練や災害対策マニュアル等の作成を支援し

ます。

③福祉避難所の機能強化

災害時において要配慮者が安心して避難生活を送ることができるよう、市

内福祉サービス事業所などと連携しながら福祉避難所の体制整備を図ります。

災害時において福祉避難所が円滑な運営を行うことができるよう、定期的

に訓練を実施します。

災害時において要配慮者が安心して避難生活を送ることができるよう、「災

害時における福祉避難所の設置運営に関する協定」を締結した福祉サービス

事業所等に物資や器材の備蓄に対する補助を行います。

災害時において要配慮者の福祉避難所における生活を適切に支援できるよ

う、「災害時によける要配慮者の介護支援に関する協定」を締結し、災害時

における福祉人材の確保に努めます。

災害時において要配慮者が福祉用具を必要とした時に対応するため、「災

害時における福祉用具等の供給に関する協定」を締結し、ベッドや車いすな

どの福祉用具の供給ルートを確保します。



75

④防災意識の向上の推進

災害時において迅速かつ適切な避難行動をとることができるよう、避難所

や福祉避難所の機能・運営について、広く市民に周知啓発を行います。

防災講演会等を通じて、支援者及び要配慮者双方の防災意識の向上に取り

組みます。

市庁舎及び関係施設の防災訓練に障がいのある人の避難誘導訓練を取り入

れて実施します。

市民の防災意識の向上を図るため、市総合防災訓練を開催します。

⑤緊急時の連絡体制の充実

聴覚や言語等に障がいのある人が、火災や緊急時に、消防車・救急車の出

動要請を行うことができるよう、緊急通報システムの利用を促進します。

重度の障がいのある人が安心して生活できるよう、緊急時の 24 時間応答

が可能な緊急通報装置の利用を促進します。

聴覚や言語に障がいのある人が、緊急時に自らの意思を伝えることができ

るよう、「救急メディカルカード」や「救急医療キット」の利用促進を図り

ます。
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【主な事業】

事業名 内容 担当課

災害時要配慮者支

援事業

災害発生時の安否確認や救助、避難誘導、日頃の

⾒守り⽀援が⾏える体制を整えるため、災害時要

配慮者名簿の登録・更新を⾏いながら、避難支援

などに必要な範囲において⺠⽣委員や自主防災

組織へ名簿を交付します。

また、個別支援計画の作成に取り組みます。

社会福祉課

障がい福祉課

災害時要配慮者用

バンダナの配布

外⾒からは⽀援が必要であることが分からない

障がいのある人や意思表示が難しい人が、災害時

に支援が必要であることを伝えることができる

バンダナを配布します。

障がい事業課

自主防災組織育成

事業

災害に備える住⺠の⾃主的な組織を育成するた

め、防災研修会の開催及び自主防災組織が⾏う事

業や資機材等を購入した際の費用の一部を補助

し、活動の⽀援を⾏います。

危機管理課

福祉避難所避難訓

練の実施

災害時において福祉避難所が円滑な運営を⾏う

ことができるよう、定期的に避難訓練を実施しま

す。

危機管理課

障がい事業課

高齢者福祉課

福祉避難所支援事

業補助⾦

福祉避難所の機能の充実を図るため、市と「災害

時における福祉避難所の設置運営に関する協定」

を締結した⺠間の事業者へ、福祉避難所に備蓄す

る物資や器材等の購⼊費に対する補助を⾏いま

す。また、福祉避難所となっている市内の公共施

設へ物資や器材等を設置します。

障がい事業課

高齢者福祉課

総合防災訓練
市⺠の防災意識の向上を図るため、市総合防災訓

練を開催します。
危機管理課

緊急通報システム

ＮＥＴ119

聴覚や言語等に障がいのある人等が、携帯電話

（スマートフォンを含む）のインターネット通信

機能を⽤いて、消防指令センターへ救急⾞や消防

⾞の出動要請が出来るシステムを運⽤します。

消防本部警防

課

救急メディカル情

報支援事業

聴覚や言語に障がいのある人等が、緊急時に自ら

の意思を伝えることができるよう、「救急メディ

カルカード」や「救急医療キット」の利⽤促進を

図ります。

救急⾞には、具合の悪い部位などに指をさして伝

えるための大型のカードを搭載します。

障がい事業課

障がい福祉課

高齢者福祉課

健康増進課

消防本部警防

課
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基本施策（２）安全・安心に暮らすことができる防犯体制の強化

【現状と課題】

障がいのある人が地域で安全・安心に過ごすためには、地域の防犯体制の強

化を図る必要があります。

近年、全国的に刑法犯認知件数は減少傾向にあり、本市においても、過去 10

年で最も多かった平成 24 年（2012 年）では 2,688 人でしたが、令和元年

（2019 年）は 1,299 人（△52％）となっています。

一方で、平成 28 年（2016 年）には、神奈川県相模原市の入所施設におい

て、障がいのある人を含め 45 人が被害を受ける凶悪事件が発生するなど、依

然として障がいのある人が犯罪に巻き込まれる事件が発生しています。

また、社会経済情勢やその時代の世相を反映して、様々な消費者トラブルも

発生しています。

市では、平成 17 年（2005 年）に「安全で安心なまちづくりの推進に関す

る条例」を制定し、地域住民の身近な場で発生する犯罪の未然防止と、市民一

人ひとりの防犯意識や地域防犯力を向上させるとともに、市民や事業者、市が

ぞれぞれの適切な役割のもと、相互の連携の強化を図り、犯罪が発生しにくい

環境づくりを推進してきました。

今後においては、多様化する犯罪に対応するため、市民の防犯意識の向上に

努めるとともに、警察や自治会などの関係機関と連携を図りながら、地域の防

犯力の強化が必要です。

消費者トラブルについては、未然に防止し、障がいのある人も安全で安心で

きる消費生活の実現に向けて取り組む必要があります。
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【取り組みの方向性】

①関係機関との連携・協⼒による防犯⼒の強化

自治会やボランティア団体等と連携を図りながら、地域の防犯力の強化を

図ります。

防犯活動を行う団体に対し、物資や防犯パトロールカーの貸出しを行うな

どして、地域の防犯に係るボランティア活動の支援を行います。

②安全で安心できる消費生活の実現

障がいのある人が消費者としての利益の擁護が図られるよう、相談、啓発、

情報提供などを行います。

【主な事業】

事業名 内容 担当課

防犯ボランティア
防犯に係るボランティア活動を支援します。

市⺠安全課

防犯パトロール活

動の支援

防犯パトロールの活動を⾏う団体に対し、物資の

無償貸与を⾏うとともに、防犯パトロールカーや

防犯パトロールバイクの貸出しを⾏います。

市⺠安全課

障がい福祉サービ

ス事業所防犯対策

強化整備費補助事

業

障がい福祉サービス事業所の防犯対策の強化を

図るため、市内の障がい福祉サービス事業所にお

ける防犯対策強化の整備に要する費用の一部を

補助します。

障がい事業課

消費生活啓発事業

障がいのある⼈が消費者としての利益の擁護及

び増進が図られるよう、相談、啓発、情報提供な

どを⾏います。

消費生活セン

ター
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基本施策（３）歩⾏空間・公共施設等のバリアフリーの推進

【現状と課題】

急速的に高齢化が進展する中で、高齢者や障がいのある人をはじめ、あらゆ

る人たちが様々な活動に参加できる環境づくりが必要です。

国では建物のバリアフリー化を推進するため、平成 6 年（1994 年）に「高

齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特殊建築物の建築の促進に関する法律

（以下「ハートビル法」という）が施行され、また移動手段の確保のため、平

成 12 年（2000 年）に「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移

動の円滑化の促進に関する法律（以下「交通バリアフリー法」という）が施行

されました。

このような中で、移動と利用の一体的なバリアフリー化を進めるため、平成

18 年（2006 年）に「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法

律（以下「バリアフリー法」という）が施行されました。

千葉県においては、誰もが住みよいやさしいまちづくりを推進するため、平

成８年（1996 年）に「千葉県福祉のまちづくり条例」を施行しました。

市では、平成 15 年（2003 年）３月にまちづくりの基本指針となる「都市

計画マスタープラン」を策定し、さらに市街地の変化や新たな社会潮流、災害

に強いまちづくりなどに対応するため、平成 25 年（2013 年）７月に「都市

計画マスタープラン」を改訂しました。

この「都市計画マスタープラン」では、市民一人ひとりの人権が保障され、

お互いの価値観などを尊重しながら生活を営み、また人々の心のふれあいや、

やさしさがあふれる「人権尊重のまちづくり」を基本理念として掲げ、取り組

みを進めてきました。

このような中で、障がい者団体のヒアリングでは、公共施設等のバリアフリ

ー化を進める取り組みや、公共施設等を利用するにあたっての安全性・利便性

の向上を図るための取り組みについての意見があります。

障がいのある人や高齢者を含め、誰もが暮らしやすい生活環境の実現に向け

て、安全で快適なやさしい歩行空間や公共施設等になるよう、バリアフリー化

を推進することが必要です。
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【取り組みの方向性】

①安全で快適な道路環境の整備

バリアフリー法及び千葉県福祉のまちづくり条例に基づき、安全で快適な

やさしい道路環境を整備するため、道路のバリアフリー化を推進します。

安全で快適な歩行空間を確保するため、自転車通行帯や自転車走行指導帯

など道路環境の改善や交差点の改良に取り組むとともに、市民ニーズに合わ

せた自転車駐車場の整備や運営に取り組みます。また放置自転車対策に努め

ます。

自転車利用についてのルールを周知啓発し、交通安全教育の充実に努めま

す。

音響信号の設置については、必要に応じて千葉県公安委員会に要望してい

きます。

道路の安全性・快適性の向上を図るため、障がいのある人に配慮した歩行

空間の整備に向けて取り組みます。

②安全で快適な公共施設の整備

公共施設の新築や改修の際は、誰もが利用しやすいユニバーサルデザイン

に配慮します。

③誰にもやさしい公共交通の充実

鉄道駅やバス停留所等のバリアフリー化を図るとともに、点字案内や音声

発生装置等の設置について、事業者に働きかけます。

駅利用者の安全性の向上を図るため、鉄道事業者や関係機関との連携・協

力により、市内３駅におけるホームドアの設置を促進します。

おさんぽバスがさらに活用され、魅力ある市民の足となるよう、地域の実

情に合った運行ルートの実現などに取り組むとともに、路線バス利用者の利

便性の向上を図るため、既存路線のルート変更や路線の新設などについて、

バス事業者と協議します。

バス事業者がノンステップバスを導入した際の費用の一部を補助するなど

して、バスのバリアフリー化を推進します。
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【主な事業】

事業名 内容 担当課

⾃転⾞駐⾞場の計

画的な整備・運営

市⺠ニーズに合わせた⾃転⾞駐⾞場の整備や運

営に取り組みます。また放置⾃転⾞対策に努めま

す。

市⺠安全課

鉄道駅へのホーム

ドア設置の促進

鉄道利⽤者のホームでの安全性を確保するため、

引き続きＪＲ京葉線新浦安駅・舞浜駅へのホーム

ドアの設置を要望していきます。

都市計画課

コミュニティバス

事業

ノンステップバスを使用した「おさんぽバス」を

運⾏し、障がいのある⼈や⾼齢者などの外出を⽀

援します。

都市計画課

浦安市バス利⽤促

進等総合対策事業

補助⾦

バス事業者が実施するノンステップバスの導入

に係る費用の一部を補助し、バスのバリアフリー

化を促進します。

都市計画課
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施策の方向

基本施策（１）こころ豊かに過ごすことのできる余暇活動の推進

【現状と課題】

スポーツや文化・芸術活動などへの社会参加は生活を豊かにし、地域とのつ

ながりを強めるものであり、積極的に促進していく必要があります。

こうした活動を広げるためには、障がいのある人が、これらの活動に参加し

やすい環境を整備することが必要です。

市では、平成 22 年度（2010 年度）に、日頃からスポーツを楽しみ、豊か

なスポーツを通して、市民一人ひとりが生涯にわたって心身ともに明るく健康

であることを願い「生涯スポーツ健康都市」を宣言し、市民が身近なところで

自分に合ったスポーツを生涯にわたり楽しめるよう、継続的な活動の普及と意

識の向上に努めてきました。

また、地域に根差した文化の更なる振興と活用をめざし、平成 30 年度（2018

年度）に「浦安市文化政策基本方針」を策定したところです。

このような中で、市民アンケート調査では、文化活動やスポーツ、レクリエ

ーションを「している」と回答した人は 34.2％で、地域活動に参加する際に困

ることとしては、「どんな行事や活動があるかわからない」が 19.5％、「興味

のある活動がない」が 17.9％、「会場までの移動が大変」が 14.0％となって

います。

障がいのある人がスポーツや文化・芸術活動を通じ、社会参加を図るために

は、これらの活動の情報提供を行うことが必要です。

また障がいのある人もない人も、ともに活動することを通じて、お互いの理

解が深められるよう、障がいのある人が、スポーツや文化・芸術活動に参加し

やすい環境を整備することが必要です。

⾃⽴と社会参加の促進７
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【取り組みの方向性】

①身近な地域における余暇活動の推進

社会との交流の促進を図るため、障がいの特性に合わせた地域活動支援セ

ンターを設置し、創作活動や生産活動の機会の提供を行います。

余暇活動等に参加することができる環境を整備するため、タクシーやバス

運賃の助成を行うとともに、移動支援事業等の充実を図ります。

②文化・スポーツ・芸術活動の充実

障がいのある人が参加しやすい講座やサークル活動などの実施を働きかけ

ます。

市主催の各種イベントなども、障がいのある人が参加しやすい配慮・工夫

をし、参加を促進します。

市内特別支援学級の児童生徒が、日ごろの学習成果を発表するとともに、

他校の鑑賞を通じて、児童生徒の個々の能力の伸長を行います。

障がいのある人のスポーツの普及や場の確保など、障がいのある人のスポ

ーツ活動を促進するとともに、千葉県が主催する「障害者スポーツ大会」へ

の参加を呼びかけます。

千葉県が設置する「障害者芸術文化活動支援センター」と連携を図りなが

ら、障がいのある人の芸術文化活動の振興を図ります。

③2020 東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた取り組み

東京オリンピック・パラリンピック競技大会を通して、障がいのある人へ

の理解を促進し、市民の相互理解による共生社会の実現に寄与します。

【主な事業】

事業名 内容 担当課

地域活動支援セン

ター経営事業費補

助事業【再掲】

地域活動支援センターを経営する事業者を対象

に、事業に要する経費の⼀部の補助を⾏います。
障がい事業課

身体障がい者福祉

センター【再掲】

⾝体障がいのある⼈を対象に、⽣活介護、⾃⽴訓

練（機能訓練）、地域活動支援センターⅡ型の事

業を⾏います。痰の吸引、経管栄養などの医療的

ケアを提供します。

障がい事業課
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事業名 内容 担当課

ソーシャルサポー

トセンター【再掲】

精神障がいのある人を対象に、地域活動支援セン

ターⅡ型、訪問看護、計画相談⽀援の事業を⾏い

ます。レクリエーション活動・軽作業・交流の場

の提供を⾏います。

障がい事業課

発達障がい者等地

域活動支援センタ

ー【再掲】

発達障がいのある人を対象に、地域活動支援セン

ターⅠ型を提供します。
障がい事業課

移動支援事業

【再掲】

障がいのある⽅が円滑に外出し、⾃⽴した⽇常⽣

活又は社会生活を営むことができるよう、ヘルパ

ーによる移動（外出）の⽀援を⾏います。

障がい事業課

障がい福祉課

浦安市社会教育関

係団体活動補助⾦

（浦安市軽スポー

ツ協会）

ボッチャ（重度脳性⿇痺者もしくは同程度の四肢

重度機能障がい者のために考案されたスポーツ）

協会に補助⾦を交付し、ボッチャの普及・振興を

促します。

市⺠スポーツ

課

公⺠館活動

（ き ぼ う ⻘ 年 学

級）

就労する知的障がいのある⼈の余暇⽀援・交流事

業として「きぼう⻘年学級」を開催します。
公⺠館

はっぴい発表会の

開催

市内特別支援学級の児童生徒が、日ごろの学習成

果を発表するとともに、他校の鑑賞を通じて、児

童⽣徒の個々の能⼒の伸⻑を⾏います。

教育研究セン

ター

2020 東京オリン

ピック・パラリン

ピック推進事業

大会に向けた本市の指針となる基本方針を定め、

取り組みを体系的にまとめた実⾏計画を策定し、

各課で取り組みを実施します。

2020 東 京 オ

リンピック・パ

ラリンピック

推進室
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基本施策（２）自主的活動の促進

【現状と課題】

障がいのある人の自立と社会参加を支援する施策を推進していくためには、

障がいのある人の意見を反映できるような環境を整えることが大切です。

市では、東野パティオ内に整備した地域福祉センターを障がい者団体の活動

の場として開放するとともに、障がい者団体の活動に係る費用の一部を補助す

るなどして、障がいのある人の自主的活動を促進しました。

また「自立支援協議会」においては、障がいのある人やその保護者からも様々

な意見をいただきながら、障がいのある人の地域生活における課題や取り組み

について協議を進めているところです。

自ら障がいや疾病等の経験を持ち、その経験を生かしながら、同じ課題や環

境を持つ方への支援を行うことは、安心感や自己肯定感を得られることにもつ

ながります。

そのため、障がいのある人及びその保護者、障がいのある人のきょうだい等

への活動を行う団体に対しても、支援していくことも必要です。

当事者団体のヒアリングでは、団体活動の課題として、「会員の減少、高齢

化が進んでいる」「新規加入の促進が難しい」などの意見が多くありました。

またそれにより、「当事者同士が気軽につながる機会が減少している」「家族

同士が日常の会話の中で相談や情報交換できる機会が減っている」という意見

もあり、団体活動は転換期を迎えています。

障がいのある人の自主的な活動が活性化していくことは、障がいのある人自

身にとっても、本市の障がい者施策にとっても意義があり、今後はこれまで以

上に、障がいのある人やその家族が意見を発信する機会を確保するとともに、

団体等の加入の促進と自主的活動の支援に努める必要があります。
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【取り組みの方向性】

①障がい者団体の支援・育成

障がい者団体等の育成を図りながら、その自主的活動の側面的支援を行い

ます。

各団体の活動の周知等の支援を行います。

各障がい者団体、社会福祉法人や民間事業所等との懇談・意見交換の場を

必要に応じて設け、連携の強化を図ります。

②意⾒を発信できる機会の確保

自立支援協議会をはじめとする会議等で、障がいのある人やその家族が意

見を発信する機会を確保します。

【主な事業】

事業名 内容 担当課

障がい福祉団体事

業費補助事業

障がい福祉団体が⾏う事業に要する経費の一部

を補助します。
障がい事業課

事業の後援（支援

団体等の後援）

市⺠活動団体等が、障がい福祉関係の講演会等の

事業や障がいのある人を対象としたイベントを

⾏う際に、周知広報の協⼒等、側⾯的⽀援を⾏い

ます。

障がい事業課

リフト付き大型バ

ス事業

福祉団体等に⾞いすのまま乗⾞できるリフト付

き大型バス「スマイル号」を貸し出します。
障がい事業課

⾃ ⽴ ⽀ 援 協 議 会

（本人部会）の開

催

障がいのある⼈同⼠で情報交換を⾏い、相互理解

を図るとともに、地域課題を提案します。
障がい事業課
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第２編

障がい福祉計画

障がい児福祉計画

障がい者計画
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成 果 目 標

施設入所者の地域生活への移行

国の基本指針（考え方）

・ 令和元年度末時点の施設入所者数の６％以上が地域生活へ移行することを

基本とする。

・ 令和５年度末時点の施設入所者数を令和元年度末時点の施設入所者数から

1.6％以上削減することを基本とする。

市の考え方

〇国の基本指針に基づき、以下の目標を設定します。

項目 目標

地域移行者数 令和元年度末時点の施設入所者数 54 人に施設入所を整備した

6 人を加えた 60 人のうち、令和 5 年度末までに 6％（４人）

以上の人を地域生活に移行する。

施設入所者数の

削減

令和元年度末時点の施設入所者数 54 人に施設入所を整備した

６人を加えた 60 人のうち、令和 5 年度末までに 5.0％（３人）

以上減らし 57 人以下にする。

【目標達成のための取り組み】

施設入所等から地域生活への移行には、障がいのある人の希望に応じ、ひと

り暮らしや家族との暮らし、共同生活援助（グループホーム）での暮らしなど、

多様な住まい方を支援するともに、日常的な相談支援や日中における活動の支

援、緊急時の対応など、総合的に支援できる体制づくりが必要です。

市では、令和２年 11 月に東野地区複合福祉施設内に地域生活支援拠点の機

能を有する共同生活援助（グループホーム）や短期入所（ショートステイ）な

どの多機能拠点を設置し、施設入所者等の地域への移行を包括的に支援する体

制を整備しました。

障がいのある人が住み慣れた地域で自立して生活を送ることができるよう、

地域生活支援拠点の機能強化を図るとともに、東野パティオ内に整備したグル

ープホームの体験利用を積極的に活用するなどして、障がいのある人の地域移

行を積極的に推進します。

また障がいのある人の住まいの場を確保するため、共同生活援助（グループ

ホーム）を整備する事業者に対し、整備に係る費用の一部を補助するなど、計

項目１
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画的に共同生活援助（グループホーム）の整備を行います。

また重度の障がいのある人は、従来から設置されている共同生活援助（グル

ープホーム）への入居が困難な状況もあることから、障がいの特性や状況に応

じた共同生活援助（グループホーム）の整備促進を図ります。

さらに障がいのある人が希望する一人暮らしなどを実現するとともに、居住

の安定を確保するため、住宅セーフティネットの構築に取り組みます。



92

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築

国の基本指針（考え方）

・ 精神障がいのある人の精神病床から退院後１年以内の地域における生活日

数の平均を 316 日以上とすることを基本とする。

・ 令和５年度末の精神病床における１年以上の長期入院患者数（65 歳以上・

未満）の目標値を、国が提示する推計式を用いて設定する。

・ 精神病床における早期退院率に関して、入院後３ヶ月時点の退院率につい

ては 69％以上、入院後６ヶ月時点の退院率については 86％以上及び入

院後１年時点の退院率については 92％以上とすることを基本とする。

市の考え方

〇市では、精神に障がいのある人が住み慣れた地域で安心して自分らしい暮らし

を送ることができるよう、関係機関と連携を図りながら、精神障がいにも対応

した地域包括ケアシステムの構築に取り組みます。

【目標達成のための取り組み】

精神障がいのある人が住み慣れた地域で安心して自分らしい暮らしを送る

ためには、医療、障がい福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、地域の支え

合い、教育などが包括的に確保されることが必要です。

そのためには、障がい福祉サービスや住まいなど、計画的に地域の社会基盤

を整備するとともに、市や障がい福祉サービス事業者等が、精神障がいのある

人の地域生活に関する相談に応じられるよう、関係機関による協議の場を通じ

て、連携を図りながら支援体制を構築する必要があります。

本市においては、令和２年（2020 年度）11 月に精神障がいのある人の生

活を地域全体で支える包括的な支援体制を構築するため、東野地区複合福祉施

設内に共同生活援助（グループホーム）や短期入所（ショートステイ）など、

地域生活支援拠点の機能を有する多機能拠点を整備したところです。

今後は、多機能拠点と基幹相談支援センターが連携を強化し、地域における

関係機関が分担して機能を担う「面的整備」を行いながら、地域生活支援拠点

の機能の充実に努めます。

また、精神障がいのある人は、将来、ひとり暮らしを希望し、また就労や日

中活動の場における相談支援等を利用されることが多いことから、住宅セーフ

ティネットの構築を図るため、庁内関係各課で検討を行います。

項目２
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さらに共同生活援助（グループホーム）を整備する事業者に対し、施設整備

に係る費用を一部補助するなどして、計画的にグループホームを整備し、障が

いのある人の住まいの場の拡充に努めます。

保健・福祉等の関係者の協議の場である自立支援協議会などを活用するなど

して、精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた協議を進

めます。

項目 活動指標

地域包括ケアシステムを構築するための協議の場の

開催回数
年４回以上

地域包括ケアシステムを構築するための協議の場に

おける目標設定と検証実施
年４回以上実施
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地域生活支援拠点等が有する機能の充実

国の基本指針（考え方）

・ 地域生活支援拠点等について、令和５年度末までの間に、各市町村又は各

圏域に１つ以上確保しつつ、その機能の充実のため、年１回以上、運用状

況を検証・検討することを基本とする。

市の考え方

〇障がいのある人の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、相談、緊急時の受

け入れ・対応、体験の機会・場、地域の体制づくりなどの居住支援のための機

能を有し、地域生活支援拠点の中核を担う多機能拠点を、令和２年 11 月に東

野地区複合福祉施設内に整備しました。今後は、地域生活支援拠点の機能の充

実を図るため、自立支援協議会を活用するなどして、毎年、運用状況の検証・

検討を行います。

【目標達成のための取り組み】

地域生活支援拠点の機能を有する共同生活援助（グループホーム）及び短期

入所（ショートステイ）の多機能拠点と、基幹相談支援センターを中心に、障

がい福祉サービス事業所等と連携し面的整備を行いながら、障がいのある人の

地域生活を支える仕組みを構築します。

また、地域生活支援拠点の機能強化を図るため、自立支援協議会などを活用

するなどして運用状況を検証、検討し、地域の実情に合わせた支援体制を構築

します。

項目 活動指標

地域生活支援拠点設置個所数 1 か所（面的整備）

機能検証の実施回数 毎年度、運用状況の検証・検討を実施

項目３
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福祉施設から一般就労への移行

国の基本指針（考え方）

・ 一般就労への移行者数を令和元年度の 1.27 倍以上とする

うち 就労移行支援を通じた移行者数：1.30 倍以上とする

就労継続支援Ａ型を通じた移行者数：概ね 1.26 倍以上

就労継続支援Ｂ型を通じた移行者数：概ね 1.23 倍以上

・就労定着支援の利用者：一般就労への移行者のうち、７割以上が利用する

・就労定着率８割以上の就労定着支援：７割以上とする

市の考え方

〇国の基本指針に基づき、以下の目標を設定します。

項目 成果目標

一般就労への移

行者数

就労移行支援事業等※1 を通じて一般就労に移行する者

令和元年度実績の 1.27 倍以上かつ就労系サービスの目標の合計値以上

【令和元年度実績】7 人 【令和 5 年度目標】９人以上

うち就労移行支援事業を通じて一般就労に移行する者

令和元年度実績の 1.3 倍以上

【令和元年度実績】３人 【令和 5 年度目標】４人以上

うち就労継続支援Ａ型事業を通じて一般就労に移行する者

令和元年度実績の 1.26 倍以上

【令和元年度実績】３人 【令和 5 年度目標】４人以上

うち就労継続支援Ｂ型事業を通じて一般就労に移行する者

令和元年度実績の 1.23 倍以上

【令和元年度実績】１人 【令和 5 年度目標】２人以上

就労定着支援事

業利用者数

就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者のうち就労定着支

援事業を利用する者

【令和 5 年度目標】 ７割以上

就労定着率※2 就労定着支援事業の就労定着率※2

【令和 5 年度目標】 就労定着率が 8 割以上の事業所を全体の 7 割以

上

※1 「生活介護」、「自立訓練」、「就労移行支援」、「就労継続支援」をいう。

※2 過去３年間の就労定着支援の総利用者数のうち前年度末時点の就労定着者数の割合

をいう

項目４
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【目標達成のための取り組み】

障がいのある人が、住み慣れた地域で自立した生活を送ることができる社会を

実現するためには、総合的に雇用対策を推進することが必要です。

このような中で、事業主には、従業者の一定割合（法定雇用率）以上の障がい

者雇用が義務付けられ、民間企業では 2.2％、国や地方公共団体は 2.5％以上の

障がいのある人を雇用する必要があります。

また障がいのある人が企業等に就職をした後に、職場環境や仕事内容、人間関

係等が要因で退職する人も少なくないことから、多様な雇用の場を創出するとと

もに、職場定着支援等の相談機能の充実も求められているところです。

このような中で、千鳥地区のワークステーションでは、特例子会社や就労継続

支援Ｂ型などの福祉的就労の場と、就労に係る相談支援を行う就労支援センター

を設置し、総合的に障がいのある人の就労支援を行っているところです。

この千鳥地区ワークステーションにおいては、障がいのある人の雇用の場や就

労支援の場として機能の充実を図るとともに、就労支援センターにおいては、就

労相談や職場実習、職場開拓、職場定着支援、離職者支援等を行うなど、障がい

のある人と企業との懸け橋となり、企業が障がいのある人を安心して雇用するこ

ことができる体制整備を行います。

また、市内に居住する障がいのある人を雇用する事業主に対し、高年齢者・障

がい者雇用促進奨励金や障がい者職場実習奨励金を交付するなどして、障がいの

ある人の雇用の促進を図ります。

さらに市では、引き続き、障がいのある人の雇用を積極的に行うとともに、市

役所内ワークステーションにおいては、知的障がいや精神障がいのある人が一般

就労に繋がるよう就労支援を行います。

市内の就労移行支援及び就労継続支援などを運営する事業者に対しては、運営

費の一部を補助するなどして、重度の障がいのある人の就労の場の確保に努めま

す。
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障がい児支援の提供体制の整備等

国の基本的指針（考え方）

・令和 5 年度末までに、児童発達支援センターを各市町村に 1 か所以上設置

するとともに、保育所等訪問支援を利用できる体制を構築することを基本

とする。

・主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサ

ービス事業所を各市町村に少なくとも１か所以上確保することを基本とす

る。

・各市町村において、保健、医療、障がい福祉、保育、教育等の関係機関等

が連携を図るための協議の場を設けるとともに、医療的ケア児等に関する

コーディネーターを配置することを基本とする。

市の考え方

〇国の基本指針に基づき、以下の目標を設定します。

項目 成果目標

児童発達支援センターの設置 令和元年度：1 か所 → 令和 5 年度：１か所

保育所等訪問支援の実施
令和元年度：2 か所 → 令和 5 年度：３か所

（必要とする保育所等の全数）

重症心身障がい児を支援する

児童発達支援事業所及び放課

後等デイサービス事業所

令和元年度：2 か所 → 令和 5 年度：３か所

（令和５年度内訳：児童発達支援１か所 放課後等デイ

サービス２か所）

協議の場の設置
保健、医療、障がい福祉、保育、教育等の関係機関等

が連携を図るための協議の場を設置する

コーディネーターの配置 医療的ケア児等に関するコーディネーター１人配置

【目標達成のための取り組み】

障がいのある児童が健やかに育つためには、地域で安心して子育てをするこ

とができる環境の整備が必要であり、その環境の整備のひとつとして、発達障

がいの診断等を専門的に行うことができる医療機関を確保することなども考

えられます。

市では中核的な療育支援施設として、児童発達支援センターの機能を有する

「こども発達センター」を設置し、こどもの発達に係る個別療育や集団療育を

実施するとともに、保育園及び幼稚園等を訪問しながら、保育園等の職員に対

項目５
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して集団生活に適応するための支援方法等の指導を行う保育所等訪問支援を

行っています

こども発達センターにおいては、引き続き、こどもの発達に係る個別療育や

集団療育、保育所等訪問支援を行うとともに、地域の児童発達支援及び放課後

等デイサービス、教育研究センター等と連携を図りながら、地域の療育支援体

制の充実に努めます。

また重度の障がいや医療的ケアを必要とする児童に対しては、児童発達支援

センターの機能を有するこども発達センターを中心に療育支援を行うととも

に、児童発達支援及び放課後等デイサービス等を運営する事業者に対しては、

運営費の一部を補助するなど、地域の療育環境の充実に努めます。さらに医療

的ケアを必要とする児童の地域生活を支援するため、自立支援協議会等を活用

するなどして、保健・医療・障がい福祉・保育・教育等の関係機関が連携を図

る場を設置するとともに、医療的ケア児等に関するコーディネーターの配置に

ついても検討を行います。

本市においては核家族化が進展する中で、子育て家庭においては、日頃から

相談したり、不安を分ちあえるような地域等との繋がりが希薄になっています。

このような中で、こどもの発達に課題や不安を抱える保護者が増えているこ

とから、ペアレントプログラムやペアレントトレーニングを活用した支援体制

についても検討を行います。
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相談支援体制の充実・強化等

国の基本指針（考え方）

・各市町村又は各圏域で、総合的・専門的な相談支援体制の実施及び地域の

相談支援体制の強化を実施する体制を確保することを基本とする。

市の考え方

〇地域における相談支援の中核的な役割を担う「基幹相談支援センター」では、

総合的・専門的な相談支援や、地域の相談支援体制強化の取組み、後方支援、

住宅入居等支援を行うなどして、地域の相談支援体制の強化を図ります。

○更なる相談支援体制の機能強化を図るため、自立支援協議会を活用するなどし

て、相談支援体制の検証・評価を行います。

○障がいのある人が有している様々な経験や情報を活かし、障がいのある人の目

線に立った相談支援を行う身体障がい者相談員・知的障がい者相談員を設置し、

きめ細やかな相談支援を行います。

○自らが障がいや疾病等の経験を持ち、その経験を生かしながら、同じ課題や環

境を持つ人への支援を行うことにより、安心感や自己肯定感が得られることか

ら、障がいのある人及びその保護者、障がいのある人のきょうだい等への活動

についても支援を行います。

〇複合化・複雑化した課題や制度の挟間で支援の届かない課題に対し、的確に対

応することができるよう、包括的な相談支援体制のあり方について検討します。

【目標達成のための取り組み】

障がいのある人が住み慣れた地域の中で自立して生活を送るためには、地域

における相談支援体制の充実を図る必要があります。

基幹相談支援センターでは、困難事例の対応や地域の相談支援事業所の後方

支援、関係機関との連携会議や事例検討会等の開催等により相談支援事業所の

人材育成を行うなど、地域における相談支援体制の充実・強化を図ります。

また、更なる相談支援体制の機能強化を図るため、自立支援協議会を活用す

るなどして、基幹相談支援センターを含め、運営状況を検証、検討しながら、

項目６
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地域の実情に合わせた相談支援体制を構築します。

障がいのある人が有している様々な経験や情報を活かし、身近な地域で障が

いのある人の目線に立った相談支援を行う身体障がい者相談員・知的障がい者

相談員を設置し、きめ細やかな相談支援を行います。

市障がい福祉課、基幹相談支援センター、相談支援事業所、身体障がい者相

談員・知的障がい者相談員等が相互に連携を図りながら、地域の相談支援体制

の強化に努めます。

地域住民等が支え合い、一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っ

ていくことのできる「地域共生社会」の実現に向けて、包括的な相談支援体制

のあり方について検討を行います。
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障がい福祉サービス等の質を向上させるための取り組みに係る

体制の構築

国の基本指針（考え方）

・各都道府県や各市町村において、サービスの質を向上させるための体制を

構築する。

市の考え方

〇サービス利用者にとって真に必要とされる質の高いサービスが提供されるよ

う、各種研修会を活用するとともに、障害者自立支援審査支払等システムによ

る審査結果等を福祉サービス事業所と共有を図りながら、サービスの質の向上

に努めます。

〇地域生活支援事業のうち市事業である移動支援や日中一時支援については、毎

年度、集団指導を実施するとともに、定期的に実地指導を行いながら、サービ

スの質の向上に努めます。

〇市内で事業を展開する社会福祉法人については、定期的に指導監査を行うなど、

適正な運営と社会福祉事業の健全な経営の確保を図ります。

〇地域における相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援センターや、東野地

区複合福祉施設内に整備した地域生活支援拠点の機能を有する多機能拠点に

ついては、自立支援協議会等を活用するなどして、運営状況を検証・検討しな

がら、サービスの質の向上に努めます。

○医療的ケアが必要な人や行動障がいのある人などに対して、専門的な対応が行

えるよう、地域生活支援拠点の機能を有する多機能拠点を中心に、専門的な対

応を行うことができる体制整備や人材の養成を行います。

【目標達成のための取り組み】

利用者一人ひとりの利用ニーズに的確に対応できるよう、質の高いサービス

が安定的に提供されることが求められています。

障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果を分析するなどして、そ

の結果を活用しながら、障がい福祉サービス事業所と共有する場を設置します。

項目７
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地域生活支援事業のうち市事業である移動支援や日中一時支援については、

毎年度、集団指導を実施するとともに、定期的に実地指導を行いながら、サー

ビスの質の向上に努めます。

市内で事業を展開する社会福祉法人については、各種法令又は通知等に定め

られた法人として遵守すべき事項について運営実態の確認を行いながら、適正

な法人運営と社会福祉事業の健全な経営の確保を図るため、３か年に１回、実

地で指導監査を行います。

障がい福祉サービス事業所については、市や千葉県等が開催する研修会へ事

業所職員の参加を促すとともに、障がい福祉サービス事業所を対象とした説明

会や自立支援協議会等を活用し、障がい福祉サービス事業所へ情報提供を行う

などして、サービスの質の向上に努めます。

また障がい福祉サービス事業所に対し、定期的に第三者評価機関による評価

を受けるよう、普及啓発を行います。

さらに医療的ケアが必要な人や行動障がいのある人に対し、専門的な対応を

行うことができるよう、障がい福祉サービス事業所等と連携を図りながら、支

援体制の構築を図るとともに、専門的な対応ができる人材の養成を行います。
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障害福祉サービス等の見込み量と確保策

１ 訪問系サービス

【サービスの概要】

サービス名 内 容

居宅介護（者・児） 自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。

重度訪問介護（者）

重度の肢体不自由者及び重度の知的・精神障がい者で常に介

護を必要とする人に、自宅や病院等で入浴、排せつ、食事の

介護・外出時における移動支援などを総合的に行います。

同行援護（者・児）

視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する人に、移動に

必要な情報の提供（代筆・代読を含む）、移動の援護等の外

出支援を行います。

行動援護（者・児）

知的障がいや精神障がいにより行動に著しい困難を有する人

が外出するときに、危険を回避するために必要な支援を行い

ます。

重度障害者等包括支援

（者・児）

介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービス

を包括的に行います。

※表中の「（者）」は「障がい者」、「（児）」は「障がい児」であり、それぞれが利用でき
るサービスです。

【サービス見込量（１月あたり）】

サービス名 単位
令和元年度
（実績値）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

居宅介護
実人数 182 185 187 189

時間数 3,890 3,964 3,998 4,032

重度訪問介護
実人数 6 7 7 7

時間数 2,185 2,549 2,549 2,549

同行援護
実人数 17 21 23 25

時間数 189 234 256 278

行動援護
実人数 7 11 13 15

時間数 425 669 790 912

※重度障害者等包括支援については、利用ニーズや市全体の社会資源等の状況を踏まえ、重度

訪問介護等により支援を行うなどのことから、サービス利用の見込みは無いものとします。
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【見込み量を確保するための方策】

障がいのある人が入所及び入院をする施設や病院から、地域での生活を送るた

めには、居宅介護や重度訪問介護等の訪問系サービスの果たす役割は、ますます

重要になることが予想されます。

障がいのある人が住み慣れた地域でいつまでも安心して生活を送るためには、

訪問系サービスの利用ニーズに応じたサービス量の確保が必要となります。

今後においては、障がい福祉サービス事業者と連携を図りながら、サービスの

提供基盤の整備を行うとともに、障がい福祉サービス事業所を対象とした事業者

説明会を活用するなどして、訪問系サービスの質の向上を図ります。

特に、行動援護及び同行援護については、市内の障がい福祉サービス事業所や

介護サービス事業所、新たな事業者の事業参入について促進を図ります。

また、従業者に住宅手当を支給している障がい福祉サービス事業所に対し、従

業員の住宅に係る費用の一部を補助するなどして、人材の確保や離職防止に努め

ます。

さらに居宅介護事業所の従業者が、医療的ケアを必要とする人の支援を安全に

行えるよう、喀痰吸引等研修の受講に要する費用の一部を助成するなどして、人

材の確保とサービスの質の向上に努めます。
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２ 日中活動系サービス

【サービスの概要】

サービス名 内 容

生活介護（者）
常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等

を行うとともに、創作的活動又は生産活動の機会を提供します。

自立訓練（機能訓練）

（者）

対象：身体障がい者

身体的リハビリや歩行訓練、コミュニケーション、家事等の訓練、

日常生活上の相談支援等を行います。

自立訓練（生活訓練）

（者）

対象：知的障がい者・精神障がい者

食事や家事等の日常生活能力を向上するための支援、日常生活上

の相談支援等を行います。

就労移行支援（者）
一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知

識及び能力の向上のために必要な訓練を行います。

就労継続支援（者）

一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、

知識及び能力の向上のために必要な訓練を行います。雇用契約に

基づいて労働の機会を提供する就労継続支援Ａ型事業と雇用契

約を結ばない就労継続支援Ｂ型事業があります。

就労定着支援（者）

一般就労へ移行した人に、就労や就労に伴う生活面の課題に対

し、就労の継続を図るために企業・自宅等への訪問等により必要

な連絡調整や指導・助言等を行います。（生活介護、自立訓練、

就労移行支援又は就労継続支援を利用して一般就労した方が対

象）

療養介護（者）
医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上

の管理、看護、介護及び日常生活の支援を行います。

短期入所（者・児）
自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施設

で入浴、排せつ、食事の介護等を行います。

※表中の「（者）」は「障がい者」、「（児）」は「障がい児」であり、それぞれが利用できるサービ

スです。
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【サービス見込量（１月あたり）】

サービス名 単位
令和元年度
（実績値）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

生活介護
実人数 173 189 197 205

延人日 3,344 3,653 3,808 3,963

自立訓練

（機能訓練）

実人数 2 5 8 12

延人日 33 83 132 198

自立訓練

（生活訓練）

実人数 7 8 9 10

延人日 91 104 117 130

就労移行支援
実人数 56 57 58 58

延人日 920 937 953 953

就労継続支援
（Ａ型）

実人数 57 58 58 59

延人日 1,089 1,108 1,108 1,108

就労継続支援

（Ｂ型）

実人数 175 191 199 207

延人日 2,740 2,991 3,116 3,242

就労定着支援 実人数 18 18 18 19

療養介護 実人数 7 7 7 7

短期入所（福祉型）
実人数 59 79 79 80

延人日 686 919 919 930

短期入所（医療型）
実人数 1 1 1 1

延人日 2 2 2 2

【見込み量を確保するための方策】

生活介護や就労継続支援等の日中活動系サービスは、身辺の自立や就労等を目

指した訓練を行うとともに、地域における社会参加を促進する重要な障がい福祉

サービスです。

市では、令和２年８月に東野地区複合福祉施設内に特別支援学校の卒業生の進

路先のひとつでもある生活介護事業所や、発達に障がいのある人の創作活動の場

である地域活動支援センターⅠ型を整備するとともに、同年 11 月には地域生活

支援拠点の機能を有する短期入所（ショートステイ）も整備したところです。

今後においても、特別支援学校卒業生の状況や利用ニーズを踏まえたうえで、

国及び千葉県の施設整備に係る補助金を活用しながら、日中活動系サービスを計

画的に整備します。

また重度障がいのある人に支援を行う事業所に対し、運営費の一部を補助する

などして、重度の障がいがあっても、安心して日中活動系サービスを利用するこ

とができる環境を整備します。
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さらに障がいのある人が住み慣れた地域で自立して生活することができるよ

う、東野地区複合福祉施設内に設置した地域生活支援拠点の機能を有する多機能

型拠点や、基幹相談支援センターを中心に、地域生活支援拠点の機能強化を図り

ます。
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３ 居住系サービス

【サービスの概要】

サービス名 内 容

自立生活援助（者）

障害者支援施設や共同生活援助（グループホーム）等を利用してい

た障がいのある人で一人暮らしを希望する人に対し、一定の期間に

わたり、定期的な巡回訪問や随時の対応により、一人暮らしに必要

な理解力や生活力を補うために必要な助言や医療機関等との連絡

調整など、適時のタイミングで適切な支援を行います。

共同生活援助（グ

ル ー プ ホ ー ム ）

（者）

夜間や休日に共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援助を行

います。また、入浴、排せつ、食事の介護等の必要がある方には、

介護サービスも行います。

施設入所支援（者）
施設に入所する人に、夜間や休日における、入浴、排せつ、食事の

介護等を行います。

【サービス見込量（１月あたり）】

サービス名 単位
令和元年度
（実績値）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

自立生活援助 実人数 2 3 3 4

内、精神障がい者

の自立生活援助
実人数 2 2 2

共同生活援助 実人数 76 105 113 121

内、精神障がい者

の共同生活援助
実人数 37 40 42

施設入所支援 実人数 54 60 60 59

【見込み量を確保するための方策】

障がいのある人が住み慣れた地域で安心して生活するためには、障がいのある

人の希望に応じた住まいの場の確保が必要です。

しかしながら、市内に共同生活援助（グループホーム）に転用できる物件の確

保が困難であることなどから、障がいのある人の利用ニーズに応じた十分なサー

ビスが提供されていないのが現状です。

共同生活援助（グループホーム）を整備する事業者に対し、国や千葉県の整備

に係る補助金等を活用するとともに、市でも整備に係る費用の一部を補助するな

どして、共同生活援助（グループホーム）の計画的な整備促進を図ります。

また小規模な共同生活援助（グループホーム）を運営する事業者に対しては、

運営に係る費用の一部を補助するなど、安定的な運営ができるよう側面的支援を

行います。

さらに重度障がいのある人や強度行動障がいのある人なども利用できる共同

生活援助（グループホーム）の整備についても検討を進めながら整備促進を図り
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ます。

施設入所を必要とする障がいのある人に対しては、安心して生活を送ることが

できるよう、令和２年度に市外の入所施設に緊急枠として６床分整備しました。

施設入所者については、令和２年 11 月に整備した地域生活支援拠点の機能を

有する多機能拠点を最大限に活用しながら、計画的に地域移行が図られるように

努めます。
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４ 相談支援

【サービスの概要】

サービス名 内 容

計画相談支援

（者・児）

障がいのある人が障害福祉サービス等を利用する際に、サービス等

利用計画などを作成し、サービス提供事業者との連絡・調整、モニ

タリングを行います。

地域移行支援（者）

施設入所や入院等をしている障がいのある人に対して、住居の確保

や、地域生活への移行等について、相談などの必要な支援を行いま

す。

地域定着支援（者）

居宅でひとり暮しをしている障がいのある人や、家庭の状況等によ

り同居している家族による支援を受けられない障がいのある人に

対して、常時の連絡体制を確保し、緊急時における連絡・相談など

の支援を行います。

【サービス見込量（１月あたり）】

サービス名 単位
令和元年度
（実績値）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

計画相談支援 実人数 208 212 214 216

地域移行支援 実人数 1 3 3 ４

内、精神障害者

の地域移行支援
実人数 2 2 2

地域定着支援 実人数 1 ３ 3 4

内、精神障害者

の地域定着支援
実人数 2 2 2

【見込み量を確保するための方策】

障がいのある人が住み慣れた地域で希望する生活を送るためには、身近な地

域で相談を受けることができる環境づくりが必要です。

しかしながら現在では、障がい福祉サービスを利用する際に必要なサービス

等利用計画を作成することができる計画相談支援事業所が不足しているところ

です。

基幹相談支援センターが市の中核的な相談機関として、地域の相談支援事業

所をバックアップするなどして基本相談支援の機能強化を図るとともに、サー

ビス等利用計画を作成する計画相談支援事業所に対しては、運営費の一部を補

助するなどして、市内の計画相談支援事業所の拡充を図ります。

また計画相談支援事業所の質の向上を図るため、毎年度、集団指導を実施す

るとともに、定期的に実地指導を実施するなどして、サービスの質の向上に努

めます。
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５ 障害児支援

【事業の概要】

事業名 内 容

障害児相談支援
障害児通所支援を利用する際の利用計画の作成から、利用後のモニ

タリングを一定期間ごとに行うなどの支援を行います。

児童発達支援
障がいのある未就学児に対して、日常生活における基本動作の指導

や、知識技能の付与、集団生活への適応のための訓練等を行います。

医療型児童発達支

援

上肢、下肢または体幹機能に障がいのある子どもに対して、日常生

活における基本動作の指導や、知識技能の付与、集団生活への適応

のための訓練等の支援や治療を行います。

放課後等デイサー

ビス

学校通学中の障がいのある子どもに対して、放課後や夏休み等の長

期休暇中に生活能力向上のための訓練等を継続的に提供し、学校教

育と相まって自立を促進するとともに、放課後等の居場所を提供し

ます。

保育所等訪問支援

障がいのある子どもが通う保育所等に訪問し、子どもや職員に対し

て、保育所等における集団生活の適応のための専門的な支援を行い

ます。

居宅訪問型児童発

達支援

重度障がいのある子どもで、障害児通所支援を利用するために外出

することが著しく困難な場合に、居宅を訪問して児童発達支援を行

います。

医療的ケア児に対

するコーディネー

ターの配置

地域における医療的ケア児のニーズ等を勘案し、医療的ケア児に対

する関連分野の支援を調整するコーディネーターを配置します。

【事業の量の見込み（１月あたり）】

サービス名 単位
令和元年度
（実績値）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

障害児相談支援 実人数 158 161 162 164

児童発達支援
実人数 151 154 155 157

延人日 1,176 1,200 1,207 1,223

医療型児童発達支

援

実人数 0 0 1 2

延人日 0 0 4 8

放課後等デイサー

ビス

実人数 251 255 258 260

延人日 2,334 2,371 2,399 2,418

保育所等訪問支援
実人数 10 10 10 10

延人日 10 10 10 10

居宅訪問型児童発

達支援

実人数 0 0 1 2

延人日 0 0 4 8

コーディネーター

の配置
実人数 0 0 1 1
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【見込み量を確保するための方策】

障がいのある児童が地域で健やかに育つためには，安心して子育てをすること

ができる環境を整備することが大切です。

未就学の障がいのある児童に対し療育等を行う児童発達支援や、就学中の障が

いのある児童に対し放課後の居場所を提供する放課後等デイサービスについて

は、利用ニーズが年々増加傾向にあることから、その利用ニーズに対応するため、

サービス量の適正な確保に努めるとともに、サービスの質の向上を図ります。

また「浦安市子ども・子育て支援総合計画」と連携を図りながら、児童発達支

援センターとしての機能を持つ「こども発達センター」を中心に、早期療育と障

がい児支援体制の充実を図ります。

さらに重度の障がいや医療的ケアを必要とする児童の利用ニーズにも対応し

た環境の整備を図ります。
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６ 地域生活支援事業

（１）必須事業

【事業の概要】

事業名 内 容

理解促進研修・啓発

障がいのある人に対する理解を深めるための研修や啓発（イ

ベントや教室の開催、パンフレットの配布等）を地域住民に

対して行います。

自発的活動支援
障がいのある人やその家族、地域住民等が自発的に行う活動

を支援します。

相談支援

障がいのある人やその保護者等からの相談に応じ、必要な情

報提供等を行います。また、自立支援協議会相談支援部会を

設置し、地域の相談支援体制やネットワークの構築を行いま

す。

成年後見制度利用支援事業

障害福祉サービスを利用し又は利用しようとする知的障が

い者又は精神障がい者であり、補助を受けなければ成年後見

制度の利用が困難である人について、後見人等の報酬等の経

費の一部について助成を行います。

意思疎通支援
障がいにより意思疎通を図ることに支障のある人に、手話通

訳や要約筆記により、意思疎通の円滑化を図ります。

日常生活用具給付等
障がいのある人に対し、日常生活用具を給付することで、日

常生活の便宜を図ります。

手話奉仕員養成研修 手話意思疎通支援を行う人の養成を行います。

移動支援
屋外での移動が困難な障がいのある人について、外出のため

の支援を行い、自立生活及び社会参加を促します。

地域活動支援センター

障がいのある人に相談支援事業を総合的に行うとともに、機

能訓練、社会適応訓練、創作活動の機会、食事、入浴サービ

スなどを提供します。
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【事業の量の見込み】

＜必須事業＞

事 業 名
令和元年度

（実績値）
令和３年度 令和４年度 令和５年度

理解促進研修・啓発事業 実施 実施 実施 実施

自発的活動支援事業 実施 実施 実施 実施

相談支援事業

障害者相談支援 ２か所 ４か所 ４か所 ４か所

基幹相談支援センター 実施（１） 実施（１） 実施（１） 実施（１）

基幹相談支援センター等機能強化事業 実施 実施 実施 実施

住宅入居等支援事業 実施 実施 実施 実施

成年後見制度利用支援事業（実人数）
※実利用件数

14 件 16 件 17 件 17 件

成年後見制度法人後見支援事業 実施 実施 実施 実施

意思疎通支援事業

手話通訳者・要約筆記者派遣事業
（利用件数／月）

38 件
（手話 26 件）

（要約 12 件）

38 件
（手話 26 件）

（要約 12 件）

38 件
（手話 26 件）

（要約 12 件）

39 件
（手話 27 件）

（要約 12 件）

手話通訳者設置事業 １か所２人 １か所２人 １か所２人 １か所２人

日常生活用具給付等事業（件数／年間）

介護・訓練支援用具 12 件 12 件 12 件 12 件

自立生活支援用具 22 件 22 件 22 件 22 件

在宅療養等支援用具 17 件 17 件 17 件 17 件

情報・意思疎通支援用具 45 件 45 件 46 件 46 件

排泄管理支援用具 922 件 925 件 933 件 941 件

居宅生活動作補助用具（住宅改修費） 6 件 6 件 6 件 6 件

手話奉仕員養成研修事業（実人数）
※養成講習修了人数

14 人 16 人 17 人 18 人

移動支援事業
実利用者数 458 人 536 人 540 人 545 人

延利用見込時間 48,793 時間 49,722 時間 50,147 時間 50,578 時間

地域活動支援センター

機能強化事業

市内センター利用 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所

市外センター利用 １か所 １か所 １か所 １か所

【見込み量を確保するための方策】

障がいのある人が、住み慣れた地域で自立した日常生活や社会生活を営むこと

ができるよう、地域の実情に応じて柔軟に対応することのできる地域生活支援事

業は重要です。

障がいや障がいのある人の市民への理解を深めるため、研修会や講演会を開催

するなどして、周知啓発に努めるとともに、障がいのある人と地域住民等が相互

理解を深められるよう地域活動を支援します。

地域の相談支援体制の充実を図るため、基幹相談支援センターの機能強化を図
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るために、自立支援協議会などを活用しながら検証を行います。

障がいのある人の権利を擁護するため、補助を受けなければ成年後見制度の利

用が困難である人を対象に、申立てに係る費用を助成するとともに、市民後見人

を活用した法人後見を支援するための研修会を開催します。

聴覚、言語機能、音声機能、視覚等の障がいがある人に対し、意思疎通支援を

行うため、市役所内に手話通訳者を設置するとともに、手話通訳者や要約筆記者

の派遣を行います。

障がいのある人の日常生活の利便を図るため、日常生活用具の給付を行います。

手話で意思疎通支援を行う人を養成するとともに、手話言語等の普及啓発を図

ります。

障がいがある人の社会参加を促進するため、移動が困難な障がいのある人に対

し、外出のための支援を行います。

障がいのある人の創作活動や、生産活動の提供、社会との交流の促進を図るた

め、地域活動センターの機能強化を図ります。
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（２）任意事業

【事業の概要】

事業名 内 容

日中一時支援事業

介護者が、緊急その他やむを得ない理由により介護すること

ができないとき、障がいのある人の日中における活動の場の

確保及び一時的な見守りを行います｡

訪問入浴サービス事業
重度の身体障がいのある人の居宅を訪問し、入浴サービスを

行い、身体の清潔の保持、心身機能の維持などを図ります。

【事業の量の見込み（年間）】

＜任意事業＞

事 業 名
令和元年度

（実績値）
令和３年度 令和４年度 令和５年度

日中一時支援事業
年間利用時間 133,539 136,081 137,244 138,423

実利利用者数 388 395 399 402

訪問入浴サービス事業
年間利用回数 475 550 575 600

実利用者数 10 10 10 10

【見込み量を確保するための方策】

障がいのある人が、住み慣れた地域で自立した日常生活や社会生活を営むこと

ができるよう、地域の実情に応じて柔軟に対応することのできる地域生活支援事

業は重要です。

その中でも、日中一時支援事業は、障がいのある人の家族等の一時的な休息を

支援する必要な事業であるとともに、訪問入浴サービス事業は、重度に障がいの

ある人がいつまでも在宅生活を送るためには必要であることから、利用ニーズに

応じたサービスが提供できるよう体制整備を図ります。

また日中一時支援事業については、毎年度、集団指導を実施するとともに、定

期的に実地指導を行いながら、サービスの質の向上を図ります。
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７ 地域生活支援促進事業

【事業の概要】

事業名 内 容

障害者虐待防止対策支援事

業

障がいのある人への虐待を防止するための連携体制の整備

や啓発活動を行います。

医療的ケア児等総合事業
医療的ケアを必要とする児童の地域における受入れが促進

されるよう、体制整備を行います。

成年後見制度普及啓発事業 成年後見制度の利用促進のため、普及啓発事業を行います。

発達障害児等及び家族等支

援事業

ペアレントメンタ－の養成や、ペアレントプログラム、ペア

レントトレーニング、ピアサポートの推進及び青少年の居場

所作り等を行い、発達に障がいのある人及びその家族に対す

る支援体制を構築する。

特別促進事業
地域の特性等に応じた政策的な課題の解決を図るための事

業を行います。

【事業の量の見込み（年間）】

事 業 名 令和元年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

障害者虐待防止対策支援事業 実施 実施 実施 実施

医療的ケア児等総合事業 実施 実施 実施 実施

成年後見制度普及啓発事業 実施 実施 実施 実施

発達障害児等及び家族等支援事業 実施 実施 実施 実施

特別促進事業 実施 実施 実施 実施

【見込み量を確保するための方策】

障がい者虐待を防止する取り組みとして、相談支援事業所などの関係機関との

連携強化や、市民や福祉サービス事業所等への周知啓発は重要です。

市では、障害者差別解消法の施行を受けて、市独自の障害者差別解消推進条例

を制定し、障がい者虐待と差別を一体的に対応する「障がい者権利擁護センター」

を設置しました。

権利擁護センターにおいては、障がい者虐待に係る相談及び対応を行うととも

に、関係機関との連携の強化や、市民や福祉サービス事業所に対し周知啓発を図

るなどして、障がい者虐待の未然防止に努めます。

医療的ケアの必要な児童が安心して学校等の生活を送ることができるよう、看
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護師を学校等に派遣する巡回訪問看護事業を実施します。

また成年後見制度については、その制度の認知が進まず、利用にまで至らない

状況にあります。今後は成年後見制度の普及啓発を積極的に行いながら、制度の

利用促進を図ります。

青少年発達サポートセンターを設置し、ペアレントトレーニングや青年期の居

場所を提供するなど、発達障がいのある児童及びその保護者に対する支援体制の

構築を図ります。

市内に障がいのある人の歯科診療を行える医療機関が少ないことから、障がい

者歯科診療所の整備促進を図ります。
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資料編

１．人口の推移

令和２年（2020 年）４月１日現在の人口は 170,978 人であり、平成 25 年

（2013 年）の 162,155 人と比べ微増（8,823 人増）となっています。

２．世帯人員の推移

令和２年（2020 年）４月１日現在の世帯人員は 207 人であり、平成 25 年

（2013 年）の 2.23 人と比べ減少（0.16 人）となっています。
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３．障がい者手帳所持者の推移

（１）身体障がい者手帳（年齢別）所持者の推移

身体障がい者手帳所持者については年々増加傾向にあり、特に 65 歳以上の

高齢者については、令和 2 年（2020 年）は 2,018 人であり、平成 27 年（2015

年）の 1,755 人と比べ約 1.1 倍（263 人増）となっています。

（２）身体障がい者手帳（等級別）所持者の推移

等級が３級の手帳所持者は、令和２年（2020 年）は 604 人であり、平成

27 年（2015 年）の 433 人と比べ 1.4 倍（171 人増）となっています。
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（３）療育手帳（年齢別）所持者数

療育手帳所持者については年々増加傾向にあり、18 歳以上の療育手帳所持

者は、令和２年度（2020 年度）は 530 人であり、平成 27 年（2015 年度）

の 413 人と比べ約 1.3 倍（117 人増）となっています。

（４）精神障がい者保健福祉手帳（年齢別）所持者数

精神障がい者保健福祉手帳所持者は年々増加傾向にあり、令和２年（2020

年）は 1,141 人であり、平成 29 年（2017 年）の 810 人と比べると約 1.4

倍（331 人増）となっています。
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（５）精神障がい者保健福祉手帳（等級別）所持者の推移

等級が３級の手帳所持者は、令和２年（2020 年）は 458 人であり、平

成 27 年（2015 年）の 203 人と比べると約 2.3 倍（255 人増）となっ

ています。

４．障がい者手帳所持者等の推計

高齢化の進展により、今後も障がい者手帳所持者数は増加していくものと思われ

ます。身体障がい者手帳所持者数については、令和８年（2026 年）では 3,202

人になるものと見込まれます。
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令和２年 11 月 26 日

第４回障がい者福祉計画策定委員会 当日資料

○障がい者福祉計画に係る主な意見【参考】

1

意見 市の考え

１ 児童発達管理責任者の採用が難しい、または経営上の問題なのか、放課後等デイサービスを行って

いた事業者が日中一時支援事業のみ提供する傾向にあり、障がいのある子どもたちの療育支援を考

えると、残念な思いがある。

放課後等デイサービスよりも日中一時支援事業を経営したほうが安定するためなのか事業所の声を

聞き、検証したほうが良いのではないか。

市においても、利用ニーズに応じた質の高いサービスが提供されるよう、計画的に放課後等デイ

サービス事業所を整備することは必要であると考えています。このようなことから、以下のとお

り新計画に反映させました。

【新計画（第２編）】

５：障害児支援

【見込み量を確保するための方策】

未就学の障がいのある児童に対し療育等を行う児童発達支援や、就学中の障がいのある児童に対

し放課後の居場所を提供する放課後等デイサービスについては、利用ニーズが年々増加傾向にあ

ることから、その利用ニーズに対応するため、サービス量の適正な確保に努めるとともに、サー

ビスの質の向上を図ります。

２ グレーゾーンの子どもたちを支援する場がない。（制度の狭間） 市においては、児童発達支援センターの機能を有するこども発達センターや、青少年発達サポー

トセンターにおいて、発達に心配のある子どもに関する相談に応じているところです。このよう

なことから、新計画においても、各関係機関の機能強化や連携を図るなどして取り組みを進めて

いくこととして新計画に反映させました。

３ グループホームの利用者ニーズと既存のグループホームが提供する支援や家賃設定のミスマッチが

多い。

①家賃設定

生活保護の住宅扶助範囲内の家賃で入居できるグループホーム（経済的に豊かではない利用者が

多い）

②部屋の設え

ルームシェア型ではなく、個別性が確保できる設え。

（水回りの共有が難しかったり、対人のストレス等自分のスペースを確立できる居住空間があり

ながら、必要に応じて共有スペースで世話人さんに相談したり、ご飯を食べることができるタイ

プ。）

③24 時間世話人さんがいるタイプ。（世話人さんがいる時間が限られているグループホームでは、

入居者が自由に自分の家であるグループホームの出入りができない。家に戻りたいけれど、戻れ

ないし、一人で過ごすことができないので日中一時支援事業を利用することになる。）

グループホームの整備にあたっては、障がいの特性や利用ニーズに合わせたグループホームを整

備することが必要であると考えており、市では、グループホームを整備する事業者に対し、施設

整備に係る費用の一部を補助するなどして、障がいのある人の多様な住まいの場の拡充に努めて

いるところです。また強度行動障がいや重度障がいのある人なども利用することができるグルー

プホームについても検討を行いながら整備促進を図ることを計画しています。このようなことか

ら、以下のとおり新計画に反映させました。

【新計画（第２編）】

項目１：施設入所者の地域生活への移行

【目標達成のための取り組み】

また障がいのある人の住まいの場を確保するため、共同生活援助（グループホーム）を整備する

事業者に対し、整備に係る費用の一部を補助するなど、計画的に共同生活援助（グループホーム）

の整備を行います。

また重度の障がいのある人は、従来から設置されている共同生活援助（グループホーム）への入

居が困難な状況もあることから、障がいの特性や状況に応じた共同生活援助（グループホーム）

の整備促進を図ります。
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４ 8050 世帯の増加に伴い、養育者であった保護者が急逝するケースもあり、親亡き後の生活基盤を整

えるためには１週間程度の短期入所の受け入れだと時間が足りない。市外の施設に行くのではなく、

市内で１か月くらい不測の事態には利用できる短期入所施設があれば、利用者にとって有難い。（相

談員としても十分な調整の時間を設けることができて有難い）

令和２年 11 月に東野パティオ内にグループホームや短期入所など、地域生活支援拠点の機能を

有する多機能拠点を整備しました。障がいのある人が安心して地域生活を送ることができるよ

う、地域生活支援拠点の面的整備を行いながら、地域生活支援拠点の機能強化を図っていきます

が、その中で、利用ニーズに対応できるよう検討を進めていきます。このようなことから、以下

のとおり新計画に反映させました。

【新計画：第２編】

項目３：地域生活支援拠点等が有する機能の充実

【目標達成のための取り組み】

地域生活支援拠点の機能を有する共同生活援助（グループホーム）及び短期入所（ショートステ

イ）の多機能拠点と、基幹相談支援センターを中心に、障がい福祉サービス事業所等と連携し面

的整備を行いながら、障がいのある人の地域生活を支える仕組みを構築します。

また、地域生活支援拠点の機能強化を図るため、自立支援協議会などを活用するなどして運用状

況を検証、検討し、地域の実情に合わせた支援体制を構築します。

５ 肢体不自由児の方が働くことのできる就労継続や就労移行支援（働く訓練を受ける場所がない・知

的、精神の方が通所できる事業者は足りている）

市では、肢体不自由などの障がいのある人も含め、どのような障がいがあっても働く意欲のある

人が就労継続や就労移行支援などの就労訓練を行う場の整備は必要です。このようなことから、

以下のとおり新計画に反映させました。

【新計画：第２編】

項目４：福祉施設から一般就労への移行

市内の就労移行支援及び就労継続支援などを運営する事業者に対しては、運営費の一部を補助す

るなどして、重度の障がいのある人の就労の場の確保に努めます。

あれば良いと思う資源が、訪問型の自立訓練事業。 何らかの事情等により通所できない人への支援も必要不可欠であると考えています。今後も障が

い福祉サービス事業所については、利用ニーズなどを踏まえながら、計画的に整備促進を図って

いきます。このようなことから、以下のとおり新計画に反映させました。

【新計画：第２編】

２ 日中活動系サービス

【見込み量を確保するための方策】

今後においても、特別支援学校卒業生の状況や利用ニーズを踏まえたうえで、国及び千葉県の施

設整備に係る補助金を活用しながら、日中活動系サービスを計画的に整備します。

また重度障がいのある人に支援を行う事業所に対し、運営費の一部を補助するなどして、重度の

障がいがあっても、安心して日中活動系サービスを利用することができる環境を整備します。

医療的ケアが必要な人達の社会資源が、児童、成人、通所系、短期入所、すべてにおいて最も足り

ない。

医療的ケアの必要な人が地域生活を送るための障害福祉サービスは必要不可欠です。このような

ことから、以下のとおり新計画に反映させました。

【新計画：第２編】

項目５ 障がい児支援の提供体制の整備等

また重度の障がいや医療的ケアを必要とする児童に対しては、児童発達センターの機能を有する

105614
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線
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11 身体介護が発生するケアの担い手が見つからない。（長時間、身体介護を提供するケアの場合、ヘル 居宅介護事業所については、利用ニーズに応じて計画的に整備促進を図ります。しかし重度訪問

パーが見つからない。） 介護、同行援護、行動援護については、利用ニーズに対しサービス量が充足していないことから、

計画的に整備を図ります。このようなことから、以下のとおり新計画に反映させました。

3

こども発達センターを中心に療育支援を行うとともに、児童発達支援及び放課後等デイサービス

等を運営する事業者に対しては、運営費の一部を補助するなど、地域の療育環境の充実に努めま

す。さらに医療的ケアを必要とする児童の地域生活を支援するため、自立支援協議会等を活用す

るなどして、保健・医療・障がい福祉・保育・教育等の関係機関が連携を図る場を設置するとと

もに、医療的ケア児等に関するコーディネーターの配置についても検討を行います。

項目７ 障がい福祉サービス等の質を向上させるための取り組みに係る体制の構築

さらに医療的ケアが必要な人や行動障がいのある人に対し、専門的な対応を行うことができるよ

う、障がい福祉サービス事業所等と連携を図りながら、支援体制の構築を図るとともに、専門的

な対応ができる人材の養成を行います。

精神障がいの方への支援の担い手は不足していない。（時間に融通がきく、事業者の来宅時間に合わ

せることができる方達が多いので見つかりやすい）

精神障がいのある方が病院等から地域移行を推進するため、地域における障がい福祉サービス等

の社会資源を充実させることは必要であると考えています。精神障がいのある方の利用ニーズ等

を踏まえながら、計画的に社会基盤の整備促進を図ります。

９ 昼間の時間帯のヘルパーさん（医療的ケアが必要な児・者を除いて見つかりやすい） 居宅介護事業所については、利用ニーズに応じて計画的に整備促進していくところですが、同行

援護や行動援護については、利用ニーズに対しサービス量が充足していないことから、計画的に

整備促進を図ります。このようなことから、以下のとおり新計画に反映させました。

【新計画：第２編】

１ 訪問系サービス

今後においては、障がい福祉サービス事業者と連携を図りながら、サービスの提供基盤の整備を

行うとともに、障がい福祉サービス事業所を対象とした事業者説明会を活用するなどして、訪問

系サービスの質の向上を図ります。特に、行動援護及び同行援護については、市内の障がい福祉

サービス事業所や介護サービス事業所、新たな事業者の事業参入について促進を図ります。

10 朝の準備のための支援／夕食時の支援／入浴介助のための支援、夜勤、これらの時間帯のヘルパー

が見つからない。

居宅介護事業所については、利用ニーズに応じて計画的に整備促進を図ります。また従業者に住

宅手当を支給するなどして福祉人材の確保に努めます。このようなことから、以下のとおり新計

画に反映させました。

【新計画：第２編】

１ 訪問系サービス

今後においては、障がい福祉サービス事業者と連携を図りながら、サービスの提供基盤の整備を

行うとともに、障がい福祉サービス事業所を対象とした事業者説明会を活用するなどして、訪問

系サービスの質の向上を図ります。

特に、行動援護及び同行援護については、市内の障がい福祉サービス事業所や介護サービス事業

所、新たな事業者の事業参入について促進を図ります。

また、従業者に住宅手当を支給している障がい福祉サービス事業所に対し、従業員の住宅に係る

費用の一部を補助するなどして、人材の確保や離職防止に努めます。
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【新計画：第２編】

１ 訪問系サービス

今後においては、障がい福祉サービス事業者と連携を図りながら、サービスの提供基盤の整備を

行うとともに、障がい福祉サービス事業所を対象とした事業者説明会を活用するなどして、訪問

系サービスの質の向上を図ります。特に、行動援護及び同行援護については、市内の障がい福祉

サービス事業所や介護サービス事業所、新たな事業者の事業参入について促進を図ります。

また、従業者に住宅手当を支給している障害福祉サービス事業所に対し、従業員の住宅に係る費

用の一部を補助するなどして、人材の確保や離職防止に努めます。さらに居宅介護事業所の従業

者が、医療的ケアを必要とする人の支援を安全に行えるよう、

12 行動援護事業者がひとつしかなく、実際には行動援護的なケアであるが、移動支援事業者が担って 居宅介護事業所については、利用ニーズに応じて計画的に整備促進します。しかし重度訪問介護、

いる状況がある。取りあえずの手当てとして、移動支援事業者で何とか対応できているからといっ 同行援護、行動援護については、利用ニーズに対しサービス量が充足していないことから、計画

て良いというわけではない。移動支援事業者では代替えできない行動障がいのある人の支援もある。 的に整備を図ります。このようなことから、以下のとおり新計画に反映させました。

【新計画：第２編】

１ 訪問系サービス

今後においては、障がい福祉サービス事業者と連携を図りながら、サービスの提供基盤の整備を

行うとともに、障がい福祉サービス事業所を対象とした事業者説明会を活用するなどして、訪問

系サービスの質の向上を図ります。特に、行動援護及び同行援護については、市内の障がい福祉

サービス事業所や介護サービス事業所、新たな事業者の事業参入について促進を図ります。

13 行動援護事業者が見つからなくても移動支援事業者に対応してもらっているので、目先の手当はで 自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回避するために必要な支援や外出支

きている状態。 援を行う「行動援護」については、重要なサービスであると考えています。しかしながら現在で

は、行動援護を提供する障がい福祉サービス事業者は市内に１か所しかないことから、利用ニー

ズを踏まえつつ、市内の障がい福祉サービス事業所や介護サービス事業所、新たな事業者の事業

参入を図りながら整備促進を図ります。

【新計画：第２編】

特に、行動援護及び同行援護については、市内の障がい福祉サービス事業所や介護サービス事業

所、新たな事業者の事業参入について促進を図ります。

14 移動支援事業については、週末の外出支援の担い手が不足している。ケア内容によっては、ヘルパ 居宅介護事業所については、利用ニーズに応じて計画的に整備促進します。このようなことから、

ー側に体力が求められるケアの場合、担い手が見つからない。 以下のとおり新計画に反映させました。

【新計画：第２編】

１ 訪問系サービス

今後においては、障がい福祉サービス事業者と連携を図りながら、サービスの提供基盤の整備を

行うとともに、障がい福祉サービス事業所を対象とした事業者説明会を活用するなどして、訪問

系サービスの質の向上を図ります。特に、行動援護及び同行援護については、市内の障がい福祉

サービス事業所や介護サービス事業所、新たな事業者の事業参入について促進を図ります。
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15 ヘルパーが足りないのは、時間帯とケア内容（身体介護や長時間の外出支援や週末祝日のケア）に 居宅介護については、サービス提供の時間帯などにより、所定の単位数に加算して算定すること

応じての現象であり、足りない状況にピンポイントで対応する施策が必要。 とされています。また市では、居宅介護事業所については、利用ニーズに応じて計画的に整備促

（例：若手ヘルパー採用のための助成や、ケア内容や提供時間に応じた加算制度など） 進します。また従業者に住宅手当を支給するなどして福祉人材の確保に努めていきます。このよ

うなことから、以下のとおり新計画に反映させました。

【新計画：第２編】

１ 訪問系サービス

今後においては、障がい福祉サービス事業者と連携を図りながら、サービスの提供基盤の整備を

行うとともに、障がい福祉サービス事業所を対象とした事業者説明会を活用するなどして、訪問

系サービスの質の向上を図ります。

特に、行動援護及び同行援護については、市内の障がい福祉サービス事業所や介護サービス事業

所、新たな事業者の事業参入について促進を図ります。

また、従業者に住宅手当を支給している障がい福祉サービス事業所に対し、従業員の住宅に係る

費用の一部を補助するなどして、人材の確保や離職防止に努めます。

5

16 計画策定委員会と自立支援協議会の同日開催について、出席者への配慮や時間効率を考えてのこと

だとは思うが、将来視点と足元視点で関連のある２つの議事を円滑に、そして多様な意見を交えな

がら議論を活発化していくには、少々時間不足が否めず、出席者もエネルギー不足です。（集中力の

低下＝自立支援協議会）

年間スケジュールが既に決定しているので、今からの変更は難しいと思うが、均一な時間配分の見

直しは可能であり、議事の重軽や分量を踏まえて、時間配分を変更することも一理あるかなと感じ

ている。開催という形式を重視し過ぎると、多様な意見の吸い上げや素朴な疑問から得られるヒン

トも同時に失うことに繋がってしまうのではないでしょうか。

変則的なダブルヘッダーは正直、キツイと感じております。ちなみに民間では、会議の長時間化は

NG とされております。

計画策定委員の皆様には、多大なるご協力をいただき誠にありがとうございます。

次回以降、障がい者福祉計画を策定するにあたっては、自立支援協議会のスケジュールも踏まえ

ながら、計画策定委員会において十分協議を行える時間配分で日程調整を行いたいと思います。

17 1.理解と交流の促進

(1)相互理解の推進

③研修の充実と機会の拡充

新旧表の対比において、「職員」が削除されている意図は。

職員限定ではなく、今後は市民を含めて幅広く研修を行っていくということでしょうか。

障がいの理解を深めるための取り組みを進めるため、市職員への研修会のみならず、市職員を含

め、幅広く市民に理解を促進するため、「職員」という限定的な部分は削除しました。

18 (4)差別の解消・権利擁護の推進

①差別のないやさしいまちづくりの推進

「やさしいまちづくりの推進」という表現がイメージしにくいと思いました。

具体的にやさしいまちづくり、って何だろう？ と感じました

たとえば…

・差別のない公平・平等な・・・・

・差別のない偏見のない・・・・

・差別のない思いやりのある・・

「①差別のないやさしいまちづくりの推進」から「①差別や偏見のない思いやりのあるまちづく

りの推進」に変更しました。
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19 【要望】

(3)交流機会の推進

②学校での交流及び共同学習の推進

当日の説明でもアンケート結果に表れているとおり学校現場における福祉教育施が重要であるとの

ことでありましたが、以前、権利擁護部会において、ボランティア団体による福祉教育一環として

実践しているカリキュラム数が減少しているとの報告があり、その事由について尋ねたところ、後

日、教育委員会を通じて総合教育の時間など、福祉分野以外でのリクエストも多く時間の取り合い

になっているとのことでした。

特にコロナ禍においては、本来の学習時間も低下し、学校運営そのものの状況も変化しているの

ではないかと想像いたします。

確実な実行により高い成果を導くためには教育委員会とのせめぎ合い、綱引きが予想されますが、

これまでにない工夫とアイデアにより理解と交流が進むことを願っております。

市においても、学校の教育現場における障がいや障がいのある人の理解はとても重要であると考

えています。「４．子どもへの支援の充実」の中に、「学校教育の中での理解の促進」を、項目立

てました。

20 【要望】

2.地域支援教育の充実

（5)多用な住まいの場の確保

②グループホームの拡充

説明では障かい者特性に応じたバリエーションあるグループホームの実現を目指すとのことであ

りましたが、一方で以前の説明では、「浦安特有の事情(土地価格等家賃の問題による設備投資の採

算性)もあり、事業者がなかなか手挙げしてくれない状況にある」とのことでありました。

そのような状況を踏まえても整備促進を図るとのことでありましたので、これまでのルールに縛ら

れることなく大胆な対応により風穴をあけていただけることを期待しております。

障がいのある人の住まいの場のひとつであるグループホームの計画的整備は重要であると考え

ています。今後は、民間事業者を含め、関係機関と連携を図りながら、整備促進を図っていきま

す。

21 障がいを類型別に深く掘り下げることをせずに、ひとくくりにして議論を進めることで、具体的な

改善策から遠ざかってしまうことです。雇用について言えば、障がい者をひとくくりにして議論す

ることで、視覚障がい者、聴覚、障がい者等、個々の障がいに対応した施策が全くなされずに来て

おり、このままでは、一部の障がい者に対する施策のみが進められ、ほかの障がい者に対する施策

が放置されるという弊害が残されたままで、一向に解決されないと思う。

障がい者の雇用や障害福祉サービス等の検証を行う上では、障害種別などきめ細やかな検証を行

いながら、実施していくことが必要であると考えています。

22 基幹相談支援センターの相談件数の集計方法について、視覚障がいや聴覚障がいなど、障がい種別

ごとに集計した検証すべきである。

23 他の基礎自治体、特に周辺自治体である市川市、船橋市、江戸川区の障がい施策に関わる情報が無

く、そうした自治体との比較がされていないことから、バランスの取れた浦安市の障がい者施策に

は、こうした周辺自治体の障がい者施策から学ぶべきである。

各事業等を進めていくうえでは、近隣市の状況等の調査研究は必要であると考えています。

24 ４．子どもへの支援の充実

現状：アンケート調査結果

当事者アンケートは幼児に関しては意見が出にくいです。

まだ手帳を持ってもいなく、自分（保護者）が回答すべきと考えていない人も多いでしょう。

市民の声なき声を丁寧に拾いながら、事業を検討し、計画的に進めていくことは重要なことであ

ると考えています。
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まだ、福祉サービスを使い始めて間もないために、何が課題なのかを認識して言葉にできる人は少

ないと思います。

その結果、自ずと学齢期の課題が多くなります。

そのため、幼児の発達支援の課題は、発達センターのみならず保健師や子育てケアマネージャーな

どの支援者からのヒヤリングを大切にして、反映させることが重要と考えます。

障がい者福祉計画の一連の流れとは違いますが、ぜひ検討していただきたいです。

25 ４．子どもへの支援の充実

（１）就学前療育・教育の充実

②福祉と教育の連携の強化

福祉の中でも連携の強化が必要と思います。

特に、一般子ども施策（母子保健や子ども子育て）と障害児福祉施策の連携が、就学前療育・教育

の充実には不可欠と思います。

新計画におきましても、各関係機関が連携を図りながら、地域の（療育・教育）支援体制の強化

を図っていくことを目標として設定し、施策を進めていきたいと考えています。

26 策定員会の参考資料 議題 1 の「概要」の 7．自立と社会参加の促進についてですが、ページ右側の

「(1)こころ豊かに～」と「(2)自主的活動～」のどちらでも構わないのですが、具体的な動きとして

千葉県の「障がい者芸術文化活動支援センターとの連携」を提示するのはどうかと考えました。

ページ左側の【現状】にありますように、文化活動の推進を「していない」と答えた方が半数を超

え、地域活動の参加状況も 6 割を超える方がほとんど参加していないなど、非常に不安な結果だと

思うのは私だけではない気がします。

その上ですが、前述の「障がい者文化活動～」についてもおそらく知名度はあまりなく、これから

動き出すにしてもなかなか時間が掛かる部分なのではないかと思います。

県のセンターとの連携を円滑にするために、今後浦安市内でもそのセンターとの窓口機関を発足さ

せ、障がい児・者の芸術文化活動への促進を少しでも加速させることを加えて、長期的な提案とさ

せていただきます。

障がい者芸術文化活動支援センターとの連携を追記しました。

27 ｐ９の４行目

☓児童発達センターの機能

◯児童発達支援センターの機能

誤字ではないでしょうか。ご確認ください。

訂正済です。


